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AR の
アプリストアから 料のAurasma をダウン
ロードすることで、本レポートでご する10のトレ
ンドについての しい視点を得ることができます。
アプリをダウンロードしたあと、タ レットやスマート
フ ンをレポートの にかざすと、ARの が ま
ります。



ロイト 2017 グローバル・ ューマン・ ャ タル・トレンド をご覧いただきありがとうございます。
のレポートは、デジタルテク ロジー、経 、人 構成、そして社会が 的に変化する で、ビジネス

とHRのリーダーが する を しています。 的変化の時代において、ビジネスと人事のリー
ダーは、21世 の をどのように組織し、 用し、開発し、 理し、 ン ージメントを高められるかのルー
ルを めて すことを められています。

は変化しています。 は、よりデジタル化され、グローバル化し、多様化し、オートメーションや ー
シャルメディアに 通してきています。同時に、ビジネスの期 、ニー 、要 はこれまで 上に進化しています。
これを と える人もいますが、 々は ャンスとみなしています。HR、タレント、組織におけるプラクティスを

する い 会です。これは時を超えて進化し、 を し けるプラットフ ーム、プロ ス、ツールを
する 会であり、また私た がこれまで目にした で、 に関わる最も 要な変化をリードする 会です。

この 会に、私た は、デジタル時代のHRの たなルールをご提案します。

2017 の 査は に まり、世界 の もの組織、学者、専門家にご 頂きました。 は、140 国
10,000人 上のHRおよびビジネスリーダーを対 とした 査が行われました。この報 は、ネットワーク化さ
れた 日の を イライトした しい組織 デルに、リーダーがどのように向かい合っているのかを らか
にしています。 え 、イ ーション ースのHRプラットフ ーム、 ーシャルおよびコグニティ 術によって
進されるラーニングおよび ャリアプログラム、 を に えた ンプロイー・ クス リ ンス など

です。

このレポートは、オートメーションの進 と の定 大の における の についての議論で め ら
れます。

も グローバル・ ューマン・ ャ タル・トレンド を発行でき大変 しく思います。皆様のご意 をお
しております。2017 はこれまでにないレ ルの変 と をマネージするため、変化の に づけられていま
す。皆様、準 はよ しいでし うか
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2017年のグロー ル・ ュー ン・ ピタル・
トレンドは、ビジネスの 界における 的な変
化の が された となりました。第

業 1や ビ グシフト2 とも れる
この しい 代は、ビジネス、経 、 して
を から変 ました。

私た は、本 のレポートに デジタル時代の
たなルール という をつけました。な
なら、この時代の特 は、 なる変化で

はなく、ビジネスとHRの しいルールを り出す
的 変化だからです。組織は、 や 場、そし

て 事そのものの前提の大きな に しています。
これらの前提の は、人 開発から 事自体の定
に るまでの、組織のあら る人事 のルールを

変えてしまいました。

あら るビジネスリーダーが 事の上で、また個人の
生 の で、この大きなシフトを時には いものとし
て、また時には いものとして経験しています。
な変化は、テク ロジーにとどまることなく、社会や
人 構成にも同様に んでいます。ビジネスとHRの
リーダーも、もはや の ラダイムに って経 す
ることはできません。リーダーた はビジネスのあら
る において しい え方を受け れていく 要
があるのです。

私た はこの しい世界 を み くための しい
ルール ット をご提案します。これらのルールは、
21世 の をリードし、組織し、動 づけ、
理し、 ン ージメントを高めるために 要とされる、
マインド ットと行動の変化を したものです。

後どういったニュービジネスが生き っていくのかを
することは ですが、こういった変化の 要性

を 視す きではありません。このレポートは、この
変化のイン クトを理 し、人 、 事、そして組織
の しいルールを構 する責任を負っているHRとビジ
ネスのリーダーに対する行動の びかけなのです。

ューマン ャ タルの世界のトレンドを深 りする取
り組みとして、本レポートは5 を えました。本
、私た の 査には140か国から10,400人が

し、ビジネスとHRのリーダーが する社会、経 、
政 、テク ロジーそして組織 化に関わる の
を後 ししてくださいました。

ジタル がもたらした 
変化の力
サー イデータの 、クライアントとの対 、そし
て世界 のリーダー へのインタビューを通して、私
た はまるで複 な織物のように り組んだ の連
なりを 出しました。かつてなかった 度でテク ロ
ジーが進 していることは めて です。人 能
（AI）、 バイルプラットフ ーム、 ンサー、 ーシャ
ルコラ レーションシステムが、私た の生 、 事、
そしてコミュニ ーションの 方を 命的に変え、そ

ジタル 代の たなルール
の変化は する かりです。この変化は、個人に対
しても社会に対してもストレスを与えています。研究に
よれ 、従業 も組織も、かつてなかった どに
されて いるのです 3。

ビジネスの生 性は、 術の進 に いついていませ
ん。 計 やその他のデータによれ 、ビジ
ネスの世界に しい 術が されているにも関わら
、生 性は いままになっています。 際のとこ 、

2008 の 況 の 時 当たりのGDPでみる
ビジネスの生 性の は、1970 代 で最 の
水準（1.3 ）にとどまっているのです4。同時に、企
業自体も、より い ースで されています。 え
、1955 、Fortune500にとどまり けてい
る企業はたったの12 、そして 1 では26
もの企業が したのです。

問 は、 1が すように、 大の一 をたどる
術 と 体的生 性の ャップです。これが、 得

、 上 の 、そして世界的な社会・政
につながっています。 市場における が物

的・経 的資 から、 的資 やサービスに を し
ていくにつれて、生 性の い企業が やかに さ
れるようになってきています。

この ャップの 本 は でし うか 私た は、
これらの問 は、事業の成 のために、従業 をどの
ように組織化し、 理し、 成し、一 した行動をと
るようにしていくのか、という ューマン ャ タル（人
的資本）に対する に すると えています。

Thomas Friedmanは2016 に出版された著
Thank You for Being Lateの で、Google Xの
CEO Eric "Astro" Tellerの作成したグラフを引用し、
テク ロジーの発 がかつてなかった どに まって
いるのに対して、人 の適応 はもっと く 的に
しか上がっていかないことを指 しています 5。

1

の

ル、 ン ー、 、コグニティブ
コンピューティング
界中の によるテクノロジー の ク ス
テクノロジーの 生 や の

テ ロ ー

時

ャ プ

ス
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組織は、 や 場、 
そして 事そのものの前提の 
大きな に しています。
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私た は、人 はテク ロジーの進化に適応してきて
おり、これからもス ーディに適応できると じてい
るため、 の結論に全 的に 成はしませんが、一方
で（テク ロジーの進 と人 の適応に えて）4つ
のお いに み合った問 の関係性を理 することも
決定的に 要だと えています。

2では、 1がテク ロジーの指数関数的な進
化を しています。18 24か にコン ュータの計
能 は するという、Mooreの法 が提 され

て 50 上が経 し、 バイルデバイス、 ン
サー、AI、そしてロ ティクスが、かつてないス ード
と広 さで しています。

2は個人が しいイ ーションを適用すること
に やかで れていることを しています。 え 、
Deloitteの 査では、メディアや 、 等の
業が、個人の時 と を き けるために り出し
たデジタルプロダクトやサービスの によって、 日で
はアメリ 市 が一日に80 スマートフ ンを て
いることがわかっています 6。

一方で、 3が しているのは、個人が 的
くテク ロジーに 応していくのに対して、ビジネスと
組織はより い ースで変化していくことです。経
計 プロ ス、組織構 、 務 計、目 定、マ
ネジメントといった事業の 方法の多くは 一

業 命の時代に開発されたものであり、会社は
的に しをかけることによって、時代に り れな
いようにしてきました。 1、2と 3の ャップ
は、組織がテク ロジーとライフスタイルの変化に
応する 要があることを しています。この ャップ
が、本 のレポートで主に論じられるトレンドの要点
なのです。

最後に、 4は、 得 、失業、 や に
関する公共政 を しています。 制、税、 認可等
を通じてビジネスに の影響を与えるこれらの
の変化の ースはさらに いのです。最 、関税、

そして などの法令や政 は、 にもわたる
公共の論 を経てはじめて変わっていきます。これら
の公共政 と他の3つの 域（テク ロジー、個人、
事業と組織）の ャップが、ビジネスとHRリーダー
にとっての と を生じさせているのです。

代の ューマン ャ タルの世界で いない 取
りをするためには、これらテク ロジー、個人、ビジ
ネス、そして公共政 の4つの の 大する ャッ
プを理 することは 可 です。HRは他にはない
割を っています：リーダーと ームがテク ロジーに
応すること、従業 が 事と ャリアの しい デ

ルに 応すること、そして会社全体が社会、法令そし
て公共政 の変化に 応し、変化を していくことを
ける 割を っていくことができるのです。

2

代 代 代 代 代

テ ロ ー

の は、テクノロジー、
人、ビジネス、 、 の間の

を めること ス

線

線

線

線

の
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これまでもあった 
速で 的な変化

しているテク ロジーの な進化による
定さは目 しくはありません。 え 、1980 代

にはコン ュータの能 向上は、ATM、オンラインシ
ステムそして IT 業の な成 を生み出しました。
人々が しいス ルと しい 事を得るにつれて、世
の も しい状況に 応していきました。

日では、デジタルビジネスと 務能 の しい組み
合わせが められています。本レポートで ている
ように、個人と組織の を すために、企業は
ャリア 、タレント ビリティ、組織的な コシ
ステムとネットワークにより く 点を当てる きです。
問 は なる しいス ルの 得や ャリアプラン
の り しではありません。むし 、あら る組織が、
リーダーシップの り方、構 、多様性、テク ロ
ジー、そして全体的な ンプロイー・ クス リ ンス
（従業 が 事や 場を通じて得る経験）が、 しく

サイティングなものとなるように さなけれ
ならないのです。

ュー ン ピタル10のトレンド

本 のレポートでは、組織が 変化のス ード と
事およびタレントマネジメント上の （ 決） の
ャップを めていくことが められている10の 域
を特定しました。（ 3）

トレンド1 未来 組 もう まっている

変化のス ードと適応に対する 的プレッシャーを
えれ 、リーダーた が 組織（the organization 
of the future）の構 を2017 の最も 要な
として取り上 たことは くにはあたりません。本
の 査では60 の 者がこの問 を 非 に 要
と し、 非 に 要 要 を合わせた は
90 に上ります。このレ ルの関 の高さは、 に
しい組織をデザインするという から、組織の コ
システムとネットワークを 的に構 するという
に進んでいることを していると えています。
的な ラル ーから、自律的に行動できる ーム

が結合したネットワーク（networks of teams）に向
かって企業が うように組織構 を変 していくにつ
れて、 であることは 組織の 的な命
になっています。

た のグロー ル

2017年の は、過 最大かつ広 な であり、140か から10,400人のビジネスとHRのリーダー
が 加しました。 の22 は10,000人 の大企業から、29 は中 1,000 10,000人 、 し
て49 は1,000人 の の企業です。Americasからは31 、EMEAからは51 、APACからは
18 が 加しています。業 も にわたります。 機 、 、 テク ィ 、 して
などあらゆる業界です。 の63 がHR、37 がビジネスリーダーで、 員レ ルの は30 を
ています。

Appendixには の 性についてさらに しい が っています。
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トレンド2 リ と ーニング  
リ ルタ ム・ 続的な学びの 現

ャリア の が から さ られています。
企業は、 に、容 にそして自 の ースで従業
がス ルを につけられるように、いつでもどこでも
の学 の構 に動き出しています。本 は ャリ
アとラーニングが、83 が 非 に 要 または
要 と し、 2 に 上しました。先進企業で
は、The 100-Year Life7で かれたような 進的な
ャリアの を従業 が取り れていくのに合わせ
て、従業 が成 し発 することをサポートしていま
す。 しいラーニング デルは、これまでの 的な
ャリアに対して 問を投 かけ、21世 の組織に

とって 命的なス ルの 期の を し めて
いるのです。

トレンド3 採用 コグニティブによる採用

事やス ルが変化するにつれて、適 といえる人
を発 し い れることが、これまで 上に 要に
なっています。 の 査で、 用 は、82 が
要 でう 46 は 非 に 要 との を め、
企業が している3 目に 要な ャレンジとなり
ました。本レポートの 用に関する は、先進企業が
しいやり方で人 を発 するために、その人 をグ
ローバルな ランドで きつけるために、そしてある
事、 ーム、そして企業に最もフィットする 者

を決めるために、どのように ーシャルネットワーク、
アナリティクス、コグニティ ツール（ や など
の認 術を用いたツール）を使いこなしているかを

しています。 しいタイプのコグニティ 術が
用を 命的に変えています。その 命は まった

かりなのです。

3 2017ト ン

にい

「拡張される労働力」、「ロボティクス、コグニティブコンピューティング、 」は とも レポートで取り てい
る「労働の未来」に するトレンドと広い で がある。

キャ ーニング

ンプロイー・ ス ンス

ーマンス・マ ント

ー ーシ プ

デ タル

ピープル・ ティ ス

イバーシティ イン ルー ン

ロ ティ ス グニティ ンピューティング
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トレンド4 ン ロ ー・ クスペリ ンス
組 化と ン ージ ントと の先を見
て

組織 化と ン ージメントは、 ンプロイー・ ク
ス リ ンスにとって 要 可 の要 です。先進企
業では、ある人の（ 社前の）ファーストコンタクトか
ら までその 点を ています。 日では、
企業は、従業 のジャーニー（ ）を 察し、社 の
ニー を研究し、ネット・プロ ーター・スコア（NPS）
を使って、従業 の クス リ ンスを理 しようとし
ています。 場 の 計、 経 、そして生
性向上のシステムのす てがHRの責任事 になって
きているのです。

トレンド5 フ ー ンス・ ネジ ント
の り

5 、企業は、 定 の発 を め、
的なフィードバックとコー ングに 点をおいた しい
フ ーマンス・マネジメントのアプロー を 験して
きました。本 、企業は 験の を えて、より広
に しい デルを 開し めています。HRテク ロ
ジーツールは しも いついていませんが、 しい
アプロー は 能し めており、生 性を し、組
織 化を変え めています。

トレンド6 リーダーシ  
界を る

企業が変 を進め、デジタル組織が のものとな
るにつれて、リーダーシップの り方も変わっていきま
す。80 の 者がリーダーシップを 要 な
と し、う 42 は 非 に 要 と えました。
より で、多様で、 いリーダー、 えてデジタル
時代に さわしいビジネスのやり方をとらまえた し
いリーダーシップ デルの 要性が 高に れてい
ます。リーダー 成 業が しい リューションを
り出そうと している一方で、企業は、 に変化
するネットワークの で成 できる しいタイプの
リーダー に を たせて、 的なリーダーシップ
の ラル ーの限界を超えようとしています。

トレンド7 ジタルHR トフ ーム、
人 、仕事 のもの

企業組織全体がデジタル化していく で、HRはデジ
タル組織のリーダーにならなけれ なりません。これ
は、デジタルな 場 と を構 するために、
HRのプラットフ ームをデジタル化するにとどまら 、
テク ロジーを使って人々の き方と の 方を変
えていく 要があることを意 しています。 いなこと
に、21世 のデジタル組織、 、 場 を
していくための の広がり、 しいプラット

フ ーム、様々なツールの 場によって、デジタルHR
への のりはより らかになってきています。

トレンド8 ピー ル・ ナリティクス  
たな を進

人 に関わるデータの 要性がかつてなかった ど高
まる一方、 ープル・アナリティクスの 点は変わって
きています。かつては、データの専門家の 術的 点
が 的だったのですが、 日では ープル・アナリ
ティクスの 点は、人事 用・ 理から 用や 務の
業 を含む全てをサポートする経 的 点に変わって
います。とはいえ、 ープル・アナリティクス 用に
えることは相変わら です。 用可能なデータを
保有していると した企業はたった8 、業 を引
き出すための人 を に理 していると し
たのは9 にとどまっているのです。

トレンド9 ダ ーシティ  
ンクルージョン リ リティ・

公 、 等そしてインクルージョン（ ）は、 や
世界 のCEOレ ルの です。経 幹部 は、ダ
イバーシティ をCHROや ーフ・ダイバーシティ・
オフィサー任せにはできません。 責任、データ、

性、そしてプロ スを経たダイバーシティに対し
て高まっている たな関 が、 業界全体を通じた
意 のバイアスに関する の 開を後 しして
います。そういった の一方で、 の が えて
います。ダイバーシティとインクルージョンは、多くの
企業にとって、相変わら フラストレーションのたまる
しい なのです。
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トレンド10 労働の未来  
拡張される労働力

ロ ティクス、AI、 ンサーそしてコグニティ 術
が、オープン・タレント・ コ ミーとともに、時代の
主 となってきました。もはや企業は 用の従業
だけが とは え 、フリーランサー、 グ・
コ ミー・ワー ー（プロジェクトの まりとともに
まり、 をもって れていく人 ）そしてクラウ

ド・ワー ー（クラウド・ ーシングによって得られる
）を含めるようになってきています。これらの

オン・バランスとオフ・バランスシートの は、
や フトウェアによって、さらに しています。こ

れらのトレンドは一つになって、 とんど全ての 事の
計、さらには要 計 と 事の本質に関する し

い え方に 結しています。変化はもう きています。
本 の 査では、41 の 者がコグニティ とAI
術をフルに した、または大きく前進したと

しています。また35 の 者が イロット を
行っていると しています。

たな ーム、 たなルール

ームは変わり、ルールも変わりました。本 の ュー
マン・ ャ タル・トレンドレポートでは、組織を
するためのこれまで主 となっていた決まりごとから、
日の先進企業の え方と 方法を定 する し

い一連のルールへのシフトを する を各 ごとに
掲載しました。これらの しいルールには、 査から
得たインサイト（洞察）にとどまら 、 日のグローバ
ルビジネスの で 業 をあ ている世界 の企業と
Deloitteとの共同作業の成果を しています。これ
らは にわたる思 と 、さらには、あら る
業、地域そして における先進企業を対 とした研
究の結果なのです。

5 HR ーマン コ 2015-2017

コ

てい

社の の
た た

た た

スコ れている 能力がある まずまずである まあまあである
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に え 、どんな企業であれ、これらの ルール
に従わ に しようとすれ 、 れを取っていくこ
とになるでし う。私た は、このレポートのインサイ
トが、組織が たなビジネス に適応するにとどま
ら 、その で していくための のロードマッ
プになることを、 から っています。

HRスコ ード HRは 
どれ けついて行っているか
私た が論じている10のトレンド、一つ一つがHRの
割に影響を与えています。そこで 要となるのは

（ビジネス の変化と しい組織 のルールに）
HRはどれだけついて行っているか という問いです。

5 、私た は、HR 当 が、自社のHR
部門が人 を 決する がどれだけあると えて
いるかを得点化した HRスコア ード を いかけて
きました。本 、HRは しんでいます。 は39
のHR部門が自らの能 を 能 がある または れ
ている と したのに対して、本 はこの は
35 に し、2015 の結果を りました（ 5）。

な 後 したのでし うか

私た はHRの 能は、アイデンティティの大きな変
化の にあると えています。いまやHR組織はサー
ビス提供の効 性とタレント の 性を高めるた
めの構 変 にとどまら 、 ンプロイー・ クス リ

ンスや生 性、 き方 務 組織構 の一 した
デザインに 点を当てなけれ ならなくなっています。
たなルールは、HR組織に自らの 割を 定 し、

自社が している変化する人 に向き合い け
ることを いています。

HRリーダーがその ャレンジに立 向かうことが め
られているのは です。HRの専門性は しいアイ
デアで るく らされており、HR部門は たなルー
ルを最も 的なやり方で、 やかに 用し めてい
ます。

変化の の を 
ともに して
人 は く ど適応 があります。私た は、 代の

な変化の時代にあっても、 にそうであったよ
うに、リーダーや き が適応する があることを
く じています。問 は、組織がこの変化の が自社
に向かってくるときに、その に るか、それとも
視するか、という点にあります。

先進企業にとってはこれらのトレンドは、 に自社の
ビジネスの成 を くだけのものではなく、社会全体
をテク ロジーの変化の大 の頂に引き上 ることを

けする 会なのです。経 的な 割に えて社
会的な 割が、ビジネスにより められるようになっ
てきている時代においては、 要な関 である きで
す。私た と一 に、この のりを み出しまし う。

6 2017 HR コ ー

てい
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7 の

リ 大 ・中 ・ フリ ジ

全 界 中 フリ 中 中 ジ ニ

88 92 87 87 83 83 90 87 89 85

キャ
ーニング 83 86 80 86 84 78 81 78 88 79

81 83 81 84 81 82 75 78 87 70

ンプロイー・
ス ンス 79 85 84 82 77 77 69 71 85 85

ーマンス・
マ ント 78 86 74 85 80 85 67 71 86 73

ー ーシ プ 78 81 74 78 73 78 79 74 85 76

デ タルHR 73 81 65 79 69 76 72 67 79 67

ピープル・
ティ ス 71 75 75 75 69 69 68 61 81 71

イバーシティ
イン ルー ン 69 73 67 79 60 67 62 62 78 75

63 62 58 66 61 64 56 62 72 61

ロ ティ ス
グニティ AI 40 45 32 33 34 38 48 38 50 37

 

：数 は 要 、非 に 要 と した方の ー ンテージを したもの。 される と ロ ティクス、コグニティ 、AI は
本レポートで取り上 ている の に関するトレンドと広い意 で関連がある。 
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9 の

：数 は 要 、非 に 要 と した方の ー ンテージを したもの。 される と ロ ティクス、コグニティ
、AI は本レポートで取り上 ている の に関するトレンドと広い意 で関連がある。
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全体 大
10,000+

中
1,001 to 10,000 1 to 1,000

88 83 90 85

キャ ーニング 83 84 81 79

81 81 75 70

ンプロイー・ ス ンス 79 77 69 85

ーマンス・マ ント 78 80 67 73

ー ーシ プ 78 73 79 76

デ タルHR 73 69 72 67

ピープル・ ティ ス 71 69 68 71

イバーシティ イン ルー ン 69 60 62 75

63 61 56 61

ロ ティ ス グニティ AI 40 34 48 37

8 の

・
ル ー

イ イ
ンス・
ルス

プロ
シ ル
ー ス ター

テ ロ ー・
ディ ・

88 88 85 92 87 83 90 85 81 94

キャ
ーニング 83 81 80 83 82 82 86 73 81 84

81 82 76 82 82 82 84 76 83 84

ンプロイー・
ス ンス 79 79 77 79 80 76 83 72 79 83

ーマンス・
マ ント 78 81 80 80 77 81 77 68 83 80

ー ーシ プ 78 75 74 82 74 75 80 73 74 85

デ タルHR 73 74 75 74 75 72 75 72 68 76

ピープル・
ティ ス 71 72 69 71 75 68 72 67 67 74

イバーシティ
イン ルー ン 69 69 70 71 69 68 70 68 65 67

63 59 63 61 63 59 73 63 62 62

ロ ティ ス
グニティ AI 40 34 37 41 38 44 45 34 28 46

：数 は 要 、非 に 要 と した方の ー ンテージを したもの。 される と ロ ティクス、コグニティ 、AI は本
レポートで取り上 ている の に関するトレンドと広い意 で関連がある。 
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な 、本グローバル・ ューマン・ ャ タ
ル・トレンド 査の最 要テーマに組織デ
ザインが2 連 で取り上 られているの

でし うか。 えは です。 日の イ フ ーマ
ンス組織は、10 前の組織のあり様と から異な
るからです。しかし、多くの 際の組織では、100
かそれ 上前の 業時代の デルに従って され
けています。 てなけれ ならない の 、シ

ステム、行動が になっているのです。

デジタル化が進むにつれて、組織は、より に変
化・適応し、ス ーディな学 を 進し、従業 の
ャリアに対する要 を受け れられるようになる
要性が高まっています。 、先進企業では、組織
デザインのフェー を え、 たな組織を 的に構
するフェー に っています。しかし、多くのビジネ
スリーダーは、 組織で成 する までは ってい
ないようです。

この は当 のことです。組織のデザインと 定は
複 です。多くの組織 計は、コスト に きを
きす て失 しています。リーダーシップ ームか
らの に している企業もあります。 際に、多
くのコンサルティング会社からの報 によると、 グ
クティ ームが 計の通りに動かないために、組織

計の約70 が上 くいっていないということです。

フラストレーションもつきものです。 組織をデ
ザインすることは しく、 行 が 要な大変なプ
ロジェクトであり、 して わりということはありま
せん。これは、 的で、動的で、ある意 わりの
ないプロ スです。しかし、 成した には、 務
フ ーマンス、生 性、 ンプロイー・ ン ージメ
ント、その他の多くの ネフィットに がり得る取り
組みです。

フ ー ンス組 は、 ネ ト ーク、 合された企業 化、 システム、人 の
性を て 現します。企業は、組 体の 設計を し、 半 の企業が、 に しい
ルを 的に検討・開 しています。 して、 くの企業は組 の 設計にとどまらず、 組
の設立に っています。 の組 は、ネ ト ーク や コシステムを とした たな

組 に置き られ、「あなたは のために働いていますか？」という問いから、「あなたは
と働いていますか？」という問いに変わりつつあります。

• の 企業の88 は、 組織を構 することが 要または非 に 要な であると えている。

• 5社 3社 上（59 ）が、この が非 に 要だと している（ より3 ）。

• しかし、 企業のわ か11 しか 組織を構 する方法を理 していない。

もう まっている
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スピード、 さ、 力を た組

これまで、 とんどの組織は効 と効果を して
計されており、複 でサイロ化された組織になってい
ました。市場 が 可能な時代は、これでも
かったのですが、 可能で非連 な時代には適し
ていません。 可能な で成 する組織は、
なる効 性 の ではなく、ス ード、 さ、

変化適応 を つものとして構 する 要がありま
す。

ネ ト ーク ーム組

適応性を する際に 要なのは、 的な組織構
から、 ームで 事が成し られる デルに 行

することです。 際に、専門 野で 割りとなった
務 に基づく 的な組織 デルが効果的だと じ

ているのは、 グ クティ の内14 に ません。
代わりに、先進企業は、より 性が高い、 ーム

の デルに向かい めています。

企業がこのように 行するにつれ、 な ームが、
人々が く上で自 な であると がつきます。 査
によれ 、私た は、50メートル 上 れた人よりも
が い人との方が、2 上多くの時 を一 に

ごしているそうです 1。組織 の に依ら 、 際の日
業務は人々の がりで 進されています。つまり、

物理的な が い ームが有 的なネット
ワークで がった が、組織として ましい です。
これが、 組織が ネットワーク ーム組織
となる理 です（ 2）。

1 た た の 合
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先進企業では、 ームや個人がお いに会うことを
し、 性に基づいて情報を共有し、対 す き問
に応じてメンバーが ーム を行き う体制になっ

ています。イ ーション、マー ットへの な
など、組織が異なる場合でも、 は同じです。

企業が状況に合わせて に変化するためには、 ー
ムの 成・ が く できる 要があります。
日の イ フ ーマンス企業では、 え デジタ

ル スタマー クス リ ンス グループを組織し、そ
の ームにメンバーを し、1、2 で しい 品
やサービスを 計して構 します。そして、 する
と、 ームは し、メンバーは しいプロジェクト
に 行します。こういったリスクフリーで ーム を異
動できることは、 日の イ フ ーマンス企業に非
に 要な要 です。

最 、 の大 行では、 スタマー クス リ
ンス、デジタルインターフェイス、マー ットへのス
ーディな 品投 による で、 たな

Fintechや りな他のプレー ーと うため、

リューションをより にデリバリーする しい 事の
やり方を開 しました。この しいオ レーティング
デルは、 った 品・成果を に 立す く、開

発者、プログラマー、ビジネスアナリスト、ユーザー
デザインの専門家を、クロスファンクション ームとし
てネットワークで ことに きを いていました。目
的を 成すると、 ームは され、 のプロジェ
クトを めます。当 の イロットの で、この
行では、このような組織アプロー が開発サイクルの
ス ードを大幅に高めることができることを証 しま
した。 後、 、組織全体にこの デルを 大する
定です。

組 の ジから まる

とんどの企業（94 ）が、 さと が組織
の成 に 可 であると していますが、 自 た
の組織は さを えている と したのは6 に

、19 は 自 た の組織は ではない と
しています。 いにも、この 野で く どの進
がみられます。 の 企業のう 32 が、

2 ト ー ー

の の

の の

プロ ト
ィードバ ・

シ ン スキル に
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20 21

デ タル ルール 2017 デロイト グローバル・ ューマン・ ャ タル・トレンド



、より適応性が高い、 ーム の組織を 計して
います。

イ フ ーマンス企業では、ま は組織の 一部
でこのような な デルを開発する場合が多くみら
れます。 に進化させるために、イ ーションや、
験的 動、そのための たな学 、 での

デザイン思 2を 進していくための しいリーダー
シップマインド ットを 成することに を いでいま
す。要するに、企業が る きことやす きことが
え 変化している状況 において、組織の 学も変わ
らなけれ ならないということです。

のステ 未来 組 を する

しいツールやテクニックの多くは、 組織を構
するために 要な 割を果たします。有 なテク

ニックの1つは、組織ネットワーク （Organization 
Network Analysis：ONA）です。これは、企業が
と が をしているか を するのに 立つ特

別な フトウェアと方法論を 用しています。この
方法では、 メール、インスタントメッ ージ、物
理的な 、他データを 用し、リーダーが、組織
内にどのような人的ネットワークが し、 が
となっているか、どの専門家がどこに関わっている
かを く特定する際に に立 ます。

のグローバル・ ューマン・ ャ タル・トレンド
の対 企業のう 、8 しかONAを使用していません
が、48 の企業がこれらのツールを 験 であり、

使用 は に高まっています。ある企業では、この
テクニックを使用して 業組織を 計したことで、
自社内の多くの専門家が に 用されていないこと
に づきました。そして、 たな ーム の組織
デルを 用した結果、総 は12 上 しまし
た 3。

事のやり方の 化と たなツールも 要です。
ネットワーク 組織は 性と対応 発 には向いて
いますが、 ーム を する 要性も し、非 に
多くの会議、 メール、その他のコミュニ ーショ
ンを する 要が出てきます。認 ・ 認の な
数は生 性を 的に させてしまいます。

しい組織 デルにおいては、リーダーシップの し
いあり方が 要です。ネットワーク 組織におけるリー
ダーは、 、 性、システム思 などの能 が
められます。場合によっては、最も経験 なリー

ダーやビジネスユニットの責任者は、デジタルで、変
化対応 で、ネットワーク化された組織の
責任者としては 適切かもしれません。
リーダーシップに関する で取り上 てい
るように、ネットワーク化された にお
ける効果的なリーダーは、社内全体、業
界全体、および 市場全体で が こっ
ているのかを く できるためのネッ
トワークへの 性が高い 要があります。

ネットワーク 組織が 々 える 、 し
いツールによる は 可 です。
Fa ce b o o k、S l a c k、G o o g l e Te a m 
D r i v e s、A t l a s s ia n Co n f l u e n ce、
Microsoft Skypeをはじめ、 という
企業がネットワーク 組織への 行に に
立つツールを提供しています。約4 の3
（73 ）の企業がこれらのツールを して
おり、その効果を体 しています4。

の 査では、 企業の
32 が、より適応 が高く、

ーム の組織を
計していると しました。

え 、シドニーのある 物 では、 、アジャイ
ル マネジメントツールである Jiraを使用して、 し
た を記 しています。メイン の自動 業で
は、HipChatを使用し、 内のタイ の と
理品を ニタリングしています 5。

ンタビリティを 化する

社 に意思決定を行う 限を与えたり、相 のネット
ワークに ったりすることは、社 が結果に責任を負
わないことを意 する ではありません。 際に、
ネットワーク 組織にする目的の一つは、目 定を
クリアにすることです。

ームでは、ア ウンタビリティがより になります。
個人と ームの ールが、 らかな関係性と共に全
に共有される 要があるからです。このア ウンタビ
リティは、 ームと企業の成果に非 に影響がありま
す。 際、リーダーシップに関する17の先進事 の
で、意思決定プロ スを に定 し、ア ウンタビ
リティを に たせることが、 れた 務成果をも
たらす ードライバーとして特定されています 6。

え 、アジアのある大 通 会社では、1,000ある
ス ール ームについて、 得、 度、
用、従業 度、および 務 性を るリアル
タイムダッシュ ードを 用しています。SAPのバック
ーンの上に構 されたこのインフラは、社内全体の
性、ア ウンタビリティ、 な対応 をもたら

してくれます7。

Phillips Lightingは、 しくてイ ーティ な組織
化とアライメントを取るために、社内の 的
と の と を特定するための

世界 断でのワークショップを開 しました。同社で
は、インターネット ースとの複合となる しいマー
ットに対応できるよう、 ームを ン ワーし、
に に くための、4つの しい （開 、

思いやり、 さ、 部 向）を に定 し、共通の
マニフェストに とし みました 8。

第一線の企業から得る教訓

組織の一つの 要な イ ビリティは、 ーム
を に 成する能 です。これには、各社 のス
ルを に理 する 要があります。この イ ビリ
ティをマスターした 大組織は、 国国 総 （DOD）
です 9。

DODの 事人 には、 、 、 務と、
の人 を含む700 人 上が

しています。大 であるにもかかわら 、DODは、
他の組織が 成したことがないような最も 全できめ
細かい人 用を しています。

DODでは、す ての 士のリーダーシップの経験とス
ルを しています。経験レ ルの詳細と共に 業
専門性を し、DODのス ルと、学 や資 を含
むDOD のス ルの 方を し、 全な 務
を めています。

この情報があるからこそ、DODでは、700 の人
の から、 ーム化や ームのネットワーク化を
で高度に、目的に合 した を行うことができます。

10 で、DODは、特定の個人、または特別
な ームを世界 どこにでも する能 を開発して
きました。

DODの は、ビジネスにも な を与えてくれ
ます。組織では、社内でのス ル全体を理 し るた
めの基本的なフレームワークを作る 要があります。
とんどの組織では、共通のフレームワークに投資し
ていません。これが けれ 、 イ ビリティを
に理 することは 可能です。しかし、フレームワー
クだけでは で、データが最 かつ容 にアク
ス可能な場合にのみ 能します。

組織の さのもう1つの事 は、 の大 保
会社の です。デジタル保 プラットフ ームを
して、 者が な で保 に することがで
きるようにしたのです。

このプラットフ ームを する上では、法的および
制に関する に え、アジャイル でプログラム

を作り上 ていく経験が かったことが ードルにな
りました。そのため、組織自体を変えると同時に、
しいものを作っていくための方法を学 なけれ なり
ませんでした。組織を 構 しながら、より な
、コミュニ ーション、社 への 限 、情報共

有が できる 組みを していきました。
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的な指 命令 デルでの従 組織に する
2,200人 上の社 は、 しい取り組みには適してい
ませんでした。同社は、シニアバイスプレジデントの
リーダーシップ ームとCEOに レポートする約
700人の社 とコントラクターからなる独立した組織
を 立しました。この組織では、 しい人 を 用し、

の社 をプロジェクトに割り当て、従 の組織か
らの影響が とんどまたは全くない状 で、プロジェ
クトの最 の を して意思決定する 限を与え
ました。また、同社は、アジャイル 法を とした

な組織と バナンス体制を 立しました。この
法では、 品、 術 野、 用準 などでグループ
化された ームのネットワーク自体が、最 決定を
認する 限を つプロジェクトリーダーにレポートしま
す。

プロジェクトを通じて、 もが を提 し、理 し、
要に応じて ス レーションし、最 的に して
進するさまざまな方法が 立されました。人 の

点から、他のタイプの 者（コントラクターなど）
との 的なコー ング、ラーニング、社 の ーム
化まで、多様かつ 的に ける を作り出し、
動性を高め、意思決定における 物を すること
を可能にしました。

従 の組織は、プロジェクトの 計と 行をサポート
するためにプロジェクト ームに づけられていまし
た。 デルが効果的に 能するまでには時 と を
要しましたが、従 の組織と 組織 のインタラク
ションは事前に定 されており、プロジェクトの成
にとって非 に 要でした。

この取組みから生まれたデジタルプラットフ ームは、
人々がどのように保 を するかを変え、保 会社
がビジネスをどうす きかについての たな先 を
しています。 、この企業では、この な組織構
の主要要 を社内全体に して、日々のビジネス

を変えています。

まず行うべきこと

• の ピー デジタル化が、
的な組織 デルのス ードアップを すこ

とを深く えてみる。 、人のつながり、 、
タレントプールがデジタルトランスフ ーメーショ

ンの一 として、どのように変化しているかを理
してみる。

• の コ ュー グ ク
ティ が しくてより な ャリア デルを理
できるようにするためには、 ク クティ 自
を に動かしていく 要がある。 ームの
動性を するプロ スを構 して、プロジェク
トが したら、 ームメンバーが本 の部 に
ったり、別の ームに異動できるようにする。

• の ーマン グルー 高い
フ ーマンスを上 ている ーム、プロジェク

ト、プログラムが 際にどのように 能している
かを、グループにインタビュー、 、およびス
タディするように依 する。社内の 、報 制
度、および ャリア スを ることで、成 の
を特定することに 立つ。

• 新 コ ュ ー ョンツール
Workplace、Slack、Base-camp、Asana、
Trello、Workboard等のテク ロジーを し
てみる。その上で、組織の となるERP / 
HRMSインフラストラク ャーの 物として
準化して する。

• ィー ー の 定
期的なフィードバックにより、社 は自 の 業務
（job） だけでなく、目 を 的にリ ットし、
プロジェクトを変 し、 事（work） にやりが
いを じることができる。社 意 査等を
用することで、マネージャーは自 の フ ーマ
ンスを に 、 性を高めることができ
る。

この しいタ の組 が するにつれて、 ームで仕事をすることはビジネスの となり、ダ ナ ズム
が組 的 となるでし う。 ームを 成し、 することがリーダーの 要な 務になるでし う。企業
が ーム 組 を するのに 立つ フト も たり となるでし う。
先進企業では、 員の リ のためのダ ナ クな リ 開 の機 を していくことでし う。
一 、 い 法で仕事をやり続ける企業は、 いつくのに 労するでし う。この しい 界では、より き
が速い組 が一 の ド ンテージを しますが、成 した大企業は、 員の労働力と ビリティを
めるより 力な コシステムと ートナーシ を することでペースを していくことでし う。

3 : ルール vs. 新 ルール

ルール 新 ルール

効 化と効果のために組織される。 ラーニング、イ ーション、 スタマーイン ク
トのために組織される。

企業は、 的な意思決定 、組織構 、およ
びリーダーシップの取り方など、 組織と
えられる。

企業は、 ームリーダーによって ン ワーされ、
やナレッジシェアリングにより えられた、

アジャイルネットワークと えられる。

ビジネス部門に基づく組織構 で、部門リーダー
や部門別グループが する。

事やプロジェクトに基づく組織構 で、 品、
プロダクト、 、およびサービスに 点を当て
た ームからなる。

多くの を上がって 進することで ャリアが
発 する。

ャリアは、多くのアサイメント、多様な経験、マ
ル ファンクショナルリーダーシップアサイメント
によって発 する。

人々は、 を通して リーダーになる 。 人々は、 フ ロワーを作る ことで影響 や
を 大させる。

指 によってリードする。 オー ストレーションによってリードする。

失 に対する れと他者からの認 によって
された組織 化。

、 かさ、リスクテイ ングやイ ーション
の 要性が 視される組織 化。

ルール ース プレー ック ース

割とジョ タイトルが に定 されている。 ームや責任が に定 されるが、 割やジョ
タイトルは定期的に変 される。

プロ ス ース プロジェクト ース

Deloitte University Press  |  dupress.deloitte.com
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ャリア人生が60 まで びつつある一方、
せっかく 得したス ルが約5 で 化
するような時代において、 ャリアを る

とはどのような意 を つのでし うか。 におい
て、ス ル 得は ャリアを切り開くための でし
たが、 においては ャリアそのものがラーニング
のジャーニーともいえます。

企業が 組織 を構 しようとしている 、ビ
ジネスの成 には 的なラーニングが 可 となっ
ており、L&D組織には様々な バイルプラットフ ー
ムを 用しながら 的に学 会を提供できるよう

になることが められています。

人生100年の 代に、 
従業員が すること1

多くの場合、従業 は、 的なス ル開発とダイナ
ミックな ャリア 成を めています。Glassdoorの
研究によれ 、ミレニアル世代にとって 学 ・進 の
会を提供してくれること が く場としての企業の

ランドに大きく影響する時代になっていることが
かっています 2。しかし、ミレニアル世代の3 の1し
か自らのス ルが に企業に かされていると じ
ておら 、また、42 もの 者が な学 がで
きないために する可能性があると えているのが
情です 3。

リ のあり が から変わ うとしています。今や従業員は 60年にわたる リ 人生を
するようになるのと に、習得したス ルが 速に 化してしまう 半 を る

代に直 しようとしています。この たな現 によって、企業は、従業員の リ 成をよりダ
ナ クに し、 続的に学習・人 成 L D の機 を する 法をあらためて る
必要に られています。先進的企業では、 リ ルとL Dの仕組みを ジタル 代に合った
と見直しつつありますが、ほとんどの企業ではま この変 の にあります。

• の 査において、従業 ャリアの と企業内ラーニングの変 に関する が、 2の 要なトレンドと
して 上し、 の 5 から を上 ている。

• ラーニングテク ロジーは に変化している。従 のラーニングマネジメントシステム（LMS）は、学 コンテ
ンツの ュレーション、提供、ビデオ および バイル 用に対応した多様な しいテク ロジーに される
か、 き わりつつある。

• こっている変動は、ラーニングや ャリアのあり方を 本的に すきっかけとなっている。 査対 の
グ クティ の約 数（45 ）は、この を または非 に 要なものとして ている（ より ）。
また、従業 のラーニングや ャリア開発に関する要 に応えられているという の割合は5 した。

キャ ー ング
リ ルタ ム・ 続的な学びの 現
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ダイナミックな ャリア デルを 用している企業は、
的に学 会を提供し、人 成を 要視する

企業 化を有する点で、他社よりも になっていま
す4。 The 100-Year Life の著者が指 しているよ
うに、60 70 に る ャリア人生に している
従業 は、企業に対して、 的な自 や 務
変 を通じた成 、そして、自 の を 出すのを

けしてくれることを期 しているためです 5。

世界 の企業が社 の に応えようと みており、
の 査の 者の83 は、従 のような変化に

しい ャリアのあり方ではなく、より したアサイ
メントや業務経験を提供する でオープンな ャリ
ア デルに 行していると えています。また、
者の42 は、従業 が5 の で ャリアを
切り替えていくことになるだ うと えています。

速なス ル開 の必要性と 
学習コンテンツのコ ィティ化

デジタル 術への対応に関するリサー 結果によると、
とんど全てのCEO（90 ）は、デジタル 術による
的変化に自社が していると えており、70

のCEOは自社組織にはその変化に適応するス ルが
ないと しています 6。この結果は、ス ルの
化が 度的に進んでいることを しています。特に

フトウェア ンジニアのような 術の進 が日進
の業界の従業 は、1 1.5 といったサイクルで

ス ルを 得し ける 要がある時代に ったと わ
れています7。また、マー ティング、 ールス、 、
法律、会計、 務の専門家も同じような状況と われ
ており、 的な学 への 要は高まっているといえ
るでし う。

一方、学 の供 サイドにも変化が こっています。
YouTubeのようなツールやKhan Academy、
Udacity、Udemy、Coursera、NovoEd、edX等
の 的取り組みのおか で、1クリックで、 しい
ス ル 得のための高品質な学 コンテンツに 料
（あるいは コスト）でアク スすることができるよう
になり、組織や従業 が 的な学 会を 受す
ることが容 になったと えるでし う。 や、一般
的に 士 取得にかかる 用と てわ かな 用
だけで、トップレ ルの大学の学 レ ルのコースを
オンラインで受 でき、当該大学の な 士
への ャレンジが可能となっています。それだけ、
学 コンテンツのコ ディティ化が進んでいるので

す。

学 コンテンツのコ ディティ化は、企業のL D部
門に大きな変 を るでし う。企業はこのトレンド
を自社の に るか、あるいは自社の学 の

1 キャ の の

スキル
キャ

Sources: Lynda Gratton and Andrew Scott, The 100-Year Life: Living and Working in an Age of Longevity (Bloomsbury, 2016); Douglas 
Thomas and John Seely Brown, A New Culture of Learning: Cultivating the Imagination for a World of Constant Change (CreateSpace, 
January 4, 2011).
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組みが時代 れになってしまうかの 点に立ってい
ます。

先進企業はデジタル 術を 用し、従業 に対して学
会を 的に提供することに成 しています。

え GEでは、ビデオを共有する 能を え、従業
が自作したコンテンツを できるような従業 主
のオンラインラーニングプラットフ ームを構 しま

した。当該プラットフ ーム上に全従業 の30 上
が らかのコンテンツを1 で掲載しました 8。これ
は従 のL&D部門や専門家だけが学 コンテンツを
提供する デルとは全く異なる デルといえるでし う。

しいツールが 
的なLMSを置き りにする

とんどの企業において、LMSは最も く、最も使い
が いシステムの一つとなっています。 日では、

LMSを あるいは き わるものとして、

D e g re e d、Pa t h g a t h e r、E d C a s t、G ro v o、
Axonifyなどの ンダーが先 けて開発した しい学
ツールが 場しています。これらのツールにより、
ュレーションされたコンテンツ、ビデオ、 バイルを
用いた学 およびインターネット上で 用可能な 部
MOOCs（Massive Open Online Courses：大
公開オンライン ）の 大なライ ラリーを 合、
用することが可能になります。

日、人事 域におけるテク ロジー関連 出の で
最も している
野は、 しい従

業 システム
であり9、企業は

のラーニング
インフラから し
いツールに き
えることを に
しています。

2 キャ ー ング た た の 合
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従業 の たな学 ニー に応えることが 
全世界の企業の 要 となっています。
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L D組 の しいあり

これまで たトレンドにより、企業のL&D組織の
ミッション、構 、オ レーションは 本的な変化の
要性に しています。わ か10 前に、企業が

バー ャル企業内大学やオンラインコースの タログ
を作ることだけで していたことを えれ 、その
変化には目を るものがあります。 日、 れた学
体験の提供や、より 期に る ャリア人生のため

の 的学 の 進、多様な ームが連 ・ す
るための場を提供する等により、イ ーションとリー
ダーシップ開発をもたらす非 に 的なビジネス
域として、L&D組織を え す 要があります。

また、 日においては、 品やサービスをより に
開発するために、 ールス、マー ティング、デザイ
ン、ファイナンス、ITなどの各部門からクロスファンク
ショナル ームを組成するような動きが 発化してい
る点も たなトレンドとなっています。先進的なL D
組織は、 の企業内大学を トレーニング ンター
ではなくコラ レーション 進の 場 と えなおす
ことで、上記のトレンドを後 ししています。

ビジネスや人事のリーダーにとって、L&D組織の
しは、 用、従業 度、生 性、イ ーション
出の を ける 要な要 と えるでし う。

L D組 リーダーの の変化

これらの変化に対応するために、 ーフラーニングオ
フィサー（CLO）は しい世代の ャリア 成を
すると同時に、ビジネスの全体的な成 をどうサポー
トするかについて えなけれ なりません。CLOは従
業 に対して、自 や専門的ス ルの 得、他者
による学 への 意 の 成など、多方 から学
を 進するような けを提供する 要があるので
す。

また、学 を構 する上では、従業 の異動がよ
り かつダイナミックとなる状況にも適応する 要
があります。ネットワーク の組織 への 行に合
わせ、 能 断 でのス ル開発は 可 となり、学
が従業 の異動を あるいは 進するものへと

変わることが められています。

先進企業では、社 が 々と しい 事に適用してい
くことを するために、Tom Friedmanが提 して
いる インテリジェント・アシスタンス と れる
ラーニング を しています 10。 え 、 国通

会社のAT Tでは2013 、14 人の社 を
対 とした 的 ャリア開発プログラムに2
5,000 ドルを投じました。

AT Tの ーフストラテジーオフィサーである John 
Donovanは います。 私た は、従業 に しいス
ルを 得させる責任があると じていました11   同
社では、従業 が4 ごとに 割を変えることが期
されています 12。

この人 の 動性を 進するために、AT Tで
は多様なオンライン学 の 会を提供し、社 が
しい 割を つけたり、メンターを したり、 しい
テク ロジーを学 よう しています。また、異動を
できる限り容 にするために、AT Tは大学と提 し、
要なス ルに関する なオンラインコースを開発

しました。人事責任者であるBill Blaseは、 この た
な取り組みは、 ャリアを切り開くために しいス
ルを に けようとする従業 と会社の 方に を
もたらします と ています 13。

これまで てきたことからわかる通り、L&D組織
の 割はかつてない の変 の に しています。
ャリアの たなあり方を認 すること、テク ロジー
の 的な変化を受け れること、従 のような限定
的なコンテンツのみを提供する 割からコンテンツの
ュレーターの 割へと すること等の変 により、

L D組織は非 に のあるビジネス ートナーに
なれるポテンシャルを有しているのです。

第一線の企業から得る教訓

変 への要 に しているCLOに たな洞察を与え
る事 として、 リフ ルニア大学（The University 
of Southern California：USC）による、ラーニング
を通じてどのようにイ ーションが 進され、個人
が能 を最大限発 できるようになるかについての研
究内容を します。

USCでは、他の多くの組織と同様に、 際にイン ク
トを生み出すためには 本からアプロー を す
要があることを認 した上で、ラーニングが 的資
としてどのように学生、大学、そして社会で 立つ
かを することに取り組みました。

USCには、個別に 理を行う19の異なる ビジ
ネスユニット があり、多くの企業のCLOと同様に、
USCは組織のサイロ化を すという ャレンジに
しました。この にあたってはま 、学際的な え
方に基づき、異なるビジネスユニットの学 者と研究
者を めました。これにより、 進的な はもたら
されましたが、 の変化には りませんでした14。

の のステップは 結 。 際に学際的 ームを
一から立 上 、特定の に 点を当て、組織のす
ての資 を 用して 決することでした。 え 、
生 ・幹細 研究 ンターに関する では当

該 野のリーダーと 影 術学 のトップ人 を
結 させました。

一 、 と関係のない 影 術ですが、その
域で されてきたデジタル やバー ャルリア

リティに関する高度な 術が、複 な 学的 の
決を させることに がりました。この事 は
決の際に たな え方をもたらした かりでなく、
影 術者の ャリアを 構 することにも が

り、まさにラーニングがイ ーションの 場 として
の 割を果たした い事 となっています 15。

もう一つは、 ッドフ ン等の 響 会社である
Beats社の 者により 立された、Iovine and 
Young Academy for Arts, Technology and the 
Business of Innovationでの事 です。Beats社で
は、デザイン思 や ンジニアリング 術、 への

に基づき、 ッドフ ンのデザインに をもた
らしましたが、会社が成 するにつれて、適切な人
を つけることが 的な となっていました。
決に向け、Beats社はUSC内の 術・デザインスクー
ル と し、ビジュアルデザイン、コラ レーショ
ンと 計、専門 術、ビジネス洞察 を含む
しいリテラシー に 点を当てたア デミーを たに
立しました。このア デミー 立は、先進的な 研

究や、 を 用したWi-Fi 術の発 に するこ
ととなりました16。

企業のCLOはこれらの事 をどのように応用す きで
し うか。 なる学際的アプロー ではなく、全く異
なるバックグラウンドを った の結 がポイントで
す。 決することにより大きなイン クトに がるよう
な しい に 目し、この に一丸となって
するような ームを結 させることが 要です。

Nestlé、Dell、Visaなどの企業は、この方法を 用
し、企業内大学を 、リーダーシップ開発、 びク
ロスファンクションでのイ ーションの基 として
づけ、 たなラーニング 能を構 しています 17。

人々の ャリアがダイナミックになるにつれて、人々が
ざり合い、コミュニティを通じた関係性を くこと

は、 フ ーマンス発 やイ ーションにとって 可
となっています。

ビジネスや
人事のリーダーにとって、
L&D組織の しは、
用、従業 度、

生 性、
イ ーション 出の

を ける
要な要 です。
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まず行うべきこと
• 社 の クロスファンク

ショナル ームの 要が す で、社内の人的
動性はますます 要になってくる。 状を し
た上で、人 成やローテーション目的のアサイ
メントや専門的な開発プログラムなどを含む、よ
り 的かつダイナミックなプログラムを す
る。

• の
の たな ャリアのあり方を ないような 務
割の体 を する。

• 社 社 たに
定された 務 割につく 者を社内から
し、トレーニングすることをマネージャーの責
任とする。

• ー ング の たなテク ロ
ジーによって、従業 のラーニングプラットフ ー
ムへのアク ス時 を する等、データ 定
が可能になる。先進企業はこれらデータを ・
用し、 に 立てている。

• L D の L&D組織をコンテンツの
ュレーション、企業 化の変 、そして、多
な人々を 結させる 能を有する組織と 定 す
る。

• L Dテ ロジーイン の な
従 のLMSから、 たなテク ロジーやツー
ルを 使した たなインフラの 用・ を る。

• の 企業内大学を らしい
学 を提供する 関としてだけではなく、クロス
ファンクショナルおよび学際的なプログラムのた
めに人々を 結する 場 と 定 する。

• ン の Glassdoor
社が提供するようなツールは、企業が ャリア
アップの 会をどの 度提供しているかを指 化
する。 的な 用 者が、これらの点数に
基づき、一 した 会を提供していない企業を
ける可能性があることを認 した対応をとる。

第 業 の により、仕事や リ のあり が 的に変わり、 にス ルを たにすることが必
要とされています。 組 が、 員のすべきことを 的に し、 しするという今年のいくつかのトレンドと
は なり、 ーニングにおいては、組 の は、 員が に学習して 学習できるように 境とシステムを
ることです。 コンテンツの 的な 加は、学習する組 が コンテンツと コンテンツを

の トフ ームにシームレスに 合する必要があることを します。

3 キャ ー ング : ルールvs.新 ルール

ルール 新 ルール

従業 が を学 きかは、マネージャーの え
や ャリア デルにより定 される。

ームのニー と個々の ャリア目 に基づき、
社 が を学 きかを決める。

ャリアは Up or Out で 成される。 ャリアはあら る方向に発 させることができ
る。

マネージャーが従業 の ャリアを く。 従業 は、リーダーやその他の人々の けを得て、
ャリアの方向性を 出す。

企業のL&D組織が ャリア開発とトレーニングを
する。

企業のL&D組織は、 ュレーターとして、人 開
発 会と有 な学 経験を提供する。

学で学び、時々オンラインを 用する。 マイクロラーニング、コース、 学およびグループ
で 的に学 。

企業内大学はトレーニング ンターである。 企業内大学は、リーダーとクロスファンクショナ
ルなグループを 結させる 場 となる。

ラーニングテク ロジーは、コンプライアンスと
コース タログに 点を当てている。

ラーニングテク ロジーは、 時 可能で、
的で、 ュレートされた学 体験を する。

学 コンテンツはL&D組織と ス ートから提
供される。

組織内の もが学 コンテンツの提供者であり、
ュレーターとなる。

ス ルは大学や認定 関によって提供される資
によってのみ認定される。

ス ルは大学や認定 関のみなら 、多 な方法
で認定される。
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ン・バランスとオフ・バランスの 方の人

を発 することは、従 の 用方法とは全

く異なり、より幅広い を した 用

へと変化しています。 用はかつてはHRだけの

でしたが、 では組織内の複数の ームが関わる

動です。 に複 さを しているのは、人 市場の

性質と供 が変化し けている一方で、テク ロ

ジーの進化の が数え切れない 多くの しい

リューションを生み出していることです。 のプラッ

トフ ームは、内容が いものが多く、そのため し

いテク ロジー、 イ ビリティ、ニー を 合させる

には しいものとなっています。

的で ジタルな 
採用ブ ンドの

日の 性の高いデジタル世界においては、 用主

が 用 者を発 するのではなく、 用 者が

用主を発 することが多いため、企業の 用 ラン

ドは目に きやすく、人を きつけるものでなけれ

なりません。そのためには、企業は 用 ランドを

的に 理し、 用 者を 引き せる ことが

要です。

人を きつける 用 ランドを り出すには様々な要

が 要です。主な要 の一つは、全体的な ンプ

ロイー・ クス リ ンスですが、これは高いレ ル

の ン ージメントと 的な ャリア開発の 会を

要とします。事 、 用 者を きつける 動は、

に向けた 動と同じくらい 要と えます。

Heinekenは企業自体よりも ンプロイー・ クス

リ ンスに 点を当てた のないビデオとWeb ージ

のシリー を制作しました1。

また、企業は従業 に与えられる をどう えるか

え す 要があります。Dellのグローバル・タレン

ト・ ランド・アンド・ツールの ームは、自社のグ

ローバルの ャリアWebサイトを一 性のあるメッ

ージとイメージを含んだものに 計しました。

事 サイトの最適化を り、 ログや幅広い内容を

含むビデオを特 とし、 用 者に向けた 的

な ャン ーンを開 したのです。これらのコンテンツ

人 の と採用は に大きな レ シ ーに直 しています。人 とス ルの不足は して
います。従業員は しい リ と リ ルを要 しています。 してコグニティブ、AI、 ー
シ ルコ ボレーション、ク ド・ ー ー、シ リング・ コノ ーなどの しいテクノロジー
と ノ ーションは労働力の を変化させています。先進企業はテクノロジーを用いて ー ン・タ
レント・ コノ ーを 用し、 ン・ ンスと フ・ ンスシートの人 を ノ ーティブな 法
で 用する ルの を進めています。

• な人 を きつけることはもはやHRだけの責任ではない。 の 査で 用はビジネスリーダーが3 目
に 要とした である。

• リーダーた の10人に8人 上（83 ）が 用は 要 または 非 に 要 と している。

コグニティブによる採用
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は自社 ーム ージの ャリアサイトや、YouTube、
Glassdoorなどの従業 や 用 者向けのサイト
にアップされました。従業 がDellでの自らの経験を
すビデオは様々な ーシャル・ネットワーク上に け

られたのです 2。

しいテクノロジーの 用  
ーシ ルからコグニティブまで

日の 用において最大の 者はテク ロジー・
リューションとサービスを う 験です。 用システム
の70 上が 者 関のプロバイダーから提供さ
れるものであり、 ンダーはこのような しいテク ロ
ジーに 的に投資しています 3。これらは バイルと
クラウドのテク ロジー、そしてLinkedInなどの ー
シャルネットワークを ースとしたコグニティ ・ イ
ビリティへと発 しています。WorkdayやOracle

などの大 なHRシステムは、それより に大きな
システムに み まれる リューションを構 していま

す。

よりイ ーティ なアイデアと リューションは、人
能（AI）、 同士の学 、ロ ティック・プロ

ス・オートメーション、自 理、 アル
リ ム、そして自 学 といったコグニティ 術を
としています。最 人 のOliviaなどの ャット・ ッ
トは、 用 者が 立った質問に する応
プロ スです4。

コグニティ による 用は、 は な ン
ャー企業の 域ですが、AIの イオニアの IBMの

Watsonは や3つの しいテク ロジーの 域に進
んでいます。それは、 しているポジションの要
の 先 をランク けする 学 のプラット
フ ーム、自社と 合に関するGlassdoor、Twitter、
オンラインニュースなどで される公開 を め
るための ーシャルリスニング、そして応 者の 務
経験やス ルを基にした適合度スコアにより 用

者と 事をマッ ングさせるツールです。これらのテク
ロジーは の ーシャルデータと情報を用い、よ
り進化した認 能 を使って 用的な を行いま
す。

プレディクティ ・アナリティクスは 用にとってより
要になっています。というのも、 なアナリティ

クス ームが、 用のワークフローの 先 けを
行い、要 計 を立て、異なる 用資 を し、
用者の質を査定し、 用前 査を 用し めたか

らです。アナリティクスを 要視しない企業はリスク
を負うことになります。

クラウドを ースとしたSaaSのアナリティクス・
リューションのプロバイダーであるPredictiveHireは、
オーストラリアの が 用前 査ツールを 用して
いれ 110 ドルを 約できた可能性があることを
き めました。この は、このツールを使用せ 、

12か 上をかけて80人を 用しましたが、 用し
た要 への人 を らが生み出す から し引く
と80 ドルのマイナスとなりました 5。

用応 者 システム（ATS）（従 は 大な 用
ファイルが った ャビネットの様なもの）はイ ー
ティ な リューション・プロバイダーによって 構
されています。これらのプロバイダーはATSと、 用

者 理、ビデオ 、アナリティクスなどの 用
テク ロジーとを 合させて 大を っています。HR
フトウェア会社のLeverは、 用 者 理を
にしたATSを 計し、あら る イプラインと 用
能を した組み み のリアルタイムのレポート

システムを提供しています。

先進的な えを つ企業は、人 、特にミレニアル世
代とのつながりを つためにシミュレーションと ーム
を 用し めています。このツールを使い、 用

者た が与えられた 割で 出 るかを します。
しかし、これらのツールを に使いこなしている企
業は 数です。 ームやシミュレーションを 用して
用 者た を きつけ、また らの を行うこ

とに成 していると したビジネスリーダーは6 の
みで、71 はうまく 用出 ていないと していま
す（ 2）。

力的な ン ィ ト・ クスペリ
ンスの のビ の 用

ャンディデイト・ クス リ ンス（ 者が 用プ
ロ スにおいて経験すること）は広い意 で ンプロ
イー・ クス リ ンスの最 の といえます。しか
し本 査では、 有 な人 との 期的関係の構
とその人 の 察を非 にうまく 行していると
したビジネスリーダーは15 のみでした。

ビデオはこの に対応するためのツールとして使用
され めています。ビデオを使用することで、 的
な ャンディデイト・ クス リ ンスを提供すること
が可能になります。 え 、SAPは やビデオ ー
ムを使って、会社生 を 深く しています 6。
他の会社も、 ながらの 務記 を、ビデオの
フ ーマットを使って しいイメージに変えていってい
ます。ビデオを特 としたFacebook上での 人では
応 者が36 えたことが られています7。

ビデオは 用 にも変化をもたらしています。AIと
ビデオ の組み合わせは、 ながらの 方法より
も有 な 用 者を けやすく、 用も で
き、 用までの時 も できます。

Hiltonはビデオ プラットフ ームを 用し、 用
に かる日数を6 から5日 へ しました8。ビ
デオ の により 用前 査用の 問を200か
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業 からの を人 得 ャネルのトップ3の一つ
に ています。他2つは、プロフェッショナル・ネッ
トワークサイト（42 ）と企業内 者（40 ）でし
た。2014 の 査では、人 得と 広 の に
ーシャルツールをうまく 用していると したビジ
ネスリーダーは12 のみでしたが、 の 査では

上に上 し28 となりました。

オープン・タレント・ コ ミーでは、テク ロジーの
けを りて人 の自 な 通が可能になります。

え 、 割から 割へ、企業内 で、そして組織や
地域の 界を えた 通です。オープン・タレントを
用している組織は、ShiftGigやBountyJobsなど

の非 用 者 会社、HIRED やCloserIQ
などのインターネット人 会社、OnForce や
JobBlissなどのフリーランスの 理システム、
AmazonのMechanical TurkやGigwalkなどのクラ
ウド ーシングの 用システムを 用しています 14。

本 査では、 しい人 得の方法と、人 プールを
用する能 は、企業が最も 得意と した 目

の一つでした。 査対 のビジネスリーダーの 数
上（53 ）は グ・ コ ミーとタレント・ コ ミー
といったリ ースの 用能 は いと しています。
そしてクラウド ーシングを 用出 ていると し
たのは8 のみでした（ 3）。この 用能 の向上
が、 要な人 を きつけることができるようになる
か、もしくは 要の高いス ルを 保することに
するかを決める要 になります。

採用 ペレーション ルの最 化

多くの大 企業ではHR向けのシェアードサービス
を 用していますが、 用に関して え 、地域の
用を う 理者は地域の 用 当者やHRプロフェッ
ショナルた の を受けつつ、 独で 動すること
が多いのが 状です。 がある場合、自社が市場
の で目立つようにする 用 動 品の投資先として
は、本社（Corporate）HRが最も有り得る で
す。また、この がもっとも効果的な の使い
方でし う。企業が 用における しいアプロー を
とる際に、 と効 の 点を 受するために、そし
てもっと 要な点として、他社と 別化する の
ある ャンディデイト・ クス リ ンスを生み出すた
めに、ある 度の（本社HRへの） 化をもって
めることができるでし う。

第一線の企業から得る教訓

世界的 の メー ーUnileverは ームとビデ
オ を組み合わせて、4つの なステップで構成
される全てデジタル化された 用プロ スを作り
ました15。

ステップ1では、応 者はLinkedIn内の自 のプロ
フィールにつながっているオンライン上の なフ ー
ムを記 します（ は 要）。ステップ2では、応
者は20 かけてコン ューター、タ レット、また

はスマートフ ンで 作出 る一連の ームに し

ら5つに らすことができ、一度だけの での 用
の可能性を高めることができます。

主 的で 準化されていない従 の 方法は、
者の 用後の を する としては 出

るものではないという共通認 が れ めています。
ラインドオーディションにより 国のオー ストラに
おける 性の数が えたように、 意 のバイアスを
コントロールする取り組みはビジネス界でもみられる
ようになってきました 9。

からス ル

者が 社後に するかどうかを判断するために、
企業は資 よりもス ルの 認に 点を当て めてい
ます。本 査では、ビジネスリーダーの4 の1 上
（29 ）が 者を きつけ、 するためのツール
として ームとシミュレーションを使用していると
していますが、うまく 用していると したのは6
のみでした。多くの企業が、 用の を目的に、
者が 場業務を 際に体験することができるジョ

シミュレーション フトに 目しています。また、ス
ルを するためにビデオを 用する企業もあります。
Skill Scoutは、 者が前もって 事の内容や要
されるス ルを 認出 る 動 の 人情報 となる

のジョ ビデオを 作しています 10。

とされが な人 プールの最たる は 経験者
と われますが、 しいテク ロジーはこうした人
プールに む あるス ルも特定できます。この人
グループは企業が 要とするス ルを に って
いるものの、資 証 を っていないことが 々に
してあるのです。 や多くの企業は、 経験者が
での 務コードと を すると、 でのス ル
が でのス ルに変 される ス ル を
用しています 11。

者と 関わる ランド企業は、 者を 用
にしても企業の 判を つけない方法を 出していま
す。 用とした 者とポジティ な関係を す
るために、Ericssonは 関 ンダーである
CareerArcと を組み、2016 にCandidate Care
という企業 ランドを掲 た のポータルを
立しました。 用となった 者は、 業 につ
いての通 を受け取ります。一度 されると、
者は自 の 務経 が向上するス ルを 得し、
ス ルを き、個人の人 を構 し、そして 事
しのス ルを に けることができます。Candidate 
Careのこの は大きな成果を上 、 有資
者の98 がこのプラットフ ームに しています12。

人 得 ネルの最 化

企業はトップレ ルの人 を きつけ、関わるために
多くの人 得 を 用しています。自社の従業
が、最も質が高い 者を提供する ャネルと えら
れており、本 査では企業の 数 上（51 ）が従

オープン・タレント・ 
コ ミーでは、 

テク ロジーの けを りて 
人 の自 な 通が 
可能になります。 

え 、 割から 割へ、 
企業内 で、 

そして組織や地域の 
界を えた 通です。
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ます。Unileverの 用 ームは、 ーミフィ ーショ
ン・ リューションのプロバイダーであるPymetrics
と 同で問 決、 ー ナリティ、コミュニ ーショ
ンスタイルなどの様々な 質を ることができる13の
ームを開発しました。この ームを えた後、全応
者は個人のフィードバック・レポートを受け取ること

ができます。

このプログラムで された 者のみがステップ3
へ進み、そこではビデオ を します。ビデオ
にはHireVueのプラットフ ームを使用して、ビデ

オ をデジタル的に 、ランク けして 者の
適性を めます。 用の最有 者はステップ4
に進み、Discovery Centreに かれて Unileverで
の1日 を 際に体験します。

Unileverはこの 者の 用プロ スの変 につい
て自社 ーム ージ上で を してアナウンスしました。

の皆さんへグッドニュースです。皆さんが
MinecraftとWorld of Warcraftで やした時 は
有効 用されています。 社は 用プロ スをデジタ
ル化し、20 の ームはその一部なのです 16

この しいプロ スはまだ 期ではありますが、
Unileverの 用 当者は 用 動の大幅な を報
しています。 システムでは 用 当者はプロ ス
を通った6名の応 者を1名に っていましたが、
システムでは4つのステップを通ってきた2名を1名に
れ よくなっています 17。

業界のある大企業は、企業内の人 レ ルを向
上させようとしている で、高い や ャンディ
デイト・ クス リ ンスにおける 点の や企業
ランドと ーシャルプレ ンスの点で、 して
いました。この企業の とんどの従業 は時 制でし
た。 場の 用を う 理者にとって、特に 期に
は、 用業務は大変大きな リュームとなり、業務を
らすために人 開発の 点を た にとにかく人を
用していました。 的な しい人 供 には
か の状 でした。

この企業は従 の 動と自動化の せ めになってい
た 用システムの代わりに、 しい人事 理 フトを
しました。しかしこの フト だけでは で

はありませんでした。HRは 場の 理 に対して、

用からオリ ンテーション、そしてその先まで全て
を通して 理することの 要性を す 要がありまし
た。HRは、個々の 用にあらかじめ 者を
する 約化された 用組織を しました。そして
に、 者が れることなく、より質の高い一 性の
ある クス リ ンスを 受出 るよう 準化された
一連のプロ スを構 しました。 用者はオン
ーディングの一 として（ 用プロ スで得られた
に基づく）学 プランを与えられ、それによりHR

は らの能 や ャリア を ることが出 ます。

従業 データを一 化することにより、HRは人 と
その 動性を可能にする オープン・マー ット アプ
ロー を組織に しました。この方法は従業 のリ
テンションを するだけでなく、企業の人 と
市場における ましい 判に合 するような ャン
ディデイト・ クス リ ンスを一 した で提供する
ことによって、企業 の 者 も きつけることが
できます。

この大企業が経験したように、テク ロジーは企業の
用 動を するには ではありません。人 の

組織への 定的 を なものとし、 者 が
ようなアプロー を り出すためには、特に り

市場においては、企業は 用に関して、 者目
で広い視野を つ 要があります。企業はもはや地域
のマネージャーだけに企業の代 者としての任務を任
せている場合ではないのです。

まず行うべきこと

• 新 テ ロジー の 用はデ
ジタルなものになりつつある。それはおそらく
HRプロ スの でも を いているだ う。な
なら 者が な バイルでの クス リ

ンスを期 し めているからである。特に ー
シャルネットワークやクラウド上に構 されるコ
グニティ ツール、ビデオ、そして ームの
を ってみる 要がある。

• デジタルな ン デジタルな
ーシャルネットワーク世界で企業が行うことは
全て、 者がその企業で くかどうかの決断
に影響する。サイトに掲載されるメッ ージと
クス リ ンスは連 したものでなくてはならな
い。

• なキャンディデイト ン
者の目 に立って えてみる。

ャンディデイト・ クス リ ンスをより かな
ものに出 る自社の特 は であるか 他社には
い、 者が を じる性質は であるか

• の の ャ ル 人 得の
ャネルを従 とは異なる ャネルに広 る。フ
ルタイム、 ートタイム、フリーランス、 グ・
ワー ー、そしてクラウド・ワー ーなどのオン・
バランスとオフ・バランスシート 方の様々なタイ
プの人 の ースにアプロー して 用する の
最適な方法を える。

• の の ャ ル 合 用のた
めの ャネル（ ーシング）は、HR、ビジネス、

、IT、その他の部門とつながったものでなく
てはならない。部門サイロを えた人 得の
ための ャネルの構 が 要である。

自社が市場の で 
目立つようにする 
用 動 品の 

投資先としては、 
本社（Corporate）HRが 

最も有り得る 
です。
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ジタル、ビ 、 してコグニティブ技術の加速と、これまでにない 性の さは、採用 がス ル
を った人 を見 し 得する 法に 速な変化を ています。人 の ーシングと に を てるの
ではなく、今や採用 はリレーションの であり 理 でもあります。採用 は、将来の従業員
となる人 がポジティブな ン ィ ト・ クスペリ ンスを体 来ることを としています。このタ
スクは たな とス ルを必要とするのです。
しい採用テクノロジーに した採用 たちは、 れを 用して らのリレーション のス ルに き
をかけるでし う。これこ がコグニティブによる採用 なのです。AIや の のテクノロジーが、従来の
間 かり かる人 得業務に取って代わるにつれ、人事業務は変化するでし う。この しい 境で採用

は、 と 的、 的なつながりを し、 続的な採用ブ ンドの 化を ることによって、
しい を生み すことができるでし う。

4 ルール vs. 新 ルール

ルール 新 ルール

用 当者はインターネットを使用して 者を
す。

用 当者は人 得 ャネル 大のために、
L in ke d inに え、 的 にTw i t te r、
Facebook、Glassdoor、Pinterest、Quoraな
どの ーシャルメディアを幅広く 用する。

用 ランドをマー ティング と える。 用 ランドを全ての有 な 者プールと ャ
ネルにつながるための 的な と える。

用 当者は 用プロ スを 行する。 用 当者は、ネットワークを 用し、また地域
の 化に ざしたニー や、成 に対する
への理 を深め、 用 動全般を通じて、 用
当マネージャーと ートナーシップを組む。

務記 は 用主目 での企業の要 を え
る。

務記 は 者のニー に 点を当てたもの
で、これはレ ルの高い応 者の数を3 にする
法である*。

応 者 システムが 一 要とされる 用テク
ロジーである。

企業は人 ーシング、ビデオ 、 マネジ
メント、 用 者 理、オン ーディングなど
を 理できる 用テク ロジーのプラットフ ーム
を っている。

用プロ スは、効 、効果、 用までのス ー
ドを基本とし、その企業でうまく 能するように
構 される。

者と 用を う 理者が 用プロ スの
と えられる。 用プロ スは、 用 動 の
要なイ ントに って、 ャンディデイト・ クス
リ ンスを 成するものである。

* Andre Lavoie著 How to attract the best talent with your job descriptions Aberdeen 
Essentials, September 25, 2015, www.aberdeenessentials.com/hcm-essentials/how-to-
attract-the-best-talent-with-your-job-descriptions/.
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企業と従業 を結びつける たな として、
ンプロイー・ クス リ ンス が し

ています。マー ティングや 品開発の 当
者が、 度ではなく、 スタマー・ クス リ
ンス に 目するようになったように、人事 当者も
ンプロイー・ クス リ ンス の理 と向上のた

めに、様々な 立てを じるようになっています。
の 査でDeloitteは、 ンプロイー・ クス

リ ンス に対する に対 するための20の要
を 出しましたが、それらはい れも人事や経 が
視す き要 です。

従業 の ン ージメントや生 性に関する は、
依 として 大しています。Glassdoorによる数千社
に対する 査データによると、従業 の ン ージメ
ントは、この数 大きな変化がありません 3。

また、本 のグローバル・ ューマン・ ャ タル・ト
レンドでは、 ン ージメントと組織 化に関する
に対応出 ていると した企業は、 から

14 しました。これらの 査結果は、 場
がいかに複 なものになっているかを しています。
際、 ン ージメントに関する 要な 目の には、
から ししか していない、もしくは全く

の 見 る化 が加速し、 レニ ル 代 1982年 に生まれた 代 の 在 が し
ている今 の ジタル において、従業員は、生 性が く、 中になれ、 しさを られる
work experience 「 ーク・ クスペリ ンス」 仕事を て得られる経 を し
ています。 の中で企業は、これまでのように従業員の ン ージ ントや組 化 culture
けに するのではなく、 employee experience 「 ン ロ ー・ クスペリ ンス」 従業
員が企業や組 の中で体 する経 全体に するようになってきています。「 ン ロ
ー・ クスペリ ンス」とは、経 、人事 、職場 境のような、仕事の中で 人 に
を ぼす によって 成されるものであり、人事 は、近年 展している ルス・ ー

ではなく、いつでも できる 、 理 リ、従業員 ルフ ービス ESS
ツールにより、「 ン ロ ー・ クスペリ ンス」を理 し、向 させることができるようになって
きました。 して、人事 は、 ン思 やジ ーニー 従業員が 組 の リ
において、どのような経 をし、どのような を くかを一 の ロ スとして 理する 法 と
いった しい 法によって、「 ン ロ ー・ クスペリ ンス」を に く理 し、向 させること
に 力し めるとともに、これまでの 足 とは なる「ネ ト・ ロ ーター・スコ 」 NPS
企業に するロ リティを する によって、従業員 足 を し めています1。

• 組織 化、 ン ージメント、そして 用 ランドは、2017 も引き き最 要 となっており、 ンプロ
イー・ クス リ ンス は、 も主要なトレンドとしてランクインしている。

• 経 者の80 くが、 ンプロイー・ クス リ ンス を非 に 要（42 ）、 要（38 ）と してい
る一方で、自社独自の ンプロイー・ クス リ ンス を構 出 ていると したのは22 のみである。

• 者の59 が、 ンプロイー・ クス リ ンス に関する への対応準 が出 ていない、または、
ししか出 ていないと している。

ン ロイー ン
組 化と ン ージ ントと の先を見 て
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1 た の 合

2017 2016

従業 が私生 と 事のバランスを保
つための をしている 23% 19% 21% 上

従業 や個人の目 が企業理 とリン
クしている 24% 23% 4% 上

、高 、そして複数世代向け
のプログラム提供を行っている 11% 11% 変化なし

ンプロイー・ クス リ ンスの一
として、デザイン思 を理 し、 用し
ている

10% 13% 23% 
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していないと している 目も られます（ 1）。

度の 査では、 ンプロイー・ クス リ ンス
に関する複数 目について、 と 会の 方の発
がありました（ 3）。

ンプロイー・ クス リ ンス を な とし
ている要 には のものがあります。

 多くの企業の人事責任者は、いまだ ンプロイー・
クス リ ンス を 視しておら 、この を
経 の ン ージメント・サー イに てい
る。

 　 ンプロイー・ クス リ ンス・オフィサー とし
て、経 幹部レ ルのポジションを している企
業が一部 している一方で、大 の企業では、
ンプロイー・ クス リ ンス をデザインし
する責務を経 幹部に していない。

 人事部門がサイロ化しているため、 場 や

生、 場の 化 成に る 域を 合して対応す
ることが しいと じている。

 企業は、人事と 場リーダーが 用した人 が、
を期 し、 に を 出すのかを理 するため
に、 的に（ なくとも ルス・サー イを用い
て）、各種ツールをアップデートする 要がある。従
業 の ネット・プロ ーター・スコア（NPS） も
また、この取組みにとって 要なツールである。

 多くの企業はいまだ、ある特定の時点での ン ー
ジメント のみに 点を当てており、 フ ーマン
ス・マネジメントや目 定、ダイバーシティ、イン
クルージョン、 理、 場 、リーダーシッ
プ等を 合して できていない。

広がる課題

の しいグローバル・ビジネスの にある企業に
とって、 ンプロイー・ クス リ ンス を理 し、

することは 要 可 です。 的な クス

3 ン ロイー ン の

ていい

ュニティ
に てい

バ ンス つ
てい

ン てい

ンプロイー・ ス ンス
てい

てい

て
プログ てい

にデ イン
てい

ンプロイー・ ス ンス て
デ イン てい

の 合
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リ ンス を提供することによって、企業は な従
業 を引きつけ、定 させることが出 るようになり
ます。

そして、 な ンプロイー・ クス リ ンスは、
な スタマー・ クス リ ンスをも生み出すので

す4。

企業が、ネットワークと ームを基 とした組織体制
に変化すると、 ンプロイー・ クス リ ンス は
より 要なものになると同時に、
より複 なものにもなります。従
業 は、複数の上 の で複数の
割を うことが えてきていま

す。

最  Facebookと した 査
では、コラ レーションや意思決
定がうまくいっていると認 して
いるのは14 のみであり、77
は、もはやeメールを効果的なコ
ミュニ ーションツールと えて
いないという結果でした 5。

また、 国の生 性は、 1 度しか向上しておら
、それどこ か 時 は えてきています 6。あ
る 査では、 の 取得日が2000 の20日か
ら2016 は16日へ し、ワークライフバランスを
める従業 の要 が していることが かりました

7。

後、企業には しいアプロー が 要です。すなわ
、従業 の 度、 ン ージメントだけではなく、

、一体 にも影響を す要 全てを 案した
ンプロイー・ クス リ ンス に 目するアプ

ロー です。

トータルの「 ン ロ ー・ クスペリ ンス」を
見 た の必要性の 大

これまでの人事部門は、従業 の ン ージメント、
組織 化、報 、 、 ャリア開発等の を、
個別の独立した ・プログラムとして対応してきま

した。各 ・プログラムには、
それぞれ人事部門のリーダーが責
任者として されており、また、
それぞれに独自の 断ツールや
リューションが されています。

一方で、従業 の え方は異なり
ます。 用 を経て、 社する
と、従業 は、 務 に こるあ
りとあら ることを、 体・ 情・
ャリア・ での 全さを含
む、 場内 の日々の生 に影響
を す クス リ ンス とし
て複合的に えるのです。また、

企業に応 する 者は、 用プロ スの 期
での クス リ ンス から、 用主となる企
業の を開 します。そして、 用プロ スの で
企業がどのように らと関わるかによって、その会社
での自 の生 がどのようなものになるかをす に判
断します。

フルタイムの従業 、 社 、さらにはクラウド
ワー ーのい れにおいても、 社してから する

企業には、 しいアプロー が 要です。
すなわ 、従業 の 、

ン ージメントだけではなく、 、
一体 等にも影響を す要 全てを 案した

ンプロイー・ クス リ ンス に
目するアプロー です。

までのトータルの クス リ ンス を めているた
め、企業はこれまでの 先 を変える 要がある
のです。

人事責任者とビジネス・リーダーは、これまでの 割、
組織体制、ツール、 などを し、トータルとし
ての ンプロイー・ クス リ ンス をデザインし
するというニー と ャンスに しています。

4に す デルは、 ンプロイー・ クス リ ン
ス を するために 決す き様々な に対応す
るための 一 となります。その とは、有意 な
事の提供、組織目 の定 、従業 の能 開発、

成 会の提供、報 と 生、 場 の 、
公 性と多様性の 、マネジメントやリーダーシッ
プへの の 成等です。

しく設計し、 する

の 査でDeloitteは、overwhelmed employee
（情報 多の従業 ）、 事の 化 、そして デ
ザイン思 に関するトレンドに 点を当ててきました
が、様々な要 を 合した ンプロイー・ クス リ

ンス をデザインするためには、人事責任者とビジ
ネス・リーダーは、これらの え方を組み合わせる
要があります。そのためには、 スタマー・ クス
リ ンス のデザインに わるマー ティング部門、
品開発部門、 業部門のリーダーの経験を に

することもできます。

従業 は、うまくデザインされた クス リ ンス
そのものだけではなく、 しい 方法にも期 して
います。スマートフ ンのアプリを使って生 の多くを
やりくり出 る 、従業 は、 事や能 開発から
報 に るまでの全ての ンプロイー・ クス リ
ンス を、 バイル 上でアク スでき、 作可能
になることを んでいます。

従業員 のフィード クは 
進展しているが、いま ではない

ンプロイー・ クス リ ンス 全体を構 するア
プロー を作るためには、従業 からの意 （フィー
ドバック）を 的に 出 るツールやプログラム
が 要ですが、これは しい の ルス・サー イや

4 ジティ な ン ロイー ン
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フ ーマンス・マネジメント・ツール、オープン・
サー イによって可能となります。 、企業の22
が、 期 もしくはそれ 上の 度で従業 サー
イを していると している一方で、79 が1
に1 、そして14 が全く したことがないと
しています。

従業 からの定期的な意 を 視することは、
企業が している他の 、 え 組織 化の
成や企業理 の 、 全なワークライフバランスの

を ることにもつながります。本 の 査では、
従業 が企業理 に共 していると したのは
23 のみでした。そして、84 はワークライフバラン
スの状況を するプログラムを えていますが、そ
れが 能していると したのは23 のみでし
た。

従業 からの定期的な意 は、 国、 国、
ーロッ の企業では進んでいますが、アジア、

東、アフリ の企業はかなり れている 向にあり
ます。

ある先進的な 企業のリーダーは、 々は
主を最 先に え、 をその 、そして従業 をそ
の に けていました。しかし の は に
なっています。会社が従業 を最 先に けるこ
とで、従業 は同じように と 主を大切にするの
です と っています。

最 な リの 在

デジタル バイルツール（アプリ等）の 発的な
により、人事部門は らしい ンプロイー・ クス
リ ンス を構 し、 することが出 ます。

• コ ー ョン 生 性や
ン ージメントを高めるための、従 のeメー
ルよりはるかに れた たなツールが生まれてい
る。F a c e b o o kのW o r k p l a c e、S l a c k、
MicrosoftのSkype for Teams、Googleの
G-suite、そしてBasecamp、Trello、Asana、
15Fiveなどが提供する リューションは、 ーム
のコラ レーションを 進するとともに、 、
目 定、 フ ーマンス・マネジメント、従
の人事 用のためのプラットフ ームを提供する。

• ン ージ ント しい ルス・サー イは、
従 の経 で行われていた ン ージメント・
サー イにとって代わる 多く出 っている。

• ーマン マ ジ ント 従業 からの意

（フィードバック） 能を含む、 しい
の フ ーマンス・マネジメント・ツール（期
ではなく、 サイクルでの を ）は、

R e f l e k t i v、B e t t e r W o r k s、Z u g a t a、
Highground、Workboard、SuccessFactors
などの ンダーが提供している。

• 理アプリには、 能、
フィットネス 能、グループ 能、ウェアラ ル
連 能、マイクロラーニング 能等があり、
LimeaidやVirginPulseが提供している。

• サービ ト ー ャット・ ッ
ト（ AIによる自動会 プログラム）や自
理（ NLP）、 に 作できる バイルやウェ
のポータルを組み合わせることにより、人事関
連 きや人事サービスにおいて、 れた ン
プロイー・ クス リ ンス を提供している。

これらのツールにはそれぞれ がありますが、
は、別々の市場となっているため、トータルの ン
プロイー・ クス リ ンス に 点を当てたツールは
まだ しい 野です。全てを 合したツールがまだ
ない で、企業は、 ンプロイー・ クス リ ンス
をデザインし するために、人事部門と 術部門の
マネージャーが して動かなけれ ならないのです。

「 ン ロ ー・ クスペリ ンス」を 
中 においた

本 査で掲載している10のトレンドを ると、 ンプ
ロイー・ クス リ ンス が2017 のメインテーマ
であることは らかです。リーダーシップ、組織と ー
ム体制、 ャリアの 動化、ラーニング、ダイバーシ

高 をあ ている企業は、
目的意 が高く、
生 的で、

有意 な 事につながる
ンプロイー・

クス リ ンス を
提供する方法を
立しています。

ティ、インクルージョン、 用 ランド、人事サービス
の全てが、従業 の クス リ ンス に影響する
のです。

高 をあ ている企業は、目的意 が高く、生
的で、有意 な 事につながる ンプロイー・ ク
ス リ ンス を提供する方法を 立しています。

的な企業は、従業 自体に 目することでインス
レーションを得ています。Cisco8、IBM、GE9、

Airbnb10やその他の多くの企業では、 ッ ンを
用して従業 のアイデアを め、 フ ーマンス・マ
ネジメント、 場 計、報 や 生に関する
しいアプロー を作り出しています。このようにオー
プンかつ 的なアプロー により、 な ン
プロイー・ クス リ ンス の 計に従業 が
関わることが出 るのです。

多くの先進企業では、 ンプロイー・ クス リ ン
ス を するためにデザイン思 を取り れていま
す。Nike、Commonwealth Bank of Australia、
Telstra、Deutsche Telekomなどの企業では、
人研 、 用、従業 ルフサービスを 計してい
ます。どの企業でも、 場生 をより させ、そし
てよりシンプルにするために、 たな バイル用アプ
リ、 しい ユーザー・ クス リ ンス 、 しいサー
ビス提供方法を開発しました11。人事部門には、従業
との対 を 進する 目があるのです。

企業は、自 で、コラ レーションを 進し、人
のあ れる を構 す く、 場自体の研究を
に行っています。Facebookの しい 場は、 しく、
個々人に スタムメイドされ 計されており、 事、
コラ レーション、 動、業務を同時に行える場 が
多く されています12。Apple、Google、LinkedIn13

や、Gensler14、Steelcase15、Leesman16などのオ
フィス 計会社も、レクリ ーション、コラ レーショ
ン、個人作業の場 を 合した 的な 場を し
ています 17。

第一線の企業から得る教訓
約20 人の従業 を えるFord Motor Co.は、 世
の の 動の り方を変えることにより、人々の生
を かにする という目 を掲 、自社の変 を成し
ようとしています。

イ ーションに 点を当て、コアである自動 ビジ
ネスを 化、進化させるために自社のビジネス デル

を 大させながら、Fordは 自動 、自動 、
ビリティの 野での 的な成 を進めています。
この は非 に幅広く 深いものであり、自動
自動 、 ーシェアと 場 用のための バイル用
アプリ（FordPass18）、 いている 場やより い
ルートを 出 るビッグデータ リューション19、そ
して、Ford社 の自動 とそれに がっている 化
品を通して提供するデジタル リューションなどが含

まれています。

CEOのMark Fields が 進したこれらの変 は、
従業 に対する経 幹部の え方をも変えることも
めました。会社がプロダクトアウトから 者視点で
の 品・サービス開発に変化したように、人 に関す
る 決においても、 ・制度視点から ンプ
ロイー・ クス リ ンス 視点へと変えたのです。
Fordが、自社のコアビジネス全体を通してこの
に取り組む 、人事部門は 先して、従業 の生 向
上を目的としたイン クトの い 的な 決 を
する みを行っています。人事 びスタッフ部門を
するグループバイスプレジデント、Felicia Fields

が のように しています。

々の使命は、 事の え方、 じ方、やり方を変
えることで従業 の生 の を ることです

名度があり、グローバルに 開し、複 な組織を
つ企業にとって、 ンプロイー・ クス リ ンス

に大きな変 をもたらすことは ではありません。
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一の方法は、大 なデザイン思 を 行すること
です。Fordは、人事 イニシアティ （ しいグ
ローバル人事オ レーション デルと人事システムの
、デジタル人事用アプリ開発など）の一部として、

自社の ンプロイー・ クス リ ンス には が効
果的で が問 になり得るかを する に、世界
を対 とした アリングツアーを しました。

世界 の人事リーダーが する3 のグローバル
人 ラ （そこではFields と経 幹部た の
ームが一 にレビューを行いました）を 切りとし

て、 1 をかけて しい人 、人事ビジョン、
合計 、ビジネス ースを 定しました。ビジョン

定 の際には、人事部門は、全社 での投 ・応
を し、従業 からのアイデアや従業 自 の
クス リ ンス を り、そして最も 要だと え

る人事 についての とランク けを しても
らいました。さらに、世界 で200人 上の人事リー
ダーや全事業の 場リーダー、従業 が するワー
クショップを開 したのです。

この広 でオープンな従業 からの意 により
（このような での はこれが めてでした）、従
業 が を めているか、どのような と ャンス
があるのか、そして、人事部門がどのように対 すれ
従業 がより い生 を れるようになるのかにつ

いて理 することができたのです。

デザイン思 のプロ スを 行可能なものにするため
に、HR ームは く人々を従業 クラス、 場リー

ダークラス、ビジネスリーダークラス（組合・ 使
議会のリーダーを含む）の3つのグループに け、各
グループ向けに30 上の 要な場 を定 しま
した。これらの 場 は、個人が発 する で取
りまとめられました。 え 、 たな 割で成 する
ように してくれた 、 フィードバックや指 によっ
て、私の社内での影響 を高めてくれた 、 自 が
どのような立場なのか、そして自 の え方に が
あることを理 してくれた などです。このような 場

を できるように、人事部門は、よりシンプル
で、 合的で、 （従業 ）目 での やツール
構 を行っています。

具体的には、Fordは、多くの従業 が、人事関連
きは事務的で複 であり、 しも問 の 決に
立たないと じていることを発 しました。また、
場リーダーは、HRBP（HRビジネス ートナー）が業
務 行に 一 で、 ームを動 けたり 成したり
するための時 的 がないと じていることを発
しました。そして、このような に対応するために、
のような取り組みを行っています。

• 合的で、かつ ンプロイー・ クス リ ン
ス に 点を当てたサービス開発

• 用者が理 しやすく 作が なツール開発
• 従業 が複数の ャネルを通して人事と対 でき

るプロ ス作り
• 目的に合 した プログラム開発
これらを通じて、人事の全ての業務をよりシンプルな
ものとすることで、 ンプロイー・ クス リ ンス
を するとともに、人事部 が（オ レーション業
務ではなく、）事業 の 進に 要な ができる

を生み出すことが可能になるのです。

上 したデザイン思 に基づく 事 は、Fordの
事業変 アジェンダとの高い 合性があると認められ、
4か の人事変 プログラムの に り まれました。
Fordの人 と人事変 は、同社が 視している
イ ーション と 事業 開にとって 可 な
ものとして認 されています。

も んまだ多くの があります。Fordの 場は、
40 国 上にあり、それぞれに独自の が し
ています。 場や 使関係は地域により異なるた
め、 計は、 に地域特性に合わせたもので
なくてはなりません。Fordでは、組織体制を マトリ
クス から ネットワーク組織 に変えましたが、
これを受けて、人事部門は、イ ーションをより
く こす く、ネットワーク 成やコラ レーション、
コー ングや ャリアの 動化を 進できる たな方

ンプロイー・
クス リ ンスに
点を当てることで、

HRリーダーは従業 の
ン ージメントを し、
ームとリーダーの 限を め、
そして従業 にとって 的で
有 な リューションを
構 することが

出 るということです。

法を 出すことが められています。世界 に拠点を
、幅広い 品、部品、 品を う同社にとっ

て、シンプルな業務 計はも ん大変 なことな
のです。

Fordの取組みから学 ることはシンプルです。それは
すなわ 、 ンプロイー・ クス リ ンス に 点
を当てることで、人事責任者は従業 の ン ージメ
ントを し、 ームやリーダーに を与え、そし
て従業 にとって 的で有 な人事 を 定する
ことが出 るということなのです。Fordが、世界の
ビリティに対する リューションを 化するために、自
社のデジタル化を し けるにつれ、 ンプロ
イー・ クス リ ンス の変 も、企業の成 にとっ
て 要なものになっていったのです 20。

まず行うべきこと

• ン ロイー ン の
合的な ンプロイー・ クス リ

ンス は有 であり、 スタマー・ クス リ
ンス と同等、もしくはそれ 上のイン クトが
あることを認 す きである。 ら らな ン
プロイー・ クス リ ンス を 合し、業務、
場、 事といった 目に え、 や私生

の といった 点も含めた、 的な クス
リ ンス を構 することが 要である。

• ー ー ンプロイー・ クス リ
ンス のデザインと に責任を つリーダーを
任命し、人事部門がトータルの ンプロイー・
クス リ ンス の開発に できるよう、従
業 ン ージメント、 、 ャリア開発、組
織 計、アナリティクス、組織 化等の各種
能を構成する ームを 成し、HRが全体的な
ンプロイー・ クス リ ンスに 出 るよう
にしなけれ ならない。 やリーダーシップ開発、
フ ーマンス・マネジメント、 場デザイン、

報 計などのプログラムは、 合的な ンプ
ロイー・ クス リ ンスの 域なのである。

• デ イン 従業 が日々 をし
ているかを学び、業務を 化したり、生 性や
フ ーマンス、 ン ージメントを できる

方法を 出さなけれ ならない。その際には、
従業 の ル ナ（ 的な人物イメージ）と、
ル ナに基づくジャーニー（従業 の行動や思
、 情の変化を一連の （プロ ス）として

まとめる方法論）を作成する。

• の ン
用 者、フルタイム従業 、 ー

トタイム従業 、フリーランス、 グ・ワー ー
（ インターネットを通じて 発 の 事を 負
う 者）、 にはし し 者までも、
的な ンプロイー・ クス リ ンス を期 し
ている。

• 社 Glassdoor、LinkedInなど
から得られる情報を 用し、 会や みとなりう
る 域を らかにしなけれ ならない。同業他
社を 問し、 ンプロイー・ クス リ ンス
を 構 するための しいアイデアを めること
が 要である。 ン マークへの投資は、生
性向上やリテンション という結果をもたらす。

• ー ー 経 幹部とリー
ダーの は大変 要である。それは日々のマネ
ジメントと ン ージメントは、 用 ランドへ
の影響が大きいからである。また、経 幹部だ
けが、目 理や報 などのプログラムを通して、
ンプロイー・ クス リ ンス に対する

責任を負える立場なのである。

• な グローバル化のトレン
ドはあるものの、成 へのアプロー は地域ご
とに異なっている。グローバル企業は、従業 の
ワーク・ クス リ ンス の受け め方は、そ
の 化の いによって異なることを理 する 要
がある。 向性の高い 化の場合は、個人
向性の高い場合の ン ージメントのプログラ

ムとは異なるプログラムが 要である。

• や の ン ージメント・
サー イではなく、定期的な ルス・サー イや
オープン・フィードバック・システム（自 に意
を ることができる掲 等）を しなけれ
ならない。 用 、従業 との 談、業務
の会 、 者 談を 用して従業 が

しているリアルタイムの を理 することが
要である。定期的に ンプロイー・ クス リ
ンス の を数 で 定できるネット・プロ
ーター・スコア（ NPS）の も して

しい。
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ジタルテクノロジーにより の中が変わり、 の見 る化が進展し、最 の技術を する人 からの要
が まる 今、「 ン ロ ー・ クスペリ ンス」は、人 にとって 要になっています。従業員が
らの「 ン ロ ー・ クスペリ ンス」を で る によって られるブ ンドや は、 との
化にとって 要な要 となっています。企業が、ネ ト・ ロ ーター・スコ NPS や ーシ ル ィ
、 グ ンテーション を 用して、「 スタ ー・ クスペリ ンス」を するように、人事 は従
業員の と生 性を に ニタリングするようになるでし う。 ルス・ ー や フィード クと
いう が一 的になり、企業が 用する人 の が広がるにつれて、リ ルタ ム・フィード ク・シ
ステムは するでし う。私たちは、 員、 員、 グ・ ー ーの「 クスペリ ンス」も
に、設計し ニタリングしていく必要があるのです。

5 ン ロイー ン ルール vs. 新 ルール

ルール 新 ルール

ンプロイー・ クス リ ンス は の ン
ージメント・サー イにより定 される。

ンプロイー・ クス リ ンス は 場生 の
全体を意 し、定期的な従業 からの意 、
対応 の 、 ニタリングを 要とする。

組織 化は企業の ーム ージ上に記載されてい
るだけの 目であり、 際の行動として 定され
たり定 されたりするものではない。

企業は、企業変 やM&Aといった取組みを行う
際に、組織 化を 定し、 合させ、 化する。

企業は、 用、 、報 、 ン ージメント、
その他の人事サービスに対して、リーダーを し
ている。

企業は、トータルとしての ンプロイー・ クス
リ ンス に責任を つ人 を し、従業
の ジャーニー 、 クス リ ンス 、 ン ージ
メント、組織 化を 視する。

報 と 生は、 ン マーク結果と内部公
性に基づいて 計される。

報 と 生やその他報 制度は、従業 に
よりよい生 を提供すること、 ・非 報
のバランスをとることを に いて 計される。

理プログラムは、 全 とコスト 理に
点を いたものである。

企業は、従業 やその家 の私生 と 場 方
での クス リ ンス に 点を当てた、 合的
なプログラムを提供する。

報 の は、 与、時 与、 与、
生、ストックオプションである。

報 は非 的なものも含む（ 事、 、
、 動・ プログラムなど）。

従業 ルフサービスは、人事業務を 化する
ためのものとして えられている。

従業 サービスは、 バイルであることに え、
デジタル・アプリや従業 の ジャーニー に く
ためのプログラムが され、従業 を ・動
づけするためのリアルタイム・コミュニ ーショ

ンができる にデザインされている。
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フ ーマンス・マネジメントの は、 ン
ジン全開で進行しています。あら る業界、
地域の企業が、目 定、 からイン

ンティ 、報 に る プログラムを全 的に
しています。これらの変 は、事業 と業務変化の
方にアラインして行っています。 フトウェアのツー

ルがまだ でない でも、 しい フ ーマンス・
マネジメントは しく理 され、上 く 能しているこ
とは らかです。

業務が変化するように、 
フ ー ンス・ ネジ ントも変化する

フ ーマンス・マネジメントの 構 は、 、そ
れ ど 要なのでし うか。 えはシンプルで、 々
の き方が変わってきているからです。

1970 代に 案された 度 は、もはや有効で
はありません。2015 のグローバル・ ューマン・ ャ
タル・トレンド 査では、82 の企業が自社の
フ ーマンス はあまり がないと していま
す。

過 5年間、企業は、従業員の フ ー ンスの 、 、 の 法を大 に変 してきまし
た。今 では、 の を経て、より広 で 続的な フ ー ンス・ ネジ ントを展
開し めています。全てのツールが全ての企業に されている ではありませんが、 しい
ロー は、より 化・ 化され、 に機能しています。 ジ ルな 理、 ク・
ン、 続的なフィード クはいまや一 的になっており、 の として と の しい
ルの が見 まれています。

• フ ーマンス・マネジメントの 計は している。リーダーの79 が 先度の高い 目 と し（3
前は71 ）、その内38 が 非 に 要 な と している。

• しい フ ーマンス・マネジメントを することができる企業は している。本 査では、2015 よりも
10 上 した。その とんどがアジャイルで発 的なマネジメントのアプロー を目的に、リーダーの

に 点を いている。

• この しい フ ーマンス・マネジメントのイン クトは大きい。 フ ーマンス・マネジメントを 構 した企業
の90 は ン ージメントの を経験し、96 はプロ スの 化、83 は従業 とマネージャー の会
（conversation）の を経験している1。

ーマン マ ジ ント
の り
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別の 査では、41 の企業がマネージャーのバイア
スが していると し、45 の企業が フ ーマ
ンスの は従業 の ーションを向上するもの
ではないと しています 2。

企業が ームのネットワークとして動き3、 ャリアと
ラーニングが 的なものになり4、 なる 事
（job） から 本当の 事（work） への 期を
える 日5、目 の連 、フィードバックの提供、
フ ーマンスのコー ングは、リアルタイムで 的、
そして多 的でなけれ なりません。

えて、組織的な変化には、アジャイルなプロ スの
開発がより 要になっています。

• 従業 は定期的なフィードバックを 要としてい
る。 ーシャルメディア上で、人々は定期的に
フィードバックを したい、提供したいと思っ
ている。Ciscoの しい フ ーマンス・マネジ
メントプロ スは（グローバル・ ューマン・ ャ

タル・トレンド 2016で されている通り6）、
コミュニ ーションとフィードバックの 的な
をもたらし、マネージャーは、あまり時 がかか
らない しいツールや ェック・インを 用して、

的に従業 と できるようになった。

• 従業 と組織は、 的なラーニングを めて
いる。 しい フ ーマンス・マネジメント（ び
ツール）は、能 とス ルに関する定期的なディ
ス ッションを 進し、それにより従業 は が
要で、 を学 よいのかを理 することがで

きる。 しいラーニングの リューションは、こう
したニー に応えるように、 いつでもどこでも
の学 を り出すことが可能である7。

• 、 、異動に関する 要事 は、データ
を 用すれ 、より容 に適切に決定することが
できる。 的な フ ーマンス・マネジメント
を している企業の91 は、人に関する判断
に有 なデータを 用することで、人事関連の決

1 ーマン マ ジ ント た た の 合

の 合

中

リ 大
86 74

ジ ニ

ジ
86 73

フリ 中 中

・中 ・ フリ
85 80 85 67 71

タリ  78

  77

ナダ 71

ル ー  61

  79  ンダ

スペ ン  82

80  フリ

 75

シコ  86

87  ブ ジル
71  ースト リ

85  中

91  ンド

フ ンス  64

ド ツ 73  

80  

に

ンド
ブ ジル
シコ
中

スペ ン

フリ
ンダ
タリ

ド ツ
ナダ

ースト リ
フ ンス
ル ー

91

87

86

85

82

80

80

79

78

77

75

73

71

71

64

61

Deloitte University Press  |  dupress.deloitte.com

定におけるバイアスと を取り くことができ
ていると している。

• 企業は ーム で動いているため、 フ ーマ
ンス・マネジメントも 場に合ったものでなけれ
ならない。 々がディス ッションしたCisco、

GE、IBM、Patagonia等の企業全てが、 しい
的なアプロー の により、 場のリー

ダーの自律性の向上、 ーム の関係 、連
の 進を経験している。Google、GM、

Atlassian、Ciscoなどの企業は、 フ ーマン
スが れた ームの行動を研究し、 的な
フ ーマンス・マネジメントを 用して、他の ー
ムが れた ームから学 るように して
いる9。

Adobe、IBM、GE、Goldman Sachs、New York 
Life、Juniper Networks、Ciscoを含む もの企
業が、 しいプロ スの 験を しており、 とん
どの企業が多大な を 出しています 10。企業の関
は 人について すこと から、オープンな会 で
人と すこと にシフトしています。Adidas Group
のタレントディレクターのAmy Berg は のように

ています。 々の しいアプロー は、ディス
ッションの 、 な ェック・インの 出、人
成への に 点を当てている11

企業の関 は、
人について すこと から、

オープンな会 で
人と すこと に
シフトしています。

ームの 性、 成、協働、 
して 人の フ ー ンス

フ ーマンス・マネジメントの 験の 要な目 は、
事業成果により に連 する方法を 案することで
す。企業がより ーム の体制に変わると、 フ ー
マンス・マネジメントも従業 個人の目 成ではな
く、 ームへの 度 び企業の事業目 成にお
いて ームがどの 度 したかを することが
要となります。

Cisco、GE、Googleは、この デルの先 者です。
これらの企業は、自社で開発した、もしくは他社から
した高 能な フトウェアを使用して、 ームダ

イナミクスを理 し、グループの目 システムを
し、従業 の ームへの 度を しています 12。
このように フ ーマンス・マネジメントの ールは、
従業 個人の フ ーマンスを向上させることから、
ームの フ ーマンスを向上させることへシフトして

います。 ームの は、従業 の であり、また
ームの は企業の でもあるのです。

企業が ームの フ ーマンスに 点を く場合は、
異なる指 で 成度を します。 、インクルー
ジョン、ダイバーシティ、 割の 化は、 ームの
成 に 可 です。 ームのリーダーは 場に出て
的に 務に関わる 要があります。そして、 ーム

は成 のために、他 ームと連 を取る 要がありま
す。これらの しい指 の 定には、 しいツールと
アプロー 、 に む 験、 しい デルの 用
への意 が 要となります。

多くの企業では、 フ ーマンスの 方法を に
発 させることが、 要な となります。特にマネー
ジャーとの ェック・イン、従業 の目 定に関す
る 方法は 要です。 な企業では、個人
び ームレ ルでの目 定に 的 に対応可
能ですが、大 な企業は、ま 部門の目 に 点
を当てなけれ ならないでし う。い れにしても、
CEOレ ルから従業 個人に一方的に目 を提 す
る従 のやり方は、 しいアプロー には含まれてい
ません。

ポジティ な変化の しの1つとしては、一方通行の
フィードバックではなく、従業 主 のコミュニ ー
ションが している点です。会 の質と でマネー
ジャーを することは ーム、マネージャー 方の
成 にとって 要です。

（ における） 制 の 用は しているもの
の、多くの企業がそのコン プトの全 的な には

的です。いまだにレイティングは広く 用されて
いますが、その多くは定 ではなく定性的なものです。
しかし、 日の しいアプロー は、多数の情報 か
ら構 された なデータ ースに基づく フ ーマ
ンスの とレイティングとなっています。それは
な 度 のレポート（ 1 に きた多くの事
を れが である）の ではなく、1 を通して
きた事 に関する 的な対 を としています。

変化の 度を まえると、この はどこで わるの
か、 しい フ ーマンス・マネジメントの 律はど
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のようなものであるのか、そして 一の 準が れる
のか、また れる きなのか等は にはなっていま
せん。 しいアプロー は、 行 を り しリア
ルタイムに されています。企業、業界、地域の い
により、最適な フ ーマンス・マネジメントのシステ
ムの内容も異なることになるでし う。

1970 代に 先して目 の ス ードと 制的な
けを開発したGEは、 2 に り、 フ

マンス・マネジメントを 構 しました。 では、
レイティングを し、 的な 点を け、 な

からのフィードバックの提供を行う全く しい
やプロ スが 全に 構 され、従業 による従

業 のための フ ーマンス・マネジメント・システム
が開発されました。

GEの しいプロ スでは、従業 は よりも、
フ ーマンスの に 点を いています。そしてこ
の しいプロ スにより、 ープルリーダー は ー

ムを する方法を学び、従業 は からの
的なフィードバックを基にリアルタイムに 先 けを

行うことができるようになり、そして究 的には、ス
ードと 性までもが向上します。結果として、GE
は従業 の ン ージメント、 品化までの時 、
のス ードを 的に しました13。

より い ータの 用と の将来性

企業は、 フ ーマンス・マネジメントの 験の一部
として、 フ ーマンス 定のためのデータ 用方法
を しています。GEは、部 からマネージャーへの
フィードバックも含む、全レ ルの従業 とマネー
ジャーから洞察を得るための社内用アプリを開発しま
した。この デルは、情報 が多い ど、より
つ をもたらすデータを生み出すという前提であり、

的な が期 できます 14。

しかし、報 や の決定のために、このようなデー
タ全てを 用するにはどうすれ よいのでし うか。
もっと に え 、企業のシステムで、 フ ーマ
ンスに関連する しいデータ ースを上 く 用する
にはどうすれ よいのでし うか。これらの 問に対
する えはまだ 証 です。

ただし、 いニュースとしては、データの ・質の向
上により、企業は フ ーマンスに関するより多くの
情報とより いデータを することができ、そしてそ
のデータを 用して イ フ ーマーを 出し、 与
や 、その他の報 に適切な判断を すことができ
ます。質の高いデータにより、個人と フ ーマンス・
マネジメント・システム 方の が容 になり
ます。しかし、 行 は き、多くの企業は、この
点（人事的な意思決定への フ ーマンス関連のデー
タの 用）が、 フ ーマンス・マネジメント変 に
おいて、最も しい であると えています。

しい フ ー ンス・ 
ネジ ントの

とんどの企業が、 一のシンプルな フ ーマンス・
マネジメントを組織全体に したいと んでいます
が、その多くが、 上 であると じています。
多くのグローバル企業では、 制や 化的要 により
フ ーマンス・マネジメントの が制限され、引

き きレイティングを しなけれ ならないことさ
えあります。

適切な リューションを 
出すには時 が かり、 

コミットメントも 要です。

え 、Adidas Groupは、アジアの従業 はより
的で構 的なアプロー を み、 国の従業

はよりアジャイルなプロ スを むことを発 しまし
た15。

適切な リューションを 出すには時 が かり、コ
ミットメントも 要です。NeuroLeadership Institute 
の 査では、88 の企業が、 しい フ ーマンス・
マネジメントのシステムが効果を生むまで2 かかっ
たと しています。トレーニングと ェンジマネジメ
ントが、この取り組みにおける最も 要な成 要 で
す 16。ある グ クティ は、 のように ていま
す。 この取り組みは、 と 的な を 要と
するジャーニーである。 や 化は、 っくり変化
するものであり、 り さが 要である

しい 向性に く フト

このような 験が進 する状況 で、人事の フト
ウェア業界も時 に うとしていることは くことで
はありません。多くの において、人事部門は人事
テク ロジーのプロバイダーよりも先陣を切っています。
人事マネジメント（HCM）用のクラウド業界の先 者
や主要な ンダーが開発した フ ーマンス・マネジ
メントの フトウェアツールの とんどが、従 の
1 方 の デルを ースとしています。一方で、ま
だ つ成 野ではありますが、 しい方向性
を つ人事 フトウェアが開発されています。 しい
ツールの主な特 は、 の通りです。

• ー ャル
デジタルな 多くの しい
ンダーが、 動的な目 定と フ マンス
のアプリを提供している。このアプリでは、 ー

ムメイトとオンライン上で目 定、共有、
することが可能である。

• ト キング 目 に連
動したツールであり、Objectives and Key 
Results（OKR） デルを用いたツールであるこ
とが多く、 に目 をアップデートしたり、他
のメンバーの進 状況を 認することができる。

• な ィー 従業 が
フィードバックを提供したり、依 することがで
きるツールであり、eメールや他の生 性向上ツー
ルに組み まれることが多く、 的な サイ
クルを可能にする。

• 定期的な ーム・サー
イにより、マネージャーは ームの ン ージメ
ントや効果を することができ、またマネー
ジャーの も可能になる。定期的な ン ージ
メントや従業 の ルス サー イを使うこと
で、いつ、な 、ある ームの フ ーマンスが
かったり、 度が かったり、 が高まっ

ていたりするのかについて、 を提供すること
ができる。

• データ/ ティ ビッグデータ
のツールは、オンライン上で フ ーマンスを
察し、人 能を使った をマネージャーに
提供してコー ングを 進する。

• キャ このツールは、個々人
の社内での 務経験や の成 に基づき、
しい 事や ャリアを 薦する。

• インテグ ー ョン フ ーマン
ス・マネジメントのツールと、Slack、Outlook、
Gmailなど日々従業 が用いるツールを 合し、
日々の業務に フ ーマンス・マネジメントを取
り むことを可能にする。

フ ーマンス・マネジメントの は しているも
のの、まだ、その最 は かれていません。 日、
企業の多くは、 フ ーマンス・マネジメントを
計し、 験し、 することにおいて 可を得ている
と えていますが、 んの数 前まではそうではあり
ませんでした。しかし、 やここまでの経験の みと、
従業 と組織 方にもたらす な が、この動
きを大きく前進させました。企業は、独自の に合
うものを し、 出しつつあります。これは サ
イティングな進化です。数 前に、先 の があり
で 的な企業が、 先して取り組んできたおか

なのです。

68 69

デ タル ルール 2017 デロイト グローバル・ ューマン・ ャ タル・トレンド



第一線の企業から得る教訓

アウトドア用品の 会社であるPatagoniaは、
2 前に ーム の フ ーマンスプログラムを
しました。 日では、従業 は 務目 とOKRメ ッ
ドを用いたストレッ された目 を 定し、 なくと
も 期 にマネージャーとレビューをしています。
度 のレイティングは しました。 与は目

成度に基づき、基本 はス ルと フ ーマンスによ
り決定されます。全体のプロ スは、HighGround
という バイルアプリを用いて されます。

このプロ スは、一 にして進化した ではありませ
ん。Patagoniaは もかけて従業 について
し、 トレーニングし、 して、 フ ーマンス・
マネジメントを変 しました。 度は、従業 は
しい提 をすることを れていたため、フィードバック
は非 にポジティ な内容になりました。しかし2
目の わりには、マネージャーは に 成に関わる
会 をする を に け、従業 は ェック・
インとフィードバックは、有 つポジティ なもので
あり、 的なものではないと、 するようになり
ました。

や、 が効果をもたらしています。 しい フ ー
マンス・マネジメントは、業 の向上、個々人の
フ ーマンス 、 ン ージメント向上を生み出し
ています。定期的に ェック・インやフィードバックに

している個々人や ームは、 していない ー
ムよりも、 務 から人 まで幅広く フ ーマン
スのレ ルが高いことが かりました18。

数 前に 的な フ ーマンス・マネジメントを
した企業も、いまだに多大な を受けています。

Adobeは、2012 に フ ーマンス・マネジメント
のアプロー を変 しました。 の フ ーマンス

とレイティング、 制 を し、 ェック・
イン と れるアプロー へ変 しました。2016
に、この ェック・イン のアップデートを行いま

したが、 4 で となるコン プトはそのまま
であり変わっていません。そのコン プトとは、マネー
ジャーが な期 を 定すること、マネージャー
と部 が一 に従業 フィードバックに関与すること、
そして部 もマネージャーとともに 成に対して責任
を つことなどです。この しいアプロー は 的
な フ ーマンス・プロ スであるため、マネージャー
も部 も、 度 いつでも ェック・インをリク ス
トすることができます。

Adobeは2012 からの ン ージメント・
サー イを 用して、 ェック・インのプロ
グラムの状況と効果を 的に ニターし
ています。 え 、 Adobeを く場として
薦する という 問に対する 定的な
は10 し、また 自 の フ ーマ

ンスの向上に 立つ 的なフィードバック
を受けている という 問に対する 定的
な も10 しました。

Adobeの人事リーダーは、 のように
ています。 4 という 日は、特に変化の
いテク ロジー業界においては、1つのプ

ロ スを同じ状 で するには い期
である。しかし、このアプロー は 前の
ものより非 に れているため、大幅な変
は 要としない19

まず行うべきこと

• ーマン マ ジ ントの
しい フ ーマンス・マネジメントのシ

ステムを通じて を したいのか 事業 と
どのように連動させることができるのか リー
ダーの 成に最も効果的なアプロー は か 従
業 の行動を 定化してしまう ス ード の目

定の代わりに、より でアジャイルな
性のあるアプロー を えることが 要である。

• 同 社 フ ーマンス・マネジメ
ントの を に経験している企業や、同様の
や組織のダイナミ ム、 会に している企

業を特定する。

• の フ ーマンス・
マネジメントを している同業他社を 察し、
最も効果を発 している 計要 、ツール、プ
ロ スを特定。社内では、 イ フ ーマーや、
ーム、リーダーを研究し、組織内で 開で

きる方法を つける。

• ー ーマン
マ ジ ント ェック・イン、ア

ジャイルな目 定、 度の高いフィードバック
という となる は、世界 に しつつある。
しかし、 的なレビュー、数 的なレイティン
グ、 成プランを む企業もいまだ する。組
織的な 化は、変 するのは もかかるため、
企業は事業に できるようなス ードで、 し
いアプロー を しなけれ ならない。

• マ ージャーのコー ング キル
従業 への 的なフィードバックは しい
フ ーマンス・マネジメントの 組みの 要な特
であるが、多くの場合、マネージャーは ート

タイムの 者ではなく、フルタイムのコー に
なるための を 要としている。 しい フ ー
マンス・マネジメントを する際には、リーダー
シップの 成に し、マネージャーに しい

を に けさせ、フィードバック、コー
ング、 に関わる 律を り出すことが 要で
ある。

• な の フ ーマンス・マネジメ
ントの変 が、報 、 、後 者 成にどの
ように関連するかを決定する。 ンプロイー・
クス リ ンスの 点からアプロー することが
要である。

将来、先進企業は従業員と ーム、 して従業員とリーダーの間にも、 続的で に ジ ルな ロ ス
を していくでし う。 の くが、 フ ー ンス・ ネジ ントを の業務に 合できる しい フト

や、 に できる 大な の質の い ータを 用するでし う。従業員の となる年
は され、従業員と ネージ ー間の 続的なフィード クに代替されるでし う。
これらの変化は、 に しい ロ スということではなく、 しい組 の「 」なのです。従って、 には
間を要し、 するには 続的な ク ズが必要となります。しかし が経つにつれ、この しい ロ
スはより なものになります。 フ ー ンス・ ネジ ントの変 は、 には大変 しいように思
ますが、 に んでくるのです。 が せ 、フィード クはより 直で 設的なものになり、変
は け れられるようになるのです。
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2 ーマン マ ジ ント ルール vs. 新 ルール

ルール 新 ルール

フ ーマンス と目 定は、 1 す
る。

ェック・インは 期に1度かそれ 上の 度
で行われ、目 定はオープン つ 的なプロ
スで行われる。

フィードバックは、 度 にマネージャーが
する。

フィードバックは 的に され、 度 に（ア
プリや バイルツールを 用して）容 に 認で
きる。

目 は、個々人の 成にフ ー スされ、非公開
である。

目 は ームの 成に 点を当て、公開 つ
性が高い。

従業 はマネージャーに される。 マネージャーも従業 から される。

従業 は、定 的な基準で 制的な けを
される。

従業 は定性的な基準で される： けは
制ではなく の 地がある。

報 は、非公開であり公 性を 要視する：
フ ーマンスのレイティングに基づく報 バンドに
より決定される。

報 レ ルは、より 性があり、 に し合
われ、公 性よりも フ ーマンスに応じて決定
される。

マネージャーは フ ーマンス に 点を当て
る。

マネージャーは人々のコー ングと能 開発に
点を当てる。

各人の は、1人の上 が定性的な意 を基に
したプロ スによって行う。

個々人の フ ーマンス には多くの要 が関
与する：データを大いに 用して を行う。

プロ スは で時 の と えられている。 プロ スはアジャイルで、 で、 的そして
やかである。
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ジタル 命があら る主要 業において
に進む 、リーダーシップ能 は れを

とっています。リーダーシップは 決される
ことの い であり、2015 に 々は ビジネスに
おける の だと しました。本 はその
リーダーシップに 的な変化がみられています。 、
組織は に、より指 のあるリーダーを 要として
いるだけでなく、まったく異なるタイプのリーダーをか
つてない に 要としています。つまり、よりアジャイ
ルでデジタル化に適応した、 く しいタイプのリー
ダー 成が められているのです。

日におけるリーダーシップの議論は、リーダーシッ
プの 術 というよりむし 、リーダーが してい
る に関するものとなっています。そして よりも、
デジタル時代の が、ビジネスの 的な変 を引き
こしています。

ながら、多くのCEOは本問 の 大性を理 し
ていません。800人のトップ経 者を対 とした
の 業研究において、人的資本よりもテク ロジーが

を生み出す 動 になると した割合は67
にも上りました（ に64 が人は経 であり、
の 進 ではないと ）1。人 対テク ロジーと

いうテーマは議論されているかもしれませんが、リー
ダーの 成を にして、ビジネスのテク ロジー
を 要視し けている経 者も だに します。

論、 術は非 に 要なものですが、人的資本が
可 であることに変わりはありません。

とはいうものの 人としてのリーダー という は
もはや していません。Google、Ly f t、WL 
Gore、Mastercard、Atlassianといった高い効果を
上 ている企業では、リーダーシップは ームでの取
り組みと えており、 いに し い合い、 ーム
で くことの出 るリーダーを 用しています 2。

いビジネス デルがもはや 能しなくなっている 、
リーダーは しい能 の 得が められています。そ
れにも関わら 、多くの企業は デジタルイミグラント
（IT 前に生まれ ITを に けようとしている世代）
であり、コントロール・メ ニ ムやファイナンシャ
ル・リターンといった い デルを基 としています。

、企業はイ ーションといった様々な目 を
え に進んでいます。90 の企業が、よりダイナ
ミックで ーム の結びつきの いものとなる く
組織を 計しています。

しい ジタル組 の は なるリーダーシ をもたらし、 界中の な企業で、

リーダーシ 開 は き続き 大な課題となっています。今 、 れた業 をあ るためにリー

ダーは にも して しいス ルや 知 が められているにも わらず、 くの組 では

ジタルリーダーの 成や いリーダーの 用、 しいリーダーシ ルの 立が いついていま

せん。

• リーダーシップの ャップが 大している。リーダーシップの問 に取り組む組織能 は2 した。

• 42 の企業がリーダーシップ開発は非 に 要だと している。

• リーダー 成のための れた、もしくは適切な体験 プログラムを用意している企業の割合は、本 2 上 し
ている。

ー ー
界を る
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このような変化により、ただ しい経 デルが 要
となっているだけでなく、これらの経 デルに合わ
せて人々を動 し 行できる異なるタイプのリーダー
シップが 要とされているのです。

組織が 要としているのは、広 にわたる コシステ
ムを構 し ームや ートナーをリード出 る人 です。
この しいタイプのリーダーは、 ームを いて い
る方法、 ームメンバーを結 、関与させ ける方法、
そしてイ ーションや学 、 的 といった組
織 化を 成する方法を理 していなけれ なりませ
ん。また、 約社 や 社 、クラウドタレントを
含めた従業 を いる能 が 可 となります。

に当 のこととして、リーダーには 野 断的なス
ルが められます。GE、IBM、Nestlé、Xerox、

Mastercardといった企業はリーダーを め、 的
デザインや問 決 に取り組んでおり、異なるビ
ジネス 能や 業 野や 術が して問 決に
どう 与するのか理 を しています。一つの 能の
だけで幹部クラスに するリーダーの時代は わっ

たのです 3。

らく最も 要なのは、イ ーションやリスクテイク
が、大きな影響 を発 するリーダーシップ（high-
impact leadership）のあり方を決めることです。 最
大のリスクは のリスクも取らないこと。 に変化
している世界において、 いなく失 する 一の
は、リスクを取らないことだ とは、Facebookの

Mark Zuckerberg CEOの です4。リスクテイク
は、高い成果を るリーダーシップの 要な一要
となっています。

グ フィ ク 人 と 
リーダーシ の

デ グラフィック的変化もリーダーの成 に影響
を与えています。ミレニアル世代は、 事での 会や
メンタリング、ストレッ ・アサイメントを通じ、成
することを期 しています。

1 ー ー た た の 合

中
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同様に、最も れた企業ではリーダーシップ開発を研
上のものとみなしています。組織 計や 務 計、

メンタリング、そして開発プログラムを組み合わせて、
組織が 要とするリーダーの 成に取り組んでいます5。

しかしながら、 日多くの企業において、リーダーシッ
プ・ イプラインは だトップ だけに留まっています。
それにより、ミレニアル世代が 要とする 務を通じ
た学 や成 の 会を い、リーダーシップ・ イプ
ラインの 期構 を ています。44 上のミレニ
アル世代が やリーダーの立場にいるにも関わら 、
らの とんどが、 事上で ら成 がないと えて
います 6。本 の 査において、54 の企業がミレニ
アル世代への れた、もしくは適切なプログラムを
していると しており、これは2 前の33 から
大きく上 しています。このような変化にも関わら 、
ミレニアル世代は だ を わい、企業が らの
ス ルを に かしていると じているのは、たっ
た28 に留まっています7。

事業上のニー に取り組みつつ、生 にわたる成 や
よりス ーディな能 向上といった を たすため
に、開発アサイメントや社 での経験、ストレッ ・
アサイメント、社内 のリーダーとの などが、多
くのいわ る研 プログラムを する で され
ています。

れた体験的プログラムを している企業は、
2015 の47 から本 は64 へと上 しています。
最 の 査では、リーダー 成において、いわ る研
は投資 が最も いことが されています 8。そ

れに代わり、企業は のリーダー 成に向け、リス
クテイクや 共有、マトリックス・マネジメントと
いったリーダーシップの組織 化 成に 点的に取り
組む きです。

ジタルリーダー

多くの企業にとって最大のニー は、リーダーのデジ
タル能 開発です。2017 のグローバル・ ューマ
ン・ ャ タル・トレンドによると、 なデジタル
リーダーを有している
と したのはたった
5 の企業だけでした。
しかしながら ましい
変化として、72 の企
業がデジタル・マネジ
メントに 点を いた
しいリーダーシップ・
プログラムに して
いる、もしくは し
めていると して

います。

2 デジタル た社会 の な ー ー

デジタル た社会 た
ー ー な

認 的変化
（THINK differently）

行動的変化
（ACT differently）

情 的変化
（REACT differently）

世界の可能性を 化する え 変化する や影響 に
適応する

リスクがあり、 な を
受け れる

高まる認 的複 性に対 する 多くの様々な ームとの を
いとわない

えまない変化に しても
め に取り組む

物事の しい進め方について発
的に思 する

しい業務上の ートナーや
様々な 関係者の を
する

物事を成し ることへ に
取り組む

情報が する においても
な判断を す

行 を け、物事を しい
方向へ進めることに 大な ネ
ル ーを む

自 を って変 の 進をリー
ドする
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目的を 成するのは容 ではありません。MITでの研
究を基にしたデジタルリーダーシップに関する当社の
査では、 の3つの 域でリーダーシップ能 の変

化が られます。リーダーはどのように え、行動し、
応しなくてはいけないか、ということです 9。

ジタルリーダー フィールド ド

企業がデジタル化を 行っている（doing） 状 から
デジタル化に 成っている（becoming） 状 へと変
化するために、リーダーシップは めて 要です。企
業とそのリーダー 方にとって の3つの 域にお
ける変化が 要とされています（ 2）。

• リーダーは異なる え方が められ
る

• リーダーは異なる行動が められる

• リーダーは異なる 応が められる

上のことはデジタル化への変化が、非 に 本的な
ものとなることを しています。そして企業はデジタル
リーダーに対し、大いなる期 を いています。リー
ダーは、 な 部 動向を理 し、企業変
を する で内 の 界を し、人 を し、
術的専門性の 用の目的を 定し、そしてデザイ

ン思 を 用してイ ーションを すことが められ
ているのです。

広 なリーダーシップの特 を しましたが、全ての
デジタルリーダーの 割が同じ ではありません。私
た は、デジタルリーダーには3つの異なるタイプが

あり、これらを組み合わせることが 要と えていま
す。

• デジタルイン ター ン ャー・ ャ タル
の え方を 用して、 会を 出し、タレントや
アイデアに投資し、 ートナーシップを構 し、
そしてイ ーションの発 に向けた コシステム
構 を行う経 幹部

• デジタル イ の世界を し、 し
く異なるビジネス デルを具体化し、成 するデ
ジタル を先 できるビジネスリーダーと 能
リーダー

• デジタルト ン ーマー な変化の で
従業 をリードし、事業の変 が出 るリーダー

デジタルイン スターの主要な任務は です。変化
の本質を 全に理 していないであ う や他の上

目的を 成するのは容 ではありません。
MITでの研究を基にした

デジタルリーダーシップに関する当社の 査では、
の3つの 域でリーダーシップ能 の変化が られます。

リーダーはどのように え、行動し、
応しなくてはいけないか、ということです。

級幹部への も含みます。自社でシステムへの投資
を行うか、もしくは ではあるけれど スタマイ
しにくい とするかの など、 しい投資判断を
行うことも です。デジタル投資者はまた、 行の
ビジネス デルとデジタル化への 行をどのようにバ
ランスさせるのか、そしてそれを しいデジタル デル
へといかにして 合させていくのか、 めなくては
なりません。

デジタル イオニアは、多くの点でイ ーションの
的 となります。 らは組織全体のビジョンを

定して、事業の 性を保証し、2-3 先のロードマッ
プを定 します。また、デジタル化への 度と組
織の しいデジタル能 得にドライ をかけます。
らは組織全体のデジタル化に向け、 に一 した
ビジョンと計 を 定するのです。

デジタルトランスフ ーマーは、 な変化への対応
を する てこの 点 の 割を果たします。企業
は、デジタル化を前に進めつつも通 のビジネスを
させられるリーダーが 要となります。

第一線の企業から得る教訓

術 命が し ける 、 イテク 業では広
にわたる人 やス ル が られています。

あるグローバル イテク企業では、成 ス ードを
に させるために、 しい経 デルを し経

の変 を みていた時に深 なリーダーシップの
に しました。ビジネスの変化により、 めら

れるタレントも変化するのですが、特に しい を
行する のリーダー 成が問 として えられま

した。

同社は、ま 独自のリーダー イプラインを発 させ
ることに しました。しかし、より す きこと
は、全従業 の からリーダー 者を発 すること
だとす に が きました。具体的には、 の つの
目的に専 しました。一つは、タレントプール全体か
ら、特にミドルマネージャーレ ルのリーダー 者
を特定する能 を向上させること、そしてもう一つは、
より くより コストでリーダー 者を特定するこ
とです。

目的 成のために、同社は成 に最も したであ
うリーダーシップの要 を めたフレームワークを開
発し、世界 に点 するある事業部門でそのツールを
開しました。データに基づくス ーディなアプロー
が可能となったことで、20人の 者が世界 の

100人 上のミドルマネージャーを2 で でき
たのです。そして、全てのリーダーた に関する 計レ
ポートがHRリーダーによって められ 察されまし
た。その結果は有 で、 的なインサイトを経 陣
に与えて のタレントに関する決断に 与したこと
から、 しいツールは使い が く、 的な情報
をもたらすとの に りました。

同社は 日、そのツールを世界 の組織全体で使用し
ており、それにより全てのリーダー の を、ビ
ジネス 能や地域に関わら 公 な のもと く

することができています。このアプロー により、
組織全体にわたってリーダー を特定するための一
した基準が 立したのです。また、世界あるいは地
域で した で一 したタレント データは、

もしない にいる れた を つけ出すこ
とにも 立っています。 際、 期のプロジェクトで
特定されたリーダーとなる可能性が最も高い5 の
者は の では 期 を たす 度 という
であり、適切な 割が与えられていないか、

が かされていない状 であったことを していま
す。

まず行うべきこと

• の ー ー デル しい
デルにはイ ーション、成 、インクルージョ
ン、 ームワーク、 の が り まれる
きである。

• の デジタル ー ー
イン スター、 イオニア、トランスフ ー

マーとなり得る人物を つけ出し 成する。

• 事業 の一 としてリー
ダー 成について、経 幹部レ ルや取 会
に対し 責任を負う 当者、もしくはグループ
を特定する。
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• ー ー ジ ョン
に対し業務上で学 会を与え、

経験 なリーダーの のもと、 ームやプロ
ジェクトを いる な を じる。また、
術や業務 、 の行動様 については、
経 幹部の理 を すために をリバース・
メンターとして 用する。

• ー ー テイ
リーダーシップ・プロ

グラムは、 野 断的で、 しい 品やサービス
のイ ーションに したものでなくてはなら

ない。また、従業 が たなス ルを 得するた
めに、リスクテイクや 験的な取り組みを す
るものでなくてはならない。

• の ー ー 従 の研
に代わり、組織 化や 限 、リスクテイク、
共有、公開、マトリックス・マネジメント、

指 者としてのタレント構 を 要視したリー
ダーシップ に 点を く。社 のリーダーを
え れ、 ンダーについて する。 ンダー

の多くは、 い デルや従 のリーダーシップの
えに られたままになっている。

れたリーダーは不 な においても成 することが に されています。今 、テクノロジーの進
の速 が している中、 らは に大きな レ シ ーに されています。リーダーの たすべき は変化
し続け、より ジタルに を置き、 ームを に たもの と変わっていくでし う。組 化や組

ンを めた組 を 要 することは、リーダーシ 開 においてより 要となります。この なる
な 境にも わらず、リーダーはより いレ ルでの 務 行を まれ、企業の ジタル化 の を

に進めることが められています。

3 ー ー ルール vs. 新 ルール

ルール 新 ルール

リーダーは、経験や 期 、業 によって特定
され される。

リーダーは、アジリティ、 、 ームを 合
し いる能 によって、 ャリアの い で
される。

リーダーは、リーダーシップ・ イプラインを り
めていくには み時代 を経なくてはなら

ない。

リーダーは、 期に特定され、リーダーシップス
ルを し発 させるために い で能 上
の責任を与えられる。

リーダーは、 しいビジネス上の に対し、
をす きかを っており、判断と経験をもたらすこ
とが期 されている。

リーダーは、 しい リューションを つけ出すた
めに、 状を し するとともに、 の
ームやクラウド ーシング、 ッ ン（オープ

ンイ ーションの一 法）を 用することが期
されている。

リーダーシップ開発において、 、トレーニン
グ、コー ング、360度 プログラムを 要視
している。

リーダーシップ開発において、組織 化や 、
共 有、リスクテイク、他 者への公 開

（exposure）を 要視している。

リーダーは、行動や 方法をもとに され
成される。

リーダーは、思 ターンや問 決能 をもと
に され 成される。

リーダーは、研 や専門的な 成プログラムを通
じて 成される。

リーダーは、シミュレーションや問 決、 際
のプロジェクトを通じて 成される。

リーダーシップのダイバーシティは、目 であり
す き 要な ン マークと えられている。

リーダーはア スメントされ、 意 のバイアス、
インクルージョン、自らの 割における多様性に
関する理 を深めるよう 成される。

リーダーシップは、 しい 割と えられ、組織
における な地 と えられている。

リーダーシップは、全ての人が う 割と えら
れており、 もがリーダーとなり得る 会がある。

リーダーは、組織や 能を いる。 リーダーは、 ーム、プロジェクト、ネットワーク
化された ームを いる。
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HRは に から変化しています。かつては従業員 ービスを する ポート機能として見な

されていたHRですが、 界中の企業で ジタル化 の変 を くための がHRに められて

います。この変 は の3つの において こると ています。

• ジタル労働力：組織はどのようにして、 しい経 行（ デジタルDNA と称する1）、イ ーションや共有
の組織 化、ネットワーク基 の しい組織を 進する一連のタレント関連業務を 進することができるだ う
か2

• ジタル職場： え 代的なコミュニ ーションツール（Slack、FacebookのWorkplace、Microsoft 
Teamsなど他多数）を使用したり、 ン ージメント、 、目的意 を高めたりするなど、組織は生 性を高
める 場 をどのように 計し得るだ うか

• ジタルHR：組織はどのようにしてHR 能自体をデジタル化して し、HR リューションの提供にデジタル
ツールやアプリを使い、 え ない 験とイ ーションを できるだ うか

この変 は 速に進んでいます。HRリーダーは、組 が に「 ジタル化しよう」としている け

でなく「 ジタル化した」 と するために、 に 要な を たすことが められてい

るのです。

• 本 査した企業の56 がデジタルや バイルツールを 用す く、HRプログラムを 計している。

• 51 の企業は 、デジタル化に対応した事業 デルを構 するために組織の 計を進めている。

• 査対 企業の33 のHR組織が、HR リューションの提供に人 能（AI）を 用し、41 はHRサービス
提供のために バイルアプリの 的な構 を進めている。

デジタルHR
トフ ーム、人 、仕事 のもの
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過 5 にわたり、HRの 野はス ーディに
進化してきました。3 前に のタレント
システムからHR 合プラットフ ームへと

企業がこぞって き えようとしていた 、 々はHR
の クラウドへの について きました。2 前
は、企業がHRプロフェッショナルの たなス ル
得や組織の 合、アナリティクスの 行に 点を い
ていたことから、HRを 大 が 要 な 能と

けました。 日、デジタルに対応した経 やア
ジャイルな組織 計がビジネス思 の になってい
ることから、HRは人 や 事そのもの、そしてプラッ
トフ ームに 点を く く び変化しています。 々
はこの一連のHR 務を デジタルHR と名 けてい
ます。

デジタルHRは にわたる取り組みの上に構 され
ています。1960 代や1970 代には、HRは人事オ
レーション、自動トランザクション、 全な従業
データ ースの に 点を いていました。

1980 代には、HRは サービス組織 として 計
されました。つまり、Center of Expertiseが とな
るタレント関連 務をマネージし、サービス ンター
が個人のニー に対応し、HRビジネス ートナーはビ
ジネス組織へ組み まれていきました。1990 代や
2000 代 期になると、HRは 合的なタレント・マ
ネジメントを に び されることになりました。
それは多くの場合、 用や学 、 フ ーマンス・マ
ネジメント、報 に関する しいシステムの を っ
ていました。

そして 日、HRの 点は 組織を構 するもの
へとシフトしています。企業は、自 で物事を進め、
情報を み さ 共有することに のない くてデ
ジタルに い人 を 用しています。 らは 場にお
いて、 ームで 計し、生 的で、 限 された総
合的なデジタル・ クス リ ンスを んでおり、HR
にはその が期 されています。

1 デジタルHR た た の 合
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ジタルHR 向けたルール 変

HRには、従 の責務に え、ルールを き え
るよう がかかっています。それは、 用・リーダー
シップや フ ーマンス・マネジメントの 計や、デ
ジタルアプリの 行や れた ンプロイー・ クス
リ ンスの構 などを含みます。これらは全て、 ー
ムを とした組織 計や、アナリティクスや組織
的なネットワーク の

、そしてダイバーシ
ティや組織 化、学 、
ャリアの 進に 点を
いて取り組まれなけれ
なりません。

デジタルHRはイ ー
ションや 験を基礎とし
ています。企業がネット
ワーク化し、従業 基
が高 と の
化となっている 、
す てのHR 野で

しいアプロー が 要
とされています。企業は 日、 験的なHRプログラ
ムを 開す く、し し ッ ンやス ーディなデ
ザイン ームの 用、 作品と共に 証に 要とな
る最 限の 能をもった 品 の 用が行われてい
ます。

デザイン思 は や主 となって
います。 のビジネスプロ ス
に基づいて 計されたHRプログ
ラムを提供するのではなく、HR
ームは 、時 者、

定 従業 、 理者、経 者
など全ての グメントに る従業
ニー を研究しています。従
の ャリア デルに代わり、HR
はジャーニーマップを提供し、複
なプロ スを、 合的なプラッ

トフ ームに基づいた個々の 場
の 務で き えようとしていま
す（ ンプロイー・ クス リ
ンス のFord事 をご くだ
さい）。

デジタルHRはデジタル 術の専門 を 要として
います。クラウド基 のHRシステムが組織に 大な

をもたらした一方で、それらはもはや ではあ
りません。 日HR組織は、ワークフローが組み ま
れたアプリの出 という状況で、 リューションを
しています。 え 、Royal Bank of Canada、

Deutsche Telekom、Fordなどは、 やHR部門内
にデジタルデザイン ームを有しています 3。これは、

企業 有のニー に応じ
たクラウド プラット
フ ーム を構 するこ
とを意 しています。

ンダー市場は しく作
り変えられています。
しい種 のHR 品や
リューションが市場に
れ、その多くは バイル
ア プリやAI、 スタ
マー・ クス リ ンス
を に作り上 られて
います4。
これらのツールにより、

HRは リアルタイムの対応が可能となります。SAP
やReliance Jioといった企業では、 ン ージメント
や 用、 者 などの指 をリアルタイムで 理し、
ビジネスリーダーのより な決断を しています 5。
IBMではAIツールを 用して、 ームの状況をリー
ダーに定期的に させ めました。そのツールは、
成果やリテンションの ターンについてリーダーの理
を け、コー ングやレコグニション、コミュニティ
成を通じた問 への 的な対応を します 6。

デジタルHRが き、HRがよりプラットフ ームを
基 とした組織になっている 、ビジネス ートナー
はデジタル化への をつけ、より多くの時 をビジネ
スにつ むことができるようになっています。 れ
た業 をあ ているHR組織では ネラリストは 数
で、より多くの経験 なHRビジネス ートナーを有
し、HRスタッフに しい 術を 得させ、デジタル
ツールを適切に 用するシニアコンサルタントという
しい 割を していることが、当社の最 の 査で
されています7。

企業がネットワーク化し、
従業 基 が
高 と の
化となっている 、
す てのHR組織で
しいアプロー が
要とされています。
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しいツールや なる 性が 
ジタルHRを先 する

AI、認 理、 ン ッディド 、 バイルテク
ロジーは人々の き方を変化させています 8。

• Wade and Wendyという ャット ットサービ
スではAIや ャット ットが 用や ャリアプラ
ニングを行う9。Wadeは従業 の ャリア
を し、自社での ャリアの 会を提 する。
Wendyは 者と し、組織 化や 事、 用
プロ スについて らの理 を す。

• Firstjobの ャット ット、Myaは、人による
用プロ スを最大75 まで することが可能
である10。

• Switchという しい アプリは、出会い ア
プリであるTinderと た 組みで、 者の
しと 用を する11。

• フトウェア ンダーであるUnitiveでは、 務につ
いての 際の議論を基にAIが 務記 を作成し、

性別、人種、世代のバイアスをアル リ ムによっ
て 別し、 用における 意 のバイアスを ら
す12。他の として、企業用タレント・マネジメン
トアプリで したツールを提供するSuccess 
Factorsがある。

性はHRやタレントを議論する上で、 準となり
つつあります。本 開 されたGlassdoorのKnow 
Your Worth13やLinkedInのSalaryは、Salary.
comやPayscaleといった もが 覧可能な報 デー
タをクラウド ースする ンダーと連 しています。
与についての数 から数 もの 名データを す
ることで、従業 は自 の 与を した 事と、都
市や 籍期 、 業、 に会社ごとにも すること
が出 ます。

第一線の企業から得る教訓
40 人もの従業 を えるグローバル企業である
IBMは、 しいデジタルHR リューションをもたらす
く様々な 験を行い、デジタルHRへの を先
しています 14。

従業 ッ ンの 後、同社は、 ン ージメント
やアライメント、目 理を 的に高めている
Checkpointという たなフィードバックプロ スの構
により、 フ ーマンス・マネジメントを作り変えました15。

的な学 を 進するため、同社は従 の総合的
な学 理システムを、 しいデジタル学 プラット
フ ームに き えました。 しいシステムは、従業
にとって 要な 目の共有を可能にし、 割や経験
に応じた研 を ュレートして し、 に、インター
ネット経 で社 の学 と 合します。

従業 が自 の ャリアマネジメントをよりコントロー
ル可能にするために、IBMは独自の ャリアマネジメ
ントシステムを開発しました。そのシステムは、従業
が しい 事を つけることを したり、同 の
ターンを にして しい業務（new assignments）
を従業 に めています。

IBMは、WatsonへのAI投資を 用し、HR内で
CHIP（コグニティ ・ ューマンインターフェース・ ー
ナリティ）という、広 にわたるHR関連の質問

を 理出 るコグニティ ・アシスタントの 験的
用を進めています。CHIPは 的な ャット ットであ
り（コン ュータやテ ストメッ ージ、 い には
でも 用可能）、最も高 度で られる従業

からの200の質問（ え 有 制度を えて
デジタルマー ティングの専門家を つけて など）
を認 し、 え その 能を高めています。このシス
テムにより、問い合わせに対応する時 が され、
従業 より高い を得ています 16。

Royal Bank of Canada（RBC）では、デジタル化に
全にフ ー スして ンプロイー・ クス リ ンス

を しく 案しています。同社は しい 事前
（preboarding） アプリを 開するために、デジタ
ルHR開発 ームを し、インフラや ュリティ
で IT部門と提 しています。Embarkと れるそ

のアプリは、従業 が しい業務について学 し、組
織 化を受け れ、 ームメンバーとオンラインで
する をします。この成 の上に、同社は

Compelling Careersの開発を計 しています。それ
は、 ンド・ト ー・ ンドの一連のアプリやツール
で、 ャリア開発や 事の 行、 的学 に対す
るデジタル リューションを提供します 17。

まず行うべきこと
• ョン 日のHRは、経 者や

従業 のデジタル思 へのス ーディな と適
応を する組織として、その 割を 定 しな
くてはならない。ネットワーク化した組織構 や
組織的ネットワーク 、デジタルリーダーシップ
デルについて理 を深めることが 要である。

• コ テ ロジーの いシステム
を、 全なデジタルインフラを目指す 合的なク
ラウドプラットフ ームへと き える。学 や
用、 フ ーマンス・マネジメントに関する

いツールをアップグレードし、従業 にとって使
い の いシステムを する。

• なHRテ ロジー
のHRテク ロジー界のス ーディな変化におい
て、クラウドERPプラットフ ーム、アプリ、ア
ナリティクス、AIに関する様々なツール、 ース・
マネジメントやその他の リューションを含めた

期 を構 するのは 要である。

• デジタルHR ー しい ンダー
リューションを したり、他の リューション
を構 したり、サービス提供や 用や学 を
するAI リューションの に専 する ームを
つくる。RBCやDeutsche Telekomといった企
業は、デジタルアプリのデザインや 作、公開に
向けて ITと 業するデジタルデザイン ームを
HR内に している。

• HR なビジ ート ー の な
ト ー の ンプロイー・
クス リ ンスやアナリティクス、組織 化や
学 の しい世界に専 することを目的に、HR
組織 デルを する。高い フ ーマンスをあ
ているHR組織はリーディング・プラクティスを

共有し、他の ームの状況を していることか
ら、 ーム で なコミュニ ーションがとれ
るようにする。

• HR イ ー ョン の
あら る ープル関連の 法を たに 案し
するよう する。多くの組織ではデザイン ッ
ションや ッ ンを とした しい フ ー
マンス・マネジメント 法を 用している。社内
の イ フ ーマーと共通点のある人 を つけ
出すためにデータを 用することを含め、 用に
おける しいイ ーションを研究する。

• HR の のローテー ョン
定期的に事業部門の従業 をHR業務にローテー
ションさせる。また、経験 なリーダーに対し
リバース・メンタリングを行うイ ーション ー
ムを 用する。 に、 しいMBA取得者を 用
してアナリティクスのス ルをHR組織にもたらす。

• ン マー 他社を 問してその取り組みを
察する。イ ーションを すために、HR組織
は社 からス ー ーを したり、リサー メ
ンバーシッププログラムに したり、 しいア
イデアを 的に 究する。 日の先行的な
法は、組織 化やビジネスニー に関連して生み
出されたイ ーティ なアイディアからもたらさ
れており、 籍からは得られない。
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2 デジタルHR ルール vs. 新 ルール

ルール 新 ルール

HRは、 準的な人事 ・ 法を開発するため
にプロ ス・デザインや に 点的に取り組む。

HRは、従業 の生 性向上、 ン ージメント、
ームワーク、 ャリアアップに 点的に取り組

む。

HRは、ス ールを 保するために、クラウド ン
ダーを び、出 合いの ・ 法を する。

HRは、 基準に関し、イ ーティ で企業
独自のプログラムを構 し、アプリを開発し、ス
ール 保のためにプラットフ ームを 用する。

HR 術 ームは、 使い を 視し、ERPの
や 合アナリティクスに 点的に取り組む。

HR 術 ームは、 事の生 性 を 視し、
ERPを超えたデジタル能 や バイルアプリの開
発に取り組む。

Center of Expertise（COE）は、プロ ス・デ
ザインやプロ ス・ ク レンスに 点的に取り組
む。

COEは、AIや ャット、アプリやその他の先進的
術を 用して、従業 の ワーアップとス ール

を 保する。

HRプログラムは、世界的なス ールと一 性のた
めにデザインされる。

HRプログラムは、従業 グメントや ル ナ、
特定のグループを対 とし、それぞれの 事や ャ
リアに適切なジャーニーマップを提供する。

HRは、 ルフサービス をサービスと のス
ール 保の として ける。

HRは、従業 がより効果的でより生 的に 事
を成し る をするために 能
（enablement） を 要視する。

HRは、作業的なニー やプログラムを容 に つ
けられる 術プラットフ ームとして、従業 の
ルフサービスポータル を構 する。

HRは、 的に発生する従業 ニー を す
るために、デジタルアプリや ース・マネジメント、
AI、ロ ットを使用し、総合的な ンプロイー・
クス リ ンス・プラットフ ーム を構 する。
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HRは ジタル企業 の を するという めて 大な機 を得ています。HR組 は、一 でHR ペ
レーションの 、 では労働力や仕事の進め の という つの課題に取り組 ことを 的として ジ
タル トフ ームを採用しており、 年 に ーム ンジ ーとなるでし う。 しい技術や ト
フ ームや働き を 的に取り れ、スピー ィで 続的な に するHRリーダーは、ビジネス の

や ン ロ ー・ クスペリ ンスに を る で、 力な立ち位置を占めることになるでし う。
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HRにおけるピー ル・ ナリティクスは 的に変化しています。企業は人員 置計画やタレント・

ネジ ント、 ペレーション といったあらゆる で ータを 用するために の を

しており、広 に ク ドHRシステムの採用が れを推進しています。ピー ル・ ナリ

ティクスは、 の技術 による ン ージ ントやリテンションの として まった

ですが、今や となっています。企業は ジタル化した ナリティクス リューションを するた

めに、テクニ ル・ ナリティクス・グルー を 設計しています。これらの しい リューションは、

で開 されたか しい ジタル リューションに組み まれていたかに わらず、業務 ロ ス

で必要な に の ナリティクスを可能にしています。これは課題のより い理 を 進し、事業

の 的な ン トをもたらし得るのです。

• 71 の企業が ープル・アナリティクスは 先度が高いと えている一方（31 は非 に 要と ）、進 は
い。人事データを業 と関連づけ、 アナリティクスを行い、自社のスコア ードを 開している企業の割合
は、 より とんど変化していなかった。

• アナリティクスはさまざまな経 に対し適用されている。 用は最も 点的に取り組む き 野であり、業
定、報 、人 計 、そしてリテンションと いている。経 の 会への理 を深めることを目的

として、組織的なネットワーク （Organization Network Analysis）や 相 作用 （従業 の行動研
究）の 用が 発的に している。

• 準 は依 として深 な問 のままである。 にわたる議論を経てなお、使用可能なデータを保有してい
ると した企業は8 、組織において成果をあ ているタレントのどのような特質が組織における業 向上につ
ながるのか、をよく理 していると した企業は9 、そして、マネージャーのために広く 開されたHRやタレ
ント関連のスコア ードを保有していると した企業は15 にとどまっている。

ピー ル ティ
たな を進
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ピープル・アナリティクスは、デジタルツール1

やデータを 用して、従業 の業 を 定
し、レポートし、 するために 用されて

きました。その 能は 、大きく変化しています。
にわたってクラウドHRプラットフ ームや専門家
ームへ投資してきたにも関わら 、CHRO（最高人

事経 者）やビジネスリーダーは、 する結果を得
られていません。アナリティクスはもはや、 深い
情報を つけ出しマネージャーへ らせるためのもの
ではなく、事業 のあら る を理 するために
データを 用するビジネス 能となりつつあり、リア
ルタイムアプリや き方に組み まれています。 バ
イルマップでいう ルート 、つまり たな を
進む時なのです。

成 をあ るための く しい 
ン トを する しいツール

ステーク ルダー、特に取 やCEOはこの変化を

進し、 的な情報やインサイトを提供できない
HR ームに れを切らしています。つまり、 の事
が すように、アナリティクスはHRからビジネスに
点を くものへと変化しているのです。

• 先進的なERP ンダーは、CEOが 用できる一
連の ープル・アナリティクス・ダッシュ ード
能を組み んでいる。それは、地域、事業 、
マネージャー別に、人 の や 用状況、従
業 コスト、従業 ン ージメントに関して、
シニアリーダーの理 を すことを目的としてい
る。

• 大 のCOO（最高 行責任者）は、
者の 結果の ターンや、 の 理や

関係者の問 がその結果に与えた影響を理 す
ることを目的とし、アナリティクスを 用してい
る2。

• ある大 企業の 業部門では、 効
化を目指した一連の デルを構 するためにHR
と連 している。その デルは、問 の ・
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断、トレーニング リューションの特定、 用の
品質 に 与している3。

• 業では、ビジネス・アナリティクスや ープ
ル・アナリティクスを 用し、 や従業 の行
動 ターン 察している。それにより、総合的な

の向上に 与する の たな
場 を割り出している 4。

にわたりこの 野に投資している企業にとって、
かつてない 容 に 結果を得られるようになって
います。多くのHRテク ロジー ンダーが アナリ
ティクスのツールを提供しており、 用、 フ ーマン
ス、従業 動性やその他の要 についてのデータ
を可能にしています。経 者は や、 限と思わ

れるようなメトリクスの組み合わせにアク スし、成
果をあ る要 についてより深く理 することが可能
となっています 5。

従業 の ン ージメントやリテンションの から
か先へ進み、 やアナリティクスとAIが一体となり、
の事 にみられるように、業 を目的として、

経 や事業 での についてより詳細に する
ことが可能となっています。

• データに基づく各種ツールは、 ターンの
や 性ネットワークの提 、ONAの を
け、また、コー ングと ン ージメントとの

リアルタイム相関を す。 に、メールや レン
ダーのデータより、従業 の時 理 ターンを
することさえも可能となっている6。

• AI フトウェアはビデオインタビューの によ
り、 者の さや性 の を ける7。

• 各種ツールは時 に従業 を し 8、人
の に がる 業などの ターンを に特定
し得る。その結果に 理 法を適
用することで、 にも上る を可能に
する。

• かつては特 品であったリテンション デルは、
やSAPやOracle、Workday、ADP、Ultimate 

Softwareなどが 品を提供しており、人 の
失につながる要 について容 に できるよ

うになっている。

• デロイトなどは、出 データ、 時 、
その他の人的 フ ーマンスデータを 、従業
の意 向上や 進、業 に 与して

いる。

2017 の大きな 向は、これらの しい リューショ
ンがHRに特化した内向きのものではなく、ビジネス
主 であることです。HR組織はデータに関する独
自の内部 を え、広 にわたる経 へ対
す く人的データを 用することが められていま
す。

ビジネスの成 をもたらすために 
ータの しい 用法を する

従 のHR組織は、アナリティクス・ ームを独立し
た専門家 ームとして していました。 日、企業
はHRを インテリジェント・プラットフ ーム として
しており、全社の 理プロ スや経 にア

ナリティクスを組み んでいます。インドの大 テレコ
ム企業では、全社にわたって全 人の 時 や生
性を し、 らがオン ーディング・プロ スで
れを取っている場合にはラインマネージャーや経

トップにダッシュ ードで 意を します 9。Uberの
ームでは、 サービスや生 性を高めるため

に、 の要 を受けたドライバーのフードデリバリー
度のデータを しています 10。また、当社の大

クライアントでは、ONAを使って高い業 をあ てい
る組織を して、どのように業務を 行し、組織
を高めているのかを しています。

多くの 
HRテク ロジー ンダーが 

ツールを 
提供しており、 
用、 フ ーマンス、 

従業 動性やその他の 
要 についてのデータ を 

可能にしています。
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用の で た通り11、アナリティクスは や
な人 の 用において かせない要 となっています。
企業は、 談データや な 人 や 者
の 査データを用いて、 用における 意 のバイア
スを らしています。 ーシャル・データやロー ル・
データを る しいツールは、 合他社が する
か前に 事を していそうな人 を つけ出すの

に 立 ます 12。 ープル・アナリティクスのための
部データの 用は非 に 発になっており、 や
50 上の企業が、人 やリテンション、その
他の 指 を するために、 ーシャルネット
ワークや 部データを 的に 用しています。

HRの は変化している

適用は限定的かもしれませんが、 ープル・アナリティ
クスは 術専門家 から、全社にわたる多くのス
テーク ルダーの要 を たさなくてはならない 要
なビジネス 能へと発 しています。つまり、 大な
データの 能 は、HRのみなら ビジネス全般に
わたる 能となる きなのです。

この変化を受け、アナリティクス・プログラムは、
野 断的な専門グループが保有す きとのコン ンサ
スが高まっています。 らく最 的には、この 能は

化するでし う。しかし、 時点においては一
的な取り組みが、より れたアナリティクスの成果を
もたらします。HR内にこの 能を した組織もあ
れ 、HRとは別に専門組織を した企業もありま
す。 え 、Fordなどは、 ープル・アナリティクス
能を し、 務、HR、業務を含む全ての事業部

門にわたって取り組んでいます 13。

アナリティクスは、 プル から プッシュ へと
ますます変化しています。 プッシュ アナリティク
スでは、 ームはもはや に デルを構 しプロ
ジェクトを行うだけではなく、マネージャーや従業
がリアルタイムで データを られるダッシュ ード
やツールを開発しています。当社のクライアントの一
社では、組織の ン ージメントや フ ーマンスに
関する10の異なる指 を する タレントマネジメ
ントダッシュ ード を構 しました。その結果は全
社の ームリーダーやシニアマネージャーへ され
ます。また、 用や 理、業 に関する全社的な問

について経 幹部がリアルタイムで することも
可能となっています 14。

HRでのデータ品質は引き き です。 しいクラ
ウドHRテク ロジーは大いに していますが、その

には体 的な 決 が 要です。企業はあら
るレ ルにおいてデータ品質を にかけ、プライバ
シーポリシーや 名ポリシーを し、 や 用か
ら従業 データを保護するための 法を に 行
しなくてはなりません。先進的な企業では、 や
、 システムの を進める で、全ての人的デー
タを にコーディネートす く バナンス ームを
しています。

かつては 務ツールでしかなかったスプレッドシート
が、 やビジネスの るとこ で 用されているよう
に、 ープル・アナリティクスも同様の れをたどって
います。アナリティクスを 用しているビジネスや組織
は、それをビジネスの 部 に み、ビジネス

を構 するための情報として 用しています。ア
ナリティクスの成 には、 期的なコミットメントと
的な投資が 要となります。

第一線の企業から得る教訓

ープル・アナリティクスの しい 割についての
として、Chevronがグローバルで世界的に通用するア
ナリティクス 能を構 したジャーニーが られま
す 15。 の の に い、同社は を
上 る や従業 一人あたりの 上を する し
い方法を しなくてはいけませんでした。この 成
に向け、企業は 生 性を 視し 的に理
するために、アナリティクスを 用したのです。

同社は の 化したHRアナリティクス・グルー
プから め、 らは本社にレポートと 準化した従業
のメトリクスを提供しました。 前は、HR専門組

織やビジネスユニット でのコミュニティ意 は く、
そのため 法、業務プロ スやその能 において大き
な らつきが生じていました。同様のレポート作成の
ために 複したデータ や 法が、異なる事
業部門で行われていました。

この問 を 決す く、アナリティクスのミッションを
のように 定 しました。 データ 用を通じ、より
ましくそして、より い人 関連の意思決定を行う
ことで、Chevronのビジネス をサポートする こ
の したビジョンは、アナリティクス・ ームを全社
的な コミュニティへと作り変え、す ての ープ
ル・アナリティクス・プロジェクトに 先 を する
グローバルプロ スの構 を しました。

その コミュニティは総 295名のメンバーからな
り、HRビジネス ートナーや専門家、世界各国から
のアナリストを含め、同社の全 要部門にわたってい
ます。アナリティクス専門家がバー ャル上で まり
フ ーラムを開 し、データ デルについての議論や、
データの共有、 術の 、 準化されたメトリク
スの 計、アナリティクス・プログラムの開発を行って
います。HRとHR のステーク ルダー 方にとっ
て非 に 要となるアナリティクス能 開発を目的と
して、 ームは社内の従業 アナリティクス リ
ュラムを開発しました。アナリティクスには、問
決能 やデータ から、可視化や 計学にまで

わたる様々なス ルが 可 とされるため、この リ
ュラムは ームメンバーの一般的な理 度や能 を
引き上 るのに 立 ます。

結果は意 深いものとなっています。 ープル・アナリ
ティクスの からたった2 で、その ームは多くの

アナリティクスプロジェクトを 行しています。同社の
ープル・アナリティクスの 法はアナリティクスプロ
ジェクトを させる時 を大幅に し、人 関連
の意思決定の 性を向上させました。すなわ 、
同社は や全社的なタレント・メトリクスレポートを保
有するに り、アナリティクス・ ームは 組織化や

についての決断や、その他 的な経 判断に
おいて広く を められるようになっています。
前の 化 デルに 、 しい デルは非 に コ
ストで され、それにもかかわら 、より多くの業
務を に ない人 と時 で 行し、30 高い生
性を 成しています。2015 、ある事業部門だけ

で100時 もの 要な報 作業を しました。

まず行うべきこと

当社の 査やコンサルティング業務では、 の8つ
を、成 する ープル・アナリティクス・プログラム開
発のために 要な要 とみなしています。

• ル ピー ル ティ
に 術的 だけでなく、 的なサ

ポートが提供される きであり、CHROや経 幹
部の 、ITからの 術リ ース 、事業に
点をあてた いリーダーを 要とする。

• な ー ー 最 的に
能が 化するにしても、 期 のアナリティ
クスには 独の ームやリーダーが取り組む き
である。 

• HR た データの
の し しはツールや

フトウェアに組み んだデータによって決まる。
一 性があり、タイムリーで なデータを使用
することが全てのアナリティクス・プラクティスで
基本となる。全てのアナリティクスにおいてデー
タ品質が に議論されるように 具体的 を
じる。HRのステーク ルダーを し、HRや
データ・ストアにわたってデータの 性や一
性を保 するためのデータ バナンスプログラム
を する。

• ティ の た
士 取得者や 計学者だけでなく、

組織全体から多くの専門 野にわたるグループを
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める。 術的 は 能の一部にす 、デー
タ 能、データ品質、事業 、データ可視化、
コンサルティングス ルは全て成 に 要な要
である。

• ティ
アナリティクスの が自らアナリティクスを行
おうと、専門家が しようとに関わら 、HRと
その他事業組織の 方に対し研 を するこ
とは大 での 用に めて 要である。
や 準ツールの 、レポートやダッシュ ード
の 準化を するための リ ュラムや ート
ナーを特定する。

• ティ ログ の2-3 の
ロー マ この投資は企業の し

いビジネス 能を構 するものであり、HR内の
術 ームだけのものではない。

• な ー を生み
出すために、アナリティクス・ ームは情報から
リューションを き、経 者や従業 はそれに
基づくアクションをとら ならない。

• データ データ データ 合
高度な ープル・アナリティクス・プログラム

は、人事、事業、 部 ースの 断的なデータ
にますます依 している。内 からの、構 化さ
れた、もしくは構 化されていないデータの 合
を すデータ が 要とされている。

この先 年にわたり、従業員行 のための ータ ース は 続け、 ータの 合が進んでいきま
す。リー ィング・ ン ニーでは、 ナリティクスはONA 、 に なる に るものとなっていくで
し う。最 的には、ピー ル・ ナリティクスは した ではなく、 全にシステムに 合され、
、 に 在するものとなるでし う。
将来的には、 ナリティクス技術により に の を することが可能となるでし う。ピー ル・ ナ
リティクス・ ログ ムには機 性があり、組 は ータの 務や従業員 ータの取 に する 、組
や従業員に する機 の開 リスクについて に に取り組 ことが必要となります。

2 ピー ル ティ ルール vs. 新 ルール

ルール 新 ルール

ープル・アナリティクスは、HR内での高度な
に 点的に取り組むHR ームとみなされている。

ープル・アナリティクスは、事業成果をもたらす
ために企業全体にわたって取り組むビジネス・ア
ナリティクス・ ームとみなされている。

アナリティクスは、リテンション、 ン ージメン
ト、学 、 用メトリクスといったHRのテーマに
点的に取り組む。

アナリティクスは、 効 、 の有効性、
性の高いリテンション、 行 、事 ター

ンなどの経 に 点的に取り組む。

組織は、より いデータ 合や品質、ツールを得
るために取り組む。

組織は、 で 合されたデータにすでにコミッ
トしており、品質や容 な を 保するための
ツールやプロ スを保有している。

ープル・アナリティクス・ ームは、人事データ
に関する な理 がある。

ープル・アナリティクス・ ームは、人事データ、
務データ、 データについての理 があり、

企業内の他の グループと関係を構 している。

ープル・アナリティクス・ ームは、HRオ レー
ション内にあってHRテク ロジーに しているか、
もしくは 能 リアに している。

ープル・アナリティクス・ ームは、上 部で
されCHROに し、全社のビジネスリーダー
のために く。

ープル・アナリティクス・ ームは、データマネ
ジメントや 計のス ルを有する 術専門家から
なる グループである。

ープル・アナリティクス・ ームは、多様な 野
にわたる で、経 コンサルティング、ビジュア
ル・コミュニ ーション、問 決に 点的に取
り組む。

ープル・アナリティクスは、 デルやデータウェ
ア ウス開発に主 を く 計学 士が かれて
いる。

ープル・アナリティクスは、ビジネスリーダーが
問 を 決する を行うコンサルティング 能
である。

ープル・アナリティクスは、従業 に 点をあて
ている。

ープル・アナリティクスは、従業 や 時 用
者を含む 全体に 点をあてている。

ープル・アナリティクス・ ームは、 ン ージ
メントのサー イデータや従業 度や組織
化に非 に 点を いている。

ープル・アナリティクス・ ームは、 ン ージ
メントの だけにとどまら 、従業 の意 を
引き出すものを理 するために組織 化 デルを
構 している。
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今日の政 ・経 情 、グローバルビジネス
においては、ダイバーシティはますます 要
となっています。インクルージョンをトップ・

プライオリティとして た幹部の数は、2014 の
グローバル・ ューマン・ ャ タル・トレンドの 査
よりも32 しています。また、 3 の に、
自社のジェンダーダイバーシティが進んでいると
する企業の割合は72 しています。 の 査
によると、自社がグローバル ル ャーの多様性を

視していると える企業は48 、また、社 の
多様な家 に対する自社の が である、
あるいは でていると える企業は69 となります。

の はビジネス ースを超えるものであり、よ
り 的な視点が められます。ダイバーシティ イ
ンクルージョンは、 や ランドや企業目的、そして
業 にも影響を与えるものとなっています。世 的に、
この への認 が高まっている（テク ロジー 業
におけるジェンダーダイバーシティや人種的ダイバーシ
ティが監視されている）だけではなく1、従業 も、

ダイバーシティ インクルージョンに対してより い意
を すようになっています。 え 、ミレニアル世代
はインクルージョンを企業 化の 部 と えてお
り、会社がどの 度自 の意 を いてくれるかの指
としています 2。 主、 、サプライ ーはい れ
も、この を 前に して 視しています。

ダイバーシティ インクルージョンに対する認 が高ま
るに い、タレントの 得と企業の 用 ランドにお
いてもその 要性はますます高まっています。多くの
企業は 性の高い事業 を従業 から められ
ています。 社 にとってインクルージョンとは、
に多様な ームを 成することだけではありません。
それは、 もが自 の意 に を けてもらえ さ
れる立場に かれるよう、各 ームメンバーを結び
けることでもあるのです 3。企業は、タレントを失わな
いように、自社のアプロー をミレニアル世代等、従
業 の期 に うものにしていく 要があるのです。

ダ ーシティ ンクルージョンは 界のどの においてもCEOレ ルの問題となってきていま
す。ネ ト ーク・ ームで いている ジタル企業は、 、 ー ンな 、 して な
働き を く しています。今やリー ィング ン ニーは、ダ ーシティ ンクルージョン
を従業員 ン ージ ント・ブ ンド・ フ ー ンス向 に する、タレント フ クルのあら
ゆる に する 的 と ています。人事が「 ク ボ クス check the box 」
的に推進するダ ーシティの 代は り、CEOが ーナーシ を ち、リーダー 経 ・中
間 理職 に する を たし、 と の との を めていかなけれ な
らないのです。

• の 査では、インクルージョンをトップ・プライオリティとして た幹部の割合が2014 の 査よりも
32 。

• ダイバーシティ インクルージョンを 要事 と している幹部は2/3超（69 ）（2014 の59 から ）。

• 自社のダイバーシティ インクルージョン取り組みの主な責任者がCEOであると報 している幹部は38 。

イ ー ティ イン ルージョン
リ リティ・
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、企業が従 の 組織に留まら 、高度
にネットワーク化されて されているという事 を
えると4、ダイバーシティ インクルージョンの
は、企業 フ ーマンスの向上に かせないものに
なってきていると えます。Deloitteやその他学術
関が行った最 の 査によると、ダイバーシティ イ
ンクルージョンが された ームの方が、よりイ
ーティ であり、 ン ージメントが高く、クリ ー
ティ であることが らかになっています 5。 フ ー
マンスの高い ームと い ームを した当社の
査からも、従業 が自らの意 を 、組織に
しようとするためには、自らがインクルードされている
と じる 要があることがわかります 6。

このように、ダイバーシティ インクルージョンは 前
にも して 目されるようになっている 、 に
は、ある き の に時 がかかり ていること
がうかがえます。CEOは、これまでCHROあるいは
ーフ・ダイバーシティ・オフィサーにこの の責任

を負わせていましたが、これからは、CEO自らがオー
ナーシップを発 し、ビジネスリーダー に責任を負

わせなけれ なりません。 は、 意 の と
化された のい れについても広く認 されつつ

あります。 際、この を取り上 、 決するため
の を組織的に取り組み めている企業もあります7。

その 決 として 最もよく行われているのは研
です。ただし、そのようなアプロー は有 であるか
もしれませんが、研 を通じて に認 を たせるだ
けでは ではありません。

企業は、構 的な変 の 行、 性のあるデータ
に基づいた リューションの 、そして、 がど
のようにして経 上の意思決定、タレントの特定、事
業成果に影響するのかを させるために、幹部に
は を受ける の立場に立って えてもらうような

けを する 要があります。

この問 の 要性はますます高まってきており、 際、
従業 やステーク ルダーからは も出 めていま
す。 研 を とした 決 ではなかなか
な効果は めません。この問 に対 するためには、

1 イ ー ティ イン ルージョン た た の 合
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一連の しいルール すなわ 、経験に基づく学 、
プロ スの変 、データに基づくツール、 性、
責任等、視点を変えるアプロー を すことが

となります。

懸念が まっている理

ダイバーシティ インクルージョンの 要性が高まった
として、ビジネスと ル ャーの変化が り な

りながら発生しているという事情があります。

1つ目の変化として、世界の政 情 により、従業
がダイバーシティ インクルージョンに になってき
たことが られます。 に関する やナショナ
リ ム、そしてテロ行 の が連日のよ
うにマスコミに取り上 られています。従
業 は自ら目や にしたことに を い
ており、そのことについて 用者に を
めるようになってきていることが、企業

から報 されています 8。ダイバーシティ
インクルージョンというビジネス・イシュー
は、 や従業 ン ージメント、公
性、人 、そして社会的公 の問 にも
関わるものとなっているのです。

2つ目の変化として、ダイバーシティ インクルージョ
ンの 要性が、 や 場において非 に 要な要
となってきていることが られます。 、自社を
グローバル企業と称する大企業は多くあります。結果
として、 、ジェンダー、世代等、あら るダイバー
シティの問 が、ビジネスシーンで 際に発生してい
るのです。また、 意 の への認 を高めるため
のプログラムが 々 してきています。

3つ目の変化としては、ダイバーシティ インクルー
ジョンが できている ームの方が フ ーマンス
が高いことが数多くの 査で らかになっている点で
す 9。 用、 進、人 開発、リーダーシップ、 ー
ム・マネジメントにおいて、多様なタレントを受容する
企業の方が、従業 一人当たりの が最大30 高

く、 性も高くなっています 10。インクルージョンや
フレ シビリティの 化が くないと、多様な人 で
構成される ームが上 く 能しないという点が
のひとつとして えられます。

4つ目の変化として、 等や 等 の問 が世
からますます 目を びるようになったことがあり

ます。2015 に Justin Trudeauー ナダ 相が
等大 を任命したことは、メディアでも大きく取り

上 られました11。 報 の 性についても た
に 目されています 12。FacebookやSalesforce等
の企業では、公に 等を大きくうたっており、
デル ースとなっています。一 を ると、
Salesforceでは、17,000名の従業 について 的

な を したことにより、 に
があることが判 しました。その

後、 をなくすために約300 ドルを投
じました13。

5つ目の変化として、 ャリア スに変化
があり、それによって と人生の 目の
問 がより 要となってきていることがあ
ります。 人の ビー ーム世代がな
かなか しなくなっている一方で、多く

のミレニアル世代は 共 きする に しており、
等な取り いを期 、要 していると われていま

す。また、 ャリアが くなるということは、世代
の いの幅が大きくなることを意 しており、そのよう
な問 に対 する取組みを めている企業も出てきて
います。 え 、ある 業者は、高 社 を か
い の地へ異動してもらうス ーバード（Snowbird）
というプログラムを開発し、 のサポートを行って
います。Michelinでは、 ワイト ラーのシニア が、

後のストレスを ら ることができるよう、 ャリ
アの幅を広 る をしています。

また、 国国立 生研究 では、 の高 者 護
のための制度を し、 が になった場合に
従業 が を変えることができるようにしてい
ます 14。

研 に留まらない しいルール 、すなわ 経験に基づく学 、
プロ スの変 、データに基づくツール、 性、 責任等、

視点を変えるアプロー を すことが となります。
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として機 を ていない 
企業が い

ダイバーシティ インクルージョンに対する 目度が上
がり、投資 も えているにもかかわら 、自社で
している状況には していない企業が多いという
向があります。当社が行ったHR 務に関する 査

によると、 的に インクルーシ な（inclusive）
ル ャーへの変 を目指しているという企業が
的多数（71 ）になりますが、 際の成 度はかなり
い状 であることが かります 15。当社の デルで

最も成 度の高いレ ル4に していたのはたったの
12 だけです 16。

問 の 性がさらに高い国もあります。 査の結果、
日本では、24 44 の 性の53 が く意思はあ
るものの を得ることができないことが かっていま
す 17。

企業は労働力が であることを 
理 することが必

のグローバル・ ューマン・ ャ タル・ト
レンドによると、ダイバーシティ インクルージョ
ンは であると えている 者は78
（39 が 相当な であると ）と
なっています。とこ が、このように関 が高
まっているにもかかわら 、ダイバーシティの成
果に対して 際に報 を関連 けている企業は
たったの6 に ません。な でし うか

えは です。ダイバーシティの を 決
するのは が くなる ど だからです。当
社が行った 査と企業インタビューによると、
各企業とも、研 だけではなく、 、 性、
個人の 責任を 視するよう してい
ることが かります。また、 用、 進、
フ ーマンス・マネジメント、リーダーシップ開
発、サク ッション、報 といったタレント・プ
ロ スにおいて 著な をなくすことにフ ー
スすることもトレンドとなっています。

え 、各企業において、 の 名化が
験的に行われています。これは、 的な響きのある
名前の応 者が 用される割合が くなる可能性があ
るからです。オーストラリアはこの 野において進んで
います。 え 、ビクトリア では、応 からの
全個人情報の を 験的に行っています 18。 用
ターンを 認して、性別、人種、 に係る 別的
があるかについて、マネージャー で する企業

もあります。

研 が 要ではないと っているのではありません。
研 はこの問 について し認 させる上で 要な
割がありますが、 後は、制度やプロ スから

をなくすことに、より 点が かれていくことになるで
し う。これは、 にプログラム的な取り組みを開
するのではなく、企業 化の にダイバーシティを
させることを意 します。自社のタレント・プロ ス
のそれぞれを し、 に る要 を し、マ
ネージャーに対して について し合うよう し、
マネージャーに責任を負わせることにより、企業は
のインクルーシ ネス（inclusiveness）へ くこと
ができるのです 19。

この1 での変化としては、 用時の と、企業
が をなくすための たなツールの使用に 点が
かれつつあることが られます。 の 査では、
自社が 意 の に対する研 において でてい

ると えている 者は20 で、
用の際にダイバーシティ イン

クルージョンを 、 ニターし
ているのは68 です。

HireVue、Success Factors、
Enteloといった ンダーの ツー
ルにより、ジョ ディスクリプショ
ンや の 点 ターンといった
マネージャーの 用 行を
ニターして、人種や ル ャー

に対する がないかを 認す
ることができます。

企業は、サク ッションとリー
ダーシップにおけるダイバーシ
ティにも 目するようになってい
ます。 、自組織において多
様なリーダーを特定し 進させる
ことについては、 である、あ
るいは でていると えているの
は、 査 者のう 71 です。
この 野に対する投資 は え
ていますが、依 として多くの
が っています。企業が む

人 が 市場にいたとしても、
ある企業でリーダーに多様性がないとすれ 、その理
を問われることになるからです。

リーダーシ の

当社では、ダイバーシティ インクルージョンはリー
ダーなら もが対 す き であると えています。
そこで、インクルーシ ・リーダーの特 として、コ
ミットメント、 、 認 、 、異 化適応
能 、 の6つを特定しています 20。企業は、リー
ダーシップ とリーダーシップ開発の に、これら
の能 を えると いでし う。

ダイバーシティ インクルージョンが企業に する
には、リーダーがプロ スと制度を変えていく 要が
あります。企業によるダイバーシティの には
性が 要となり、マネージャーには結果と自らの行
に責任を負う 要があります。また、企業においては、
ダイバーシティを定 する際、デ グラフィック・アイ
デンティティや社会的アイデンティティを超えて、広
に えることも有効となるでし う。 査によると、
企業における の最も大きな の一つとして、思
に多様性がないことが られます。 ームの で
最もイ ーティ なアイディアは思 の異なるメン
バーから生まれることはよくあることであり、そのこと
からも、リーダーやマネージャーが思 の異なるメン
バーに を けることが有効かもしれません。

第一線の企業から得る教訓
最大 行であるBMO Financial Groupでは、

意 の がビジネスに与える影響が大きいことを
認 し、ダイバーシティ インクルージョンに対して
たなアプロー をとることで先 け的 となってい
ます。同社では、 用や成果プロ スにおける に
ついて認 を高め、それを するための取組みを行
いました。これは、タレントの特定をより 的に行
い、ダイバーシティの成果を高めることができるよう

にする の一 です。同社では 前にも に対す
る認 を高めるための取組みに したことがありま
すが、 は 用等の 動に 的に取り組むことよ
り同社のコミットメントを深めようと意 しています。

そのイニシアティ には主に4つの 動がありました。
最 に行われたのはレビューで、 用と 進のプロ
ス、とりわけマネージャーに大きな のある 野に
ついて、主要なステップが 計されました。また、
に影響し得る具体的な とシステムも特定されま

した。 え が1日の わりに される場合に
マネージャーが れていたり いでいたりすると、
性 理論により が する可能性がありま

す。 は により するからです。

に、このイニシアティ では、 が生じる可能性
のある 域をなくし、マネージャーに 主 の決定
を行わせるために、 たな ントと 務 法を 計
しました。その一方で、その しい 務 法が会社に
とって 的で つビジネスにとって適切であるように
しました。

この たな 務 法はマネージャーに えられ、 ー
ムに対しては 用や フ ーマンス・レビューにおいて

をなくす方法を し合うよう びかけました。そ
の結果、この取組みでは、後にレビューを行うために
進 をトラッ ングする多くの 成 や方法が
されました。成果を る主な指 の一つに、従業
がインクルードされているという認 と、 場で自
の意 を いてもらえるという認 に対する影響があ
りました。ど らの指 にも ない上 があり、
インクルードされている認 が2 、 場で自 の
意 を いてもらえるという認 も2 となりまし
た。

研 で 視されたのは、 が生じる可能性のある
域を特定することだけではなく、マネージャーに対

して部 とともに 決 を 出すよう 先して し合
いを行うよう することでした。マネージャーは、
様々な と、それが生じ得る場 について学びます。
研 資料やツールには、Eラーニング ジュール、オ
ンライン 、1 にまとまった 資料があり、
に ーポイントがまとめられています。それらの研
や研 資料にはプラスの効果があり、高い で
のプロ スや が 用され、 ープルマネージャー

（ 理 ）の83.5 と、全従業 の1/3が、イニシア
ティ 開 から1 内に任意でEラーニング
ジュールを しました。同社では多様な人 の 用
にも 著な影響が れており、この1 で3 超

の がありました 21。

当社では、
インクルーシ ・リーダーの

特 として、
コミットメント、 、

認 、 、
異 化適応能 、 の

6つを特定しています。
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としてもう1社、英国拠点の大 行Lloyd's 
Banking Groupがあります。同グループでは、ダイ
バーシティ インクルージョンに対するイ ーティ
なアプロー をとり、グループ内の ル ャーにダイ
バーシティ インクルージョンを させるための
様々な取組みに しています。また、インクルーシ
な行動を経 の に き、 等に 先的に

取り組むことは、 らが 用している 性だけに限ら
、組織全体、そして同グループが対応するクライア
ント、 、コミュニティにとっても になると え
ています。リーダーは、2020 までに上級 の40
を 性で める、という で 性のある目 を
定しました 22。また、 用プログラムはこの目 に
うよう められました。それには、全上級 の 者
に、資 を している 性を れ、 れないのであ
れ 得 のある を行わなけれ ならないという
要 も定めています。

このダイバーシティへのコミットメントには成果が れ
ています。上級 理 として 部から 用された人
のう 性の割合は、2014 には17 でしたが、
2015 には31 となりました 23。上級 へ 進する
性の割合は26 から33 へと え 24、同グループ

はタイム の 性が きやすい企業上 50社に
れ、 を受けるに りました 25。

2015 には、ダイバーシティ インクルージョンを会
社の ル ャーに 深く させるために、す ての
ラインマネージャーが専門研 を受けました。こう
いったイニシアティ を するために、同グループの
行 会のメンバーは、ダイバーシティ インクルー

ジョンの グ クティ スポンサーとジェンダーの グ
クティ スポンサーの 方を務めています 26。

P&Gもこの 野で先 け的な となり、ダイバーシ
ティ インクルージョンに対するコミットメントを会社
の ル ャーの 深くに させています。 7
にわたって、同社は 20 ドルを投 してサプラ
イ ーのダイバーシティプログラムを し、 性や
マイ リティが経 するサプライ ー1,500社超を含
む広 で多様なサプライ ー基 の構 を行っていま
す 27。

また、同社では、 的なリーダーシップ開発 に
よって 性リーダーを 進させることにも 点をあてて
います。この の特 として、メンターシップやス
ポンサーシップの か、 場や地域特有のプログラム
等があります。これら取り組みの結果、2008 から
2013 までの に、P&Gのマネージャーのう 性
の める割合は40 から44 まで えました。その
う 28 はVPレ ル 上となります 28。

同社では、ジェンダーダイバーシティだけではなく、
がいを つ従業 の でも先陣を切っています。

リバース・メンタリングプログラムにより、上級スタッ
フは、同 が えている日々の を し、同時に、
インクルーシ な 場をどうすれ 構 できるように
なるかを理 できるようにしています。 では
当の がしっかりと 保され、世界各地の全P&G

において、全ての社 の に 要な ・
が提供されるように が されています 29。

全てのレ ルにおける 責任を高めるために、P&G
では、ダイバーシティ インクルージョンに対するコ
ミットメントを するための 報 制度を しま
した。 フ ーマンス・レビューの一 として さ
れるダイバーシティの目 に、幹部報 の10 を関連
けています 30。基準には、様々な 性に基づいた従
業 グループ（Employee Resource Group（ERG））
の グ クティ スポンサーであること、異 化メン
ターであること、そして幹部の責任 における 用
と 進があります。さらに、会社の上級 に対する
ストックオプション 与も、ダイバーシティの成果と
関連 けられています 31。

こういったイニシアティ に関して、2015 、
Diversity Incは、P&Gを、 がい者数の多い企業上

10社のう 2 に、全体的なダイバーシティの上
50社のう 7 に、グローバルダイバーシティで
8 に しました 32。そして、P&Gが各従業 独

自の を高く していることや、マネジメントの
における 性、アフリ アメリ 人、ラテン アメリ
人、アジア アメリ 人の割合が 国 を上 る
ことなどを高く しています。

まず行うべきこと
・ ト ー ー イ ー ティの

会社のトップレ ルの
で意思を 一するためにインクルージョンの を
共有する。そして、 進、 用、報 におけるダイ
バーシティに関する 基準を け、 拠を に
し、トップリーダーに責任を負わせる。

・  のた テ ロジー デー
タ ： は、アナリティクスにより、ジェ
ンダー・人種による 、報 の 、 用・ 進
における にはどのような ターンがあるのかを
特定することもできる。ダイバーシティ取組みの一
として、 名化のツールや、マネージャー
が をなくすための研 ツールを準 す きであ
る。

・  HR た ダイバーシティ インクルージョ
ンを、コンプライアンス、IT、 ュリティのような
会社インフラの一部として えるなら 、 もが
しなけれ ならないことであり、す てのライン
リーダーが自 事として える きことである。ダ
イバーシティ インクルージョンは、経 の責任

に含まれるものであり、HR の責任 であ
ると づけてはならない。

・  グロー ルな グローバル化する企業
が えるにつれ地域的なダイバーシティの 要性も
す。ダイバーシティ インクルージョンの具体的

な は地域によって大きく異なる 向があり、地
域によってその従業 の関 や 事 も異なる可
能性が高くなる。

従来のダ ーシティ ンクルージョンの は変 にあり、このトレンドは加速化すると思われます。
従業員が変化を め、ダ ーシティが 界的に大きな を びるにつれ、 間企業の は大きくなって
いくでし う。また、 ビーブーム 代の くが 化しているため、ダ ーシティ ンクルージョンの
を職場のシニ に拡大するニーズも まっていきます。 ンクルーシブな企業では、人 用の仕 が変
わり、業務に用いる 的な も変わってきます。
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2 イ ー ティ & イン ルージョン : ルール vs.新 ルール

ルール 新 ルール

コンプライアンスと ランドが 先され、ダイバー
シティはあくまでその 点でのレポートの一 目
であると づける。

ダイバーシティ & インクルージョンはCEOレ ル
の 先事 であり、す てのレ ルのマネジメン
トにおいて 要 目であると づける。

ワークライフバランスは従業 が 理す き
であり、企業はその一部を する。

ワークライフバランス、家 、個人の はい
れも ンプロイー・ クス リ ンスの一 として

づける。

企業では、性別、人種、国籍、 といった 性
により定 される特定 が多数 しているか
かでダイバーシティを する。

企業は、 用、 進、報 等のタレントマネジメ
ント全てにおいて、ダイバーシティ & インクルー
ジョンが されているか、 がないかを
する。

ダイバーシティは、性別、人種、デ グラフィッ
ク的な いにより定 される。

ダイバーシティは、 思 の多様性 の を含
む、より広 な において定 されるもので、
自 、LGBT等も対 となる。

リーダーは、 と経験に基づき 進する。 を して、内 する があるかの
認が行われる。リーダーの 進は、インクルーシ
な指 に基づく。

ダイバーシティ&インクルージョンは、 、研
等のプログラムである。

ダイバーシティ&インクルージョンは の域を超
え、業務プロ スで をなくすことや、リーダー
にインクルーシ な行動に対して責任を負わせるこ
とである。

企業ではダイバーシティ対 の進 を定期的に報
する。

企業では、マネージャーを相 する 基準
により、インクルーシ ・ ル ャーの構 に対し
てマネージャーに責任を負わせる。
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過 数 にわたり当社では、 の
の について記してきました。2013 に
は、トレンドの一つのとして オープンタレン

ト コ ミー を提 し、バランスシート の 用、
タレントプラットフ ーム、クラウド ーシングの
について記載しています 1。また2015 には、 タレン
トとしての人 能： ではなく に関するトレ
ンドや、ロ ティクスとコグニティ コン ューティン
グの能 大による業務の 構 について特 してい
ます 2。最後に は、 グ・ コ ミー： なる
か、 的 か を発 し、このような 術が

共有・連 された におけるタレントマネジメン
トの 点と について記載しています 3。

2017 においては、これらの変化に、より 点があ
たるようになり、問 の 性がさらに高まってきて
います。自動化、コグニティ コン ューティング、ク
ラウドワー ーは、 そして い の の
を全く うものにする ラダイムシフトを生んでいま

す。各企業ではコグニティ システムとロ ットのメ
リットを 受す く業務（jobs）の 計を開 して
います。また、当社では、 事について 本質的な人

のス ル をめ って え す 会であると えて
います4。2017 、業務の自動化がますます進む
につれ、企業ではコグニティ ツールを 験・ す
ると同時に、それらのツールを使う人 の に大
きな を くなど、 トの 割の しを えるこ
とになるでし う。

拡張される労働力のための業務の見直し

各業務がどのように変わり、適応化し、または し
ていくのかという問 は、業務デザイン上の意思決定
です。 え 、業務のどの部 を自動化された へ
きかえるのか、業務をより容 に、 理能 を上
ることができる を 用して、 者を す
るのか、AIとロ ティクスが、 スタマー・ クス リ
ンス、サービスの質、 ランドに対してどのような

影響があるのか、 合会社がAIやロ ティクスを
全に 証するまで自社での は える きか、等の
決定が られます。

、業務における 人 的 が たに 目され
ています。Oxford Universityの 査およびO Net

コネクティビティやコグニティブ技術の加速化により、仕事の性質は変わりつつあります。AIシステ
ム、ロボティクス、コグニティブツールが洗練化するにつれ、ほぼ全ての業務が見直され、いわゆる
「拡張される労働力」というものが生まれています。このトレンドが加速するにつれ、企業では、業
務設計、仕事の体系化、および将来の成長に向けた計画を見直す必要があります。

• の 査において、自社の にコグニティ 術とAI 術をフルに したか、それらの 用に大きな進
があったと した企業は41 。

• イロットプログラムを と した企業は34 。

• これに対して、人、ロ ット、AIといった がともに けるよう、 理する準 ができていると したグ
ローバル企業は17 のみである。これは、ここ5 におけるグローバル・ ューマン・ ャ タル・トレンド
査のトレンドの で最も い である。

の
拡張される労働力
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用データ ースに基づく当社の 査によると、作業
が自動化されている一方で、業務の 本質的に人 的
な部 の 要性がより高まっています 5。共 、コ
ミュニ ーション能 、 得 、 ー ナルサービス
、問 決 、 的な意思決定といったス ル
の がこれまで 上に高まっています。AI、コグニ
ティ コン ューティング、ロ ティクスの 影響につ
いて大 さに われることもありますが、これらの
なツールは、 たな 用を 出し、生 性を高め、
従業 が業務の人 的 に できるようにする
効果もあります。これにより業務デザイン で たな
問いも生まれてきます。 、企業は、組織、業務、
従業 に関するこれまで てきたような意思決定の
期的、 期的影響のバランスを取りながら、どのよ

うにして自動化による総 を最大化できるのかとい
う問いです。

当社がクライアントの皆様と した 査と議論によ

ると、自動化（そしてクラウド ーシングの 用）は、
に行え 、生 性、従業 の ン ージメント、

に対して大きなプラスの影響をもたらしうる
ことが っています。 え 、Amazon.comでは、
自動化を効果的に 用することにより、 リデーシー
ン の 理とス ード の を 大する一
方で、従業 へのトレーニング時 を らし、業界最
高の 用主 ランドの1つとして 判を していま
す。

企業の現在の立ち位置は？

当社の 査によると、 とんどの企業がこの 本的変
化の にあることが かります。

のグローバル・ ューマン・ ャ タル・トレンド
査において、AIとロ ティクスの プロ ス

であるという企業は31 、一部の 域で 験的に
しているという企業は34 です。また、 全に自動

1 ロ ティ コグ ティ コンピューティング AI た た
の 合
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化したか、この 野において非 に進んでいると
した企業は10 です。

深いのは、これら の のシナリオの影響
を企業に質問したとこ 、 用数を らすという企業
は20 だけであったことです。 とんどの企業（77 ）
は、テク ロジーを 用するための人 を するか、
人 のス ルを上 く 用するよう業務の 計を行
うとしています。

クラウドワー ー、 社 、人 の デルを 用
する計 について質問したとこ 、 にかなりの
がありました。 の に対するこれらの し

い人 デル において、企業 の準 が とんどで
きていないのです。バランスシート の人 の 用が
この先3 5 の にかなり えると える企業が
66 であるのに対し、 時的な のマネジメント
が できていないという企業は49 で、55 にお

いては、クラウド ーシングを一切 用したことがな
いか、その 用方法が からないとしています。つま
り、 の の要 にはビジネスリーダーの で
理 されているものもありますが、 だ なも

のもあるのです。

らかなことは、このテーマに対する関 が に高
まっているということです。このトレンドが の 先
事 であると した経 幹部レ ルの 者は6
だけですが（これは、市場における がどの 度で
あるかを していると思われます）、26 はこの先3

5 の に 要になると えています。これは
400 の であり、 にあった動きの でも最も

しいものの一つです。
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労働力の未来に向けた足並みのズレ

従業 から、（テク ロジーとクラウドワー ーの
方により） される へのシフトは、 い

する ューマン ャ タルトレンドの の
でも大きなものの一つです。業務とは か（ ャリア
に関するあら る意 合いを含む）、 事とは一体
なのか、従業 の研 と 出はどのように行うのか、
場をどのようにデザインするのか、というこれまで

の を すものでもあります。そして、どのような
業務を トが行い、どのような業務を が行うかに
ついての従 からの を し、 トが関わる き

を 定 することになるのです。

ロ ティクス 術の 用は い ースで行われていま
すが、企業 において自動化に関する しいス ルの
得や業務 計を行う能 は だに い いていま

せん。自社が、 たなロ ティクスやコグニティ や
AIに対応するために 要となるコン テンシーフレー
ムワークの 理、それらテク ロジーに取って代えら
れる従業 の 、そしてそれら ツールを する
ための従業 の しいス ル 得に関して、 いと
したリーダーは、 査対 者の約 数にも びます。

タレント、テクノロジー、 
職場の見直し

当社の 査から らかに かることは、デジタル時代
の しいルールとして、 に対するビジョンの
大、自動化（またはアウト ース化）が可能な作業や
人 のス ルの たな 割の 、 スタマー・ ク
ス リ ンス、 ンプロイー・ クス リ ンス、 用
主としての 提案の 視が られます。 え

場を自動化しつつ、 しいス ルの 得と 業
会を に与えていない企業は、その ランドに が
く可能性があります。また、一定の社会的・政 的
を じる可能性もあるでし う。AT&Tのタレント

マニフェストでは、従業 自 が 的に しいス
ルを 得するよう しています。これは、人 を
にして自動化を行う企業の有効な となります7。

当社では、タレント、テク ロジー、 場の組み合わ
せについて、 のような多様な から しが行わ
れていくことを 定しています。

3 た な

に ていい

の 合

タレントプログ
て ド ーシング

グ・ ー タレントシ ング・
ー ース

スキル い
ャ プ

ト ーシング
ートタイ に
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• 業務のどの部 を自動化することができるか そ

れらス ルに関する人的 は か

え 、 日の 行 では、 に取引の 理を

行うだけでなくアドバイスや を行っており、

クライアントに対する を高めている。

• どうしたら人 がテク ロジーやツールを使いこ

なすためのス ル 得やトレーニングをより く

行えるか トレーニングなしで使いこなすこと

のできるテク ロジーをどのように 計すれ よ

いか

• 業務や各作業はどこで行われる きか 対

応や、 品・サービスの 計・開発においてどの

度の物理的な さが められるか

• 時 とコストを 約し、質を向上し、 用上のフ

レ シビリティと 理能 を上 るためには、ど

のように各業務をクラウド ーシングすれ よい

か また、どのように 時、フリーランス、 グ・

コ ミーの人 を 用すれ よいか

• 場をデジタル化し、よりオープンで 的な

にしつつも、成 や発 、 事に できる

会を与えるにはどのような 場デザインを行え

いか 多くの 査により、 フ ーマン

スの最も高い ーム（およびリーダー）は、社内

で最も な人 関係を いている人 であ

ることが かっている。自社には、従業 同士

の会議や を 進する、オープンで 的な

物理的またデジタルなス ースが にあるか

• 業務、人 、 場に関する複数 （3 5 ）

にわたる 的計 と、 の要 計 定（

人 数）の 能を進化、もしくは すること

により、クラウド ーシング、自動化、ロ ティ

クス 用の 等のシナリオをより詳細に す

るにはどのようにしたら いか

• 自社の組織および業務デザイン能 はどの 度

か がどのようにして各ファンクションの

界 を えて 能し、人 が 業務 から 事

へ、そして なる業務 行 から 共 を要

する業務 へと 行することができるか 本レポー

トの ープル・アナリティクス と 組

織 の 方の において しているように、各

タスクが自動化するにつれて、組織ネットワーク

や 性のあるネットワーク を可能とす

る ツールにより、生 性向上を 進する可能性

のある業務フローを特定することができる。

4 ロ ティ コグ ティ コンピューティング AI た な の

ロ ティ ス グニティ ンピューティング
に ンピテンシー デル

レー ー

ロ ティ ス グニティ ンピューティング
いスキル

ロ ティ ス グニティ ンピューティング
に て

ロ ティ ス グニティ ンピューティング
スキル

ロ ティ ス グニティ ンピューティング
に

合

い に てい
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人間と機械の境界の見直し

の 能が に進 していることは に報 さ
れています 9。とりわけ、 準的なルールとロジックに
従う業務や作業において、ロ ットとコグニティ
術は に進 しています。結果としてビジネスリー
ダーやHRリーダーに き けられた の 要性が
していきます。つまり、本質的に人 が う き業
務は であるかという問 について たる理 を
もった上で、 事、従業 、 場の を 計、
、 理するということです。

HRリーダーは、クリ イティ な思 や 理的 と
いった本質的に人 が行う きス ルと、 で対応
可能な非本質的タスクとの いを定 することに 点
を く 要があります。これには、組織レ ルと個人
レ ルの 方で、 ャリアの しや、 たな き方、
たな学び方の 計を行うことが要 されます。英国
においてDeloitteが行った 査によると、 の

には 術ス ルと、より多目的なス ル、 え
問 決ス ル、クリ イティビティ、 ーシャルス
ル、 の 能指数といったものとのバランス が
要になることが かっています 10。

この業務に関して当社からアドバイスしているテクニッ
クの一つとして、デザイン思 と、ジャーニーマップの
作成があります。

ジャーニーマップとは、 際の業務と、関連するツー
ル、人 、情報の 要をまとめ、 として記 した
もののことです。この種の は、業務デザイン 当

者が、作業のう アウト ースすることができるのはど
の部 で、人 の共 を高め、さらに 用すること
のできるのはどの部 であるかを理 する上で効果的
です。

これには、 AI時代の 者と 者 （ ：Only 
Humans Need Apply）においてTom Davenport
および Julia Kirbyが しているように、 とは、

人 と がそれぞれどのように 能しているか
を出発点に、その つが することにより業務を
らすことではなく、深みを す方法を えることであ
る という認 が 要となります 11。

の は しており、企業はこの 的な 会
を受け れる 要があります。これら変化の要 は
化していき、 の い企業はどんどん れをとって

いくことになると当社は えています。 動の い企業
は、生 性向上、イ ーティ な 品・サービス、そ
して 関係を 進するために とクラウドワー
ーを最大限 用する方法を していくからです。

第一線の企業から得る教訓
Amazonでは高度の 術を 用していますが、
これは、ロ ティクス、コグニティ コン ューティン
グ、 な人的 を 的に組み合わせて最大
の効 性と生 性を得る一方で、 たな 時 用と

用を 出する い となります。

同社では、 リデーシー ンの 要 大に対応するた
めに を約40 やしました。これは、 時
用約120,000人にあたり、ロ ティクスとコグニティ

術の 用により 期 で研 を行うことが可能と
なりました。自動化された研 、 スマート テー
プ・ディス ンサー、 レットロ ットといったツール
により、研 が6 から2
日にまで されたので
す 12。 的 記や
といった作業がテク ロジー
により自動化されることで、
人 のス ルを要する業務を
時的な従業 が 期 で
得できるようになるのです。

さらに、これら のイ
ーションは、 時的な の 性が得られるだ
けではなく、 用も 出します。 、Amazon
では、期 者のう 14 の 用を しました。
その理 の一つとして、 された がより多くの

者を要することが られます 13。これらの ン
ターでは、より多くの を 理できるようになるた
め、総数ではより多く従業 が 要となるのです。

これら 事が発生するのは、 取引の による
ものです。そして、 取引そのものも の 術
進 の 物です。 取引が一部の業界の 者
を代替すると した人もいましたが、 際には 用
出を行っています。その一 として、Amazonは

2016 だけで たな を26も したことが
られます 14。

こうした と人 の 的な関係に関する 的な
方は、 の様々な事 においても らかです。

え 、 行 当者が行っていた作業をATMが行
うようになって40 を経た 、テク ロジーがます
ます 用されているにもかかわら 、 行 数も
数も えており、その業務は多様化しています。 国

におけるATMの数は 約400,000 ですが、
行 当者の数は え け550,000人超にまで上
ります 15。様々なテク ロジーや 業で たような変
化が きてきています。 え 、バーコード み取り
とレジ 当者、あるいは 証拠開 と ラリー
ルが られます 16。

まず行うべきこと
• た の

組織に対して、業務を すだけではなく、
その業務を最もうまく するために 用す き
人 とテク ロジーの の組み合わせを す
ることを める。

• の これには、社
内 方の を含み、様々な の 約社
、クラウドワー ー、コン などが含まれる。
タレントプラットフ ームの は に成 して
おり、これらを通じて 社 をいかに でき
るかを理 することは、HRとビジネス部門のい
れのマネージャーにとっても 要な能 となる。

• の の これ
には、 の を 用することでより多くのタス
クを 行し、人的 を するロ ティクス、
コグニティ 、AI 術のす てが含まれる。ビジ
ネス部門と連 し、HRは、ロ ティクスとAIの

な変化に する業務 計のリードを
することができる。

• の の
業務、人 、 場に関する

複数 にわたる 的計 は、 のシナリオ
を する上で たなタレント グメントやテク

とりわけ、
準的なルールと

ロジックに従う業務や
作業において、ロ ットと
コグニティ 術は
に進 しています。

の は
しており、

企業はこの 的な 会を
受け れる 要があるのです。
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ロジーを することになる。このプロ スは、
の要 計 とは切り して えることを視野

に れる。

• 新たな
の ュー ョン さ

れる の が事業 と一 し、ビジネ
ス部門、HR、その他の部門がフルに するよ
う する。これには、 しい き方について
験を行い、組織のサイロを えて をする
要が生まれることが 定される。

• の な の キル
も も、問 決、クリ イ

ティビティ、プロジェクト・マネジメント、リスニ

ング、 ラルおよび 理的な意思決定は全て本
質的に人 ならではのス ルであり、す ての組
織において 要となるものである。 の
を計 する際は、それらの 期的な人 のス ル
のニー を する きである。

• の 業務、従業 、
場に対して しつつある変化の や

を えると、ビジネス、HR、IT、 、 務の
各部門を合わせて企業の の や
される のロードマップを えることが
となる。この計 には、タレント、トレーニ

ング、コミュニ ーション、リーダーシップ、 ル
ャー、組織的影響に関する 行可能な
を り む 要がある。

今年のレポートにおけるトレンドの中でも、「労働の未来」は、この先5年間で最も早いペースで加速化する可
能性があります。これは純粋にテクノロジーの進化の中で今私たちがどこにいるのかという問題です。Moore
の法則ができてから50年を経た今でも処理能力とコンピュータの能力は飛躍的な成長を続けており、ロボティ
クスと機械学習の進化の推進力となっています。コグニティブツールの拡張と、場合によっては知的業務の代
替というトレンドは加速化し続け、広く展開、採用されるようになります。仕事、従業員、職場といった未来の
問題が、近い将来、HRとビジネスリーダーの懸念事項と課題の大半を占めることになったとしても不思議では
ありません。この課題に立ち向かうには、クロス・ファンクショナルな検討、取り組み、協働が必要となりま
す。

5 の : ルール vs. 新 ルール

ルール 新 ルール

と人 能が 事を う（代替）。 業務と作業は、より本質的な人 ならではのス
ルを 用するよう 計され、テク ロジーによ
り される（ ）。

社 が主な人 供 である。 約社 、 グ・ コ ミーの い 、クラウド
ワー ー、コン などを通じて一連の人 を 用
することができる。

要 計 では 社 とス ル要 を 視する。 要 計 は 事を 点に され、複数の
とテク ロジーの から を する。

業務（jobs）は定まったス ル要 で 的 定
されている。

ス ルが 化する期 が くなり け、 事は
え 作り替えられていく。

業務と ャリア スが 事と従業 の 幹をなす。 プロジェクト、アサイメント、出 期 が 事の
構成要 であり、 ャリアとはプロジェクトや経
験により構成されるポートフ リオである。

ロ ティクスとコグニティ 術は ITのプロジェク
トである。

人とテク ロジーの 合は 域を 野 断マ
ターとして行われる。

自動化におけるHRの 割は、 ェンジマネジメ
ントと の 行に することである。

HRは、業務の 計を 化・組織化し、
される をトレーニングする 的 割を有
する。

事を構成する基礎的要 は、従 する
ジョ ディスクリプション により定 された
務 である。

事の構成する基礎的要 は タスク であり、
タスク の が 務や 割となる。
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ability to weave together the efforts and perspectives of the many country champions, authors, and 
subject-matter experts involved in producing this global report. 

Jen Stempel, Bernard van der Vyver, David Mallon, and Luke Monck for sharing your experience 
and insight. Your willingness to engage in debate helped us shape the themes of the report. 

Elizabeth Chodaczek, Alejandra Arrue, Mia Farnham, Anna Martin, and Lauren Shevlin for man-
aging all the many details of such a complex undertaking.

Junko Kaji, our editor extraordinaire; Sonya Vasilieff and Troy Bishop on the Deloitte University 
Press design and media teams; and the rest of those at Deloitte University Press who helped to create 
this insightful and beautiful publication. 

Katrina Drake Hudson, Christy Hodgson, and Laura Elias for leading our innovative marketing pro-
gram and helping us adopt the new rules of the digital world in our own work. Thanks as well to Melis-
sa Doyle, Susan Ostaszewski, Stephen Soyland, and Lesley Stephen for managing the global public 
relations program.

Ankita Jain, Udita Arora, Mukta Goyal, Shivank Gupta, and Maansi Pandey for leading our research 
efforts and managing a global survey with more than 10,000 respondents in multiple languages. Many 
thanks and much appreciation to the research team: Saylee Bhorkar, Diptarka Chakraborty, Srishti 
Dayal, Garima Tyagi Dubey, Karan Gurung, Rachit Jain, Swati Jain, Ashish Kumar Kainth, Harsh 
Khandelwal, Navti Narang, Sangeet Sabharwal, Sonia Sharma, Goral Shroff, and Manan Vij. 

And finally, a special thank you to Brett Walsh, leader of our global Human Capital practice, and Jason 
Geller and Erica Volini, the leaders of our US Human Capital practice. We are grateful for your support 
and guidance every step of the way in producing this report.
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BERSIN BY DELOITTE RESEARCH TEAM, CONT.

Robin Erickson, vice president, talent acquisition research, 
Bersin by Deloitte, Deloitte Consulting LLP

o in ric son ocuses on talent ac uisition  engagement  and retention research  here she dra s on 
her deep e perience in talent strategies consulting and related research or Deloitte’s Human Capital 
practice  ric son holds a doctorate rom orth estern ni ersit  in organi ational communication 
and change  a master’s degree in communication rom orth estern ni ersit  a master’s degree in 
theolog  rom orthern eminar  and a achelor o  arts degree rom the ni ersit  o  Chicago

Stacia Sherman Garr, vice president, talent management 
research, Bersin by Deloitte, Deloitte Consulting LLP
Stacia Sherman Garr is responsible for research on human resources, talent strategy, integrated talent 
management, performance management, career management, diversity and inclusion, employee 
recognition, competencies, and workforce planning. Garr holds an MBA from the University of California, 

er ele  a master’s degree rom the ondon chool o  conomics  and achelors’ degrees in histor  and 
political science from Randolph-Macon Woman’s College.

Dani Johnson, vice president, learning and development 
research, Bersin by Deloitte, Deloitte Consulting LLP
Dani Johnson has spent the majority of her career writing about, conducting research in, designing, and 
consulting on human capital practices  Johnson led the Human esource Competenc  tud  ith the 

ni ersit  o  ichigan and si  other pro essional organi ations around the orld  and co-authored the 
resulting book, HR Competencies: Mastery at the Intersection of People and Business ociet  or Human 
Resource Management, 2008).

Christa Manning, vice president, HR solution provider 
research, Bersin by Deloitte, Deloitte Consulting LLP  
Christa Manning helps businesses align their workforce support strategies with the right third-party 
software, service partners, and governance models. She also helps solution providers map their 
capabilities and go-to-market activities to solution users’ needs. Manning holds a bachelor’s degree in 

nglish rom arnard College  Colum ia ni ersit  incorporating studies at ni ersit  College  ni ersit  
o  ondon  she also holds a master’s degree in nglish rom the ni ersit  o  assachusetts  

Jeff Mike, vice president, human resources research, 
Bersin by Deloitte, Deloitte Consulting LLP 
Je  i e came to ersin  Deloitte rom PA  nternational  here he as head o  human capital  He 
has also been a faculty member in human resources development at Al Akhawayn University, Morocco. 

i e holds a achelor’s degree in nglish literature rom the ni ersit  o  Washington and a master’s 
degree in organi ational de elopment and strategic human resources rom Johns Hop ins ni ersit   

Denise Moulton, mid-market HR and talent research leader, 
Bersin by Deloitte, Deloitte Consulting LLP  
Denise oulton has se eral ears o  practitioner e perience ocusing on talent ac uisition  talent 
management  and human resources operations  Pre iousl  she as a talent ac uisition leader at 
Has ro  nc  here she pro ided recruitment management or glo al and commercial usiness 
units  oulton holds a achelor o  arts degree rom the ni ersit  o  hode sland and is a certified 
Internet recruiter.

BERSIN BY DELOITTE RESEARCH TEAM

David Mallon, head of research, Bersin by Deloitte, Deloitte Consulting LLP
As head o  research or ersin  Deloitte  Da id allon sets strateg  ensures high- ualit  e orts  
and dri es continuous inno ation among ersin  Deloitte’s research team  He is the ormer ste ard 
for Bersin by Deloitte’s learning and development research practice and has been the primary force 

ehind its or  in continuous learning  learning cultures  high-impact learning organi ation maturit  
and learning management s stems  He is also central to de eloping thought leadership related to H ’s 
operating models  go ernance  and the e olution o  e  roles such as the H  usiness partner  

Candace Atamanik, talent management research leader, Bersin by Deloitte,  
Deloitte Consulting LLP
Candace Atamanik’s research focuses on talent strategy, talent management, performance 
management, and competencies. Atamanik has a BS in psychology from Pepperdine University and 
an  in industrial and organi ational ps cholog  rom lorida nternational ni ersit  he as also a 
PhD candidate in industrial and organi ational ps cholog  at lorida nternational ni ersit

Madhura Chakrabarti, people analytics research leader, Bersin by Deloitte,  
Deloitte Consulting LLP
Madhura Chakrabarti has a bachelor’s degree in psychology from the University of Delhi and an MA 
and PhD in industrial organi ational ps cholog  rom Wa ne tate ni ersit  ichigan  Pre iousl  
Cha ra arti or ed at Dell and ord otor Compan  in arious roles spanning people anal tics  
employee engagement, and pre-employment assessments.

Vikram Datta Choudhury, India leader, Bersin by Deloitte, Deloitte Consulting LLP

i ram Datta Choudhur  leads Deloitte’s e orts in ndia to create research content or ersin 
 Deloitte mem er organi ations  e ore his current role  he headed research initiati es at 

People Matters  a leading human capital maga ine in ndia  and spent more than si  ears at the 
Corporate ecuti e oard  first as a researcher and then as an account manager  Choudhur  
holds a postgraduate degree in international usiness rom Delhi ni ersit  and is also a ualified 
civil engineer.

Janet Clarey, learning and development research leader, Bersin by Deloitte, Deloitte 
Janet Clare  ocuses on the areas o  learning culture  high-impact learning  organi ation maturit  
and learning technolog  he holds a A in communications rom the tate ni ersit  o  e  or  at 
Oswego and a master’s degree in instructional design for online learning from Capella University. She 
has also completed coursework toward a doctorate from Syracuse University in instructional design, 
development, and evaluation.

Andrea Derler, leadership and succession research leader, Bersin by Deloitte,  
Deloitte Consulting LLP
Andrea Derler holds a doctoral degree in economics leadership and organi ation  and a master’s 
degree in philosoph  Prior to oining ersin  Deloitte  she colla orated closel  ith organi ations 
in the nited tates as ell as urope to conduct practice-oriented leadership research  acilitating 
leadership de elopment e orts in a ariet  o  industries  

Bersin by Deloitte delivers research-based people strategies designed to help leaders and their orga-
nizations deliver exceptional business performance. A Bersin by Deloitte membership gives HR pro-
fessionals the information and tools they need to design and implement leading-practice solutions, 
benchmark themselves against others, develop their staff, and select and implement systems. A piece 
of Bersin by Deloitte research is downloaded on average every minute during the business day.
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GLOBAL HUMAN CAPITAL LEADERS

HUMAN CAPITAL COUNTRY LEADERS

Global Human Capital leader 
Brett Walsh
Deloitte MCS Limited
bcwalsh@deloitte.co.uk

Global Organization Transformation  
and Talent leader 
Dimple Agarwal
Deloitte MCS Limited
dagarwal@deloitte.co.uk

Global HR Transformation leader 
Michael Stephan
Deloitte Consulting LLP
mstephan@deloitte.com 

Global Actuarial, Rewards, and Analytics 
leader 
Darryl Wagner
Deloitte Consulting LLP
dawagner@deloitte.com 

Global Employment Services leader 
Nichola Holt
Deloitte Tax LLP
nicholt@deloitte.com

Global Human Capital leader, Marketing, 
Eminence, and Brand 
Jeff Schwartz 
Deloitte Consulting LLP 
jeffschwartz@deloitte.com 

Americas
Heather Stockton
Deloitte Canada
hstockton@deloitte.ca

United States
Erica Volini
Deloitte Consulting LLP
evolini@deloitte.com 

Canada
Jeff Moir
Deloitte Canada
jmoir@deloitte.ca

Chile
Jaime Valenzuela
Deloitte Audit y Consult.
jvalenzuela@deloitte.com

Mexico
Tomas Fernandez 
Deloitte Consulting Mexico
tofernandez@deloittemx.com

AMERICAS

Argentina
Leonardo Pena
Deloitte & Co. S.A.
lepena@deloitte.com

Brazil
Roberta Yoshida
Deloitte Consultores
royoshida@deloitte.com

Colombia and Peru
Alejandra D’Agostino
Deloitte & Touche SRL
aldagostino@deloitte.com

Costa Rica
Paula Lenero 
Deloitte & Touche S.A.
plenero@deloitte.com

Dutch Caribbean
Maghalie van der Bunt
Deloitte Dutch Caribbean
mvanderbunt@deloitte.com

Ecuador
Roberto Estrada
Andeanecuador Consultores
restrada@deloitte.com

AMERICAS (CONT.)

Panama
Jessika Malek
Deloitte Consultores
jmalek@deloitte.com

Uruguay, LATCO
Verónica Melián
Deloitte SC
vmelian@deloitte.com

Asia Pacific & China
Jungle Wong
Deloitte Consulting (Shanghai) Co. Ltd,  
Beijing Branch
junglewong@deloitte.com.cn

Australia
David Brown
Deloitte Touche Tohmatsu
davidbrown@deloitte.com.au

India
Gaurav Lahiri
Deloitte India
gauravlahiri@deloitte.com

Japan
Akio Tsuchida
Deloitte Tohmatsu Consulting LLC
akitsuchida@tohmatsu.co.jp

ASIA PACIFIC

Korea
Eric Seok Hoon Yang 
Deloitte Consulting
seoyang@deloitte.com

New Zealand
Hamish Wilson
Deloitte
hawilson@deloitte.co.nz

Southeast Asia
Mark Maclean
Deloitte Consulting Pte Ltd
mmaclean@deloitte.com
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EMEA
Ardie Van Berkel
Deloitte Consulting BV
avanberkel@deloitte.nl

United Kingdom
Anne-Marie Malley
Deloitte MCS Limited
amalley@deloitte.co.uk

Africa
Abrie Olivier
Deloitte Consulting Pty
aolivier@deloitte.co.za

Austria
Christian Havranek
Deloitte Austria
chavranek@deloitte.at

Belgium
Yves van Durme
Deloitte Consulting
yvandurme@deloitte.com

Central Europe
Evzen Kordenko
Deloitte Advisory s.r.o.
ekordenko@deloittece.com

CIS
Gulfia Ayupova
CJSC Deloitte & Touche CIS
gayupova@deloitte.ru

Cyprus
George Pantelides
Deloitte Ltd
gpantelides@deloitte.com

Denmark and Nordics
Filip Gilbert
Deloitte Denmark
fgilbert@deloitte.dk

Finland
Eva Tuominen
Deloitte Oy
eva.tuominen@deloitte.fi

EUROPE, MIDDLE EAST, AND AFRICA

France
Philippe Burger
Deloitte Conseil
phburger@deloitte.fr

Germany
Udo Bohdal-Spiegelhoff
Deloitte Consulting GmbH
ubohdal@deloitte.de

Ireland
Valarie Daunt
Deloitte & Touche
vdaunt@deloitte.ie

Israel
Zohar Yami
Brightman Almagor Zohar & Co.
zyami@deloitte.co.il

Italy
Lorenzo Manganini
Deloitte Consulting SRL
lmanganini@deloitte.it

Kenya
George Hapisu
Deloitte Consulting Ltd
ghapisu@deloitte.co.ke

Luxembourg
Basil Sommerfeld
Deloitte Tax & Consulting
bsommerfeld@deloitte.lu

Middle East
Ghassan Turqieh
Deloitte & Touche (M.E.)
gturqieh@deloitte.com

Netherlands
Petra Tito
Deloitte Consulting BV
ptito@deloitte.nl

Norway
Eva Gjovikli
Deloitte AS
egjovikli@deloitte.no

EUROPE, MIDDLE EAST, AND AFRICA

Poland
Michał Olbrychowski
Deloitte Business Consulting S.A.
molbrychowski@deloittece.com

Portugal
José Subtil
Deloitte Consultores, S.A.
jsubtil@deloitte.pt

Spain
Enrique de la Villa
Deloitte Advisory, S.L.
edelavilla@deloitte.es

Sweden
Jonas Malmlund
Deloitte Sweden
jmalmlund@deloitte.se

Switzerland
Myriam Denk
Deloitte Consulting Switzerland
mydenk@deloitte.ch

Turkey
Tolga Yaveroglu
Deloitte Turkey
tyaveroglu@deloitte.com
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HUMAN CAPITAL JAPAN LEADERS

ート ー  Jun Tsuboi

関 オフィス ューマン ャ タルサービスリーダー
主に関 リアのクライアントに対し、組織・人 マネジメントに関するコンサルティングサー
ビスを提供している。M&A における組織人事 定、事業 に資する要 ・人
マネジメントの最適化 立案、人 成の 期化による人 の 化・高度化 立案、
人事 制度構 、組織 等、 な を有する。

ート ー  Naoto Furiya

10数 に り、 、東 アジア、 国等において、日 企業が 地で くための組
織、人 マネジメント 化を に 。組織 から 地幹部の 成と 地化 進、要
・人 理の適 化、 のある人事制度の 計、 務・ 場 理等を幅広く け
ている。2014 より 国に出向。

ディ ター  Seiichi Yamamoto

部 的に 資化する日本企業のグローバル化を成 させるための まだらメ ッド を開発 。
主な著 に、 世界 準の 事術 （日本 業出版社）、 グローバルリーダー開発シナリオ
（共著・日本経 出版社）、 グローバル人 マネジメント論 （東 経 報社）等。ダ
イ ンドオンライン、日経ビジネスオンラインにて連載 。

ディ ター  Heihachiro Shoda

日本企業本社主 による人事グローバル化 に 従事している。また、 20 上
にわたる経験を かし、 国を とした 各国における日 進出企業の人、組織 域に
おけるアドバイザリーサービスを提供している。報 、 ネフィット、タレントマネジメント、
ェンジマネジメント、人事組織 能デザイン、M&A 野で な経験を つ。

ディ ター  Hiroshi Terada

日 企業の人事のグローバル化において本社・ 拠点の からクライアントを する
な経験を有する。主な 域として、グローバル人事 定・ 行、グローバル リー

ジョナル人 マネジメント、リーダーシップ開発およびサク ッション、グローバル人事 バナ
ンス、グローバル人事 に う ェンジマネジメント、 拠点の組織・人 マネジメ
ント 、および本社の人事・人 のグローバル化等がある。

ート ー  Akio Tsuchida

・サービス・ など様々な業種を対 に、組織と人 のマネジメントに関するコンサル
ティングを がけている。グローバル化、クロス ーダーM&A、グループ など大 な
変 における組織人事変 の 立案、制度構 、変 進等に な経験を有する。
主な著 に 世界で くためのグローバル人 の 成と 用 （共著・ 経 社）、 人
事制度 の と 際 （共著・日本経 社）。その他人事専門 、一般経 等に

多数。

ート ー  Tsutomu Okamoto

人 ・人 計 定および最適化マネジメントの か、組織 （M&A、PMI）における
人 ・人事 合計 定、 バナンス体制 計、組織・人事 定、グループ人事
理体 計、経 理体 構 （BSC 等）、業 理制度 計、BPR 行サポート、
用 行サポート等、組織・経 理・人事・プロ ス 域に関わるコンサルティングを
幅広く がけている。主な著 に 要 ・人 の 的マネジメント（ 務行政）がある。

ート ー  Tetsuya Furusawa

組織・人 コンサルティング 15 上。国内 の企業の様々な経 を組織・人事 か
ら 決する業務に従事。特に、経 ・事業 をグローバルに 進するためのグローバル人
事 の立案、各種人事基 の 計から組織 までをトータルに する経験が
。主な著 に、 MOTリーダー 成法 （ 経 社）、 変 を先取りする 術経 （共
著・企業研究会）等。

ート ー  Yasushi Muranaka

国内およびクロス ーダーのM&A関連、主には、HRデューデリジェンス、経 幹部のリテ
ンション等のクロージング・サポートを含むPMI（Post Merger Integration）の 野におけ
るコンサルティング、さらにはグローバル・ ビリティ、経 幹部報 に係るアドバイザリー等
に わる。主な著 に MBA人 マネジメント （TAC出版）、 的な 報
（税務経理出版）等がある。

ート ー  Takashi Ono

日本におけるHR Transformation 域のリーダー
人事・総務における 能・組織・業務・人 の変 とそれによる ンプロイー クス リ ン
ス向上について、HRテク ロジー、デジタルHR、BPR、RPA、 ェンジマネジメント等の
点から している。グループ組織 ・M&Aにおけるグループ人 マネジメントの構 、
人事PMI、SSC 立等において な 経験を有している。
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デジタル時代の新たなルール
2017 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド
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